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序   文 

 
 日本国政府は、カザフスタン共和国政府の要請に基づき、同国において「カ

ザフスタン日本人材開発センター」プロジェクトを実施することを決定し、独

立行政法人国際協力機構（平成 15 年 9 月 30 日までは国際協力事業団。以下
「JICA」という。）が独立行政法人国際交流基金（平成 15年 9月 30日までは
国際交流基金）の協力を得て、平成 12年 10月 1日から平成 17年 9月 30日ま
で、本技術協力を行っている。 
 JICAは、独立行政法人国際交流基金と合同で平成 17年 6月 16日から 7月 1
日まで、終了時評価調査団をカザフスタン共和国に派遣した。同調査団は、プ

ロジェクトの活動実績ならびにその成果と効果について同国と合同で総合的な

評価を行うと共に、フェーズ２の実施可能性も視野に入れ、今後のプロジェク

トの活動の方向性について協議した。また、同年 9月には、同プロジェクト･フ
ェーズ２事前評価・実施協議調査を行い、評価結果および今後の方向性に関す

る協議の結果をミニッツに取りまとめ、JICA、カザフスタン共和国双方の合意
のもとに署名交換が行われた。 
 本報告書が、本プロジェクトのみならず、他国における日本センター事業を

より効果的かつ効率的に実施していくための参考として活用されることを願う

ものである。 
 終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より

感謝申し上げる。 

 
 
平成 17年 7月 

 
 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要  

国名：カザフスタン 案件名：カザフスタン日本人材開発センター 

分野：人材育成一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会開発部第一グループ   

     日本センターチーム  

協力金額（評価時点）：889,583 千円 

(R/D):2000 年 10 月  先方関係機関：カザフ経済大学 

(延長): 日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 

協力 

期間 

(E/N)（無償）  他の関連協力： 

１-１ 協力の背景と概要 

「カ」国は 1991 年の独立以降、市場経済への移行のため各種改革を推し進めている。急速な改革政

策による混乱の中、実体経済は一時大幅に後退したがその後緩やかな回復軌道を見せた。しかしなが

ら、「カ」国では市場経済体制への移行の流れの中で経済や経営といった実体経済を支える民間の人材

や、制度面からこれを支える行政官の育成等、実務者の不足が目立っており、安定した成長を持続す

るにまだ至っていない。「カ」国政府は長期計画「カザフスタン 2030」を策定し、市場経済をベースと

した経済成長の達成、発展の基礎となる人材の開発などに重点的に取り組んでいる。 

このような状況の中、我が国は「カ」国の要請を受け、市場経済化を推進するための効率的な人材

育成ニーズへの対応するプロジェクトを立ち上げるべく、1997 年度にプロジェクト形成調査、事前調

査を実施した。2000 年 10 月には、実施協議が行われ、国立経営アカデミー（現 カザフ経済大学）を

実施機関として、「カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト」にかかる合意議事録（Record of 

Discussion : R/D）を「カ」国側と締結した。本プロジェクトの目標は①カザフ日本センターがカザ

フスタンの市場経済化に資する人材育成に寄与する、②情報提供、交流プログラムを通じて、日本と

カザフスタン両国民の相互理解促進に寄与することである。2002 年 9 月に開所式を迎え、ビジネスコ

ース、日本語コース、相互理解促進事業という 3つの事業を本格稼動させた。 

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

① カザフスタンの市場経済化の進展 
② 日本とカザフスタン両国の相互理解と友好関係の強化 
 

（２）プロジェクト目標 

① カザフスタンの市場経済化に必要な人材養成に寄与する。 
② 情報提供、交流プログラムを通じて、日本とカザフスタン両国民の相互理解促進に寄 
与する。 
 

（３）成果 

  ① カザフ日本センターが適切に運営される。 

② 実践的なビジネスコースが継続的に実施される。 
③ 日本語コースが継続的に実施される。 
④ カザフ日本センターが日本に関する情報を積極的に発信するとともに、多様なレベルでの交
流が活発化する。 

 

（４）投入 

 日本側： 

  専門家派遣（現地業務費負担含む） 5.52 億円（長期 9名、短期 43 名） 

  研修員受入     0.50 億円（23 名）        調査団派遣    0.20 億円 

  機材供与     1.66 億円（2005 年 5 月末時点）  その他      0.36 億円 

 相手国側： 

  カウンターパート配置  4 名   機材購入  なし       

  センター用地、センター施設および付帯工事の提供 運営費（光熱水費）266.2 万テンゲ 

            （約 19,568USD 2004 年平均レートによる）

  



 ２. 評価調査団の概要 

調査者 団長/総括：      立原 佳和 JICA 社会開発部第一グループ日本センターチーム長 

技術協力：      川上 貴之 外務省 経済協力局技術協力課 外務事務官 

評価分析：      松本 彰  株式会社 タック・インターナショナル  

                                 コンサルティング部長 

ビジネスコース計画： 籠橋 秀樹 株式会社 UFJ 総合研究所国際本部開発 

                                 コンサルティング部 シニアコンサルタント 

日本語コース評価：  高見澤 孟 昭和女子大学大学院 文学研究科 教授 

日本語コース評価企画：高橋 裕一 国際交流基金日本語事業部 派遣助成課 

評価企画：      鈴木 桃子 JICA 社会開発部第一グループ日本センターチーム 

通訳：        小島 敬子 日本国際協力センター研修管理部研修監理員 

調査期間  2005 年 6 月 16 日～2005 年 7 月 1日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

  プロジェクトには 5年間で 9名の長期専門家及び 43 名の短期専門家が派遣され、現地ニーズに応

じたビジネスコースや日本語コースの設計をプロジェクトの初期段階で行ったうえで、カウンター

パートへのコース運営にかかる指導を行い、日本センター雇用の現地職員を確保・育成し、KJC 事業

実施体制の基礎を整備した。ビジネスコースでは、この 3 年間に基礎的な知識習得及び応用力養成

を目的に、マーケティング、戦略的経営、人材管理、プロジェクトマネジメント、生産品質管理、

財務管理、国際貿易事務、経営計画、組織行動の科目から構成されるモジュール型ビジネスマネー

ジメントコースが提供され、これまでに 666 名が修了した（1週間および 2週間コース）。また起業

家育成コース（8 週間集中）では、73 名が修了し、欧州復興銀行（EBRD）セミナーを含む各種セミ

ナーは延べ 34 回開催（1,019 名以上が受講）され、モデル企業の創出を目的とした出前教育プログ

ラム（現場指導）も 6社に対し試験的に行った。なお、KJC のビジネスコースでは日本人専門家に加

え、カザフ人講師を高い比率で起用しており、日本人専門家による理論と日本の経験を踏まえた指

導と現地講師によるカザフスタンの状況に即した指導（会計、商法・税法、労働法等現地事業に対

する理解が不可欠な講義）の組み合わせによるコースが提供された。また、日本語コースでは秋学

期コース（9月～1月）、春学期コース（2月～翌 6月）及び日本語教師向けクラス、日本語文化紹介

クラス、子どもクラス、アスタナ日本語学習者講座、日本語教育セミナー等を実施し、この 3 年間

で合計 1,282 名が受講した。2005 年に実施したアンケート調査によると、ビジネスコース受講者の

約 77%が仕事上に有益な知識や技能の向上に非常に役立ったと回答し、日本語コース受講者の 94.8%

が授業について「満足」しており、日本に関心を持つカザフスタン人に対して、日本語の学習のみ

ならず、日本に対する知的好奇心が満たされたと回答している。また、KJC は市の中心部から離れて

いるため、図書室、コンピュータールームの主な利用者はコース受講者となっているが、これまで

に 5,823 名の図書室利用者、1,749 名のビデオ利用者があった。加えて、2002 年 8 月以来、ほぼ毎

月実施されてきた相互理解促進事業（カザフスタン人に日本文化を紹介する日本映画際や折紙教室

等のイベント）への参加者は延べ 9,736 名にのぼる。 

  本プロジェクトは、活動基盤の整備（供与機材、施設整備）に R/D 締結から 1 年半を要し、セン

ター活動の本格開始が 2002 年 9 月となる等の制約を受けたが、当初計画どおりカザフスタン国の市

場経済化に必要な人材養成に KJC が重要な役割を果たすとする目標を達成した。 

  

３－２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性： 

 本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、「カザフスタン国 2030」や「カザフスタン

国産業革新発展工業開発戦略プログラム（2003-2015 年）」に示されている経済分野に必要な人材を

育成するという「カ」国の国家政策と合致しており、日本の対カザフスタン援助重点分野等の援助

政策とも合致する。また、KJC が実施している活動に対する高いニーズがあり、ターゲットグルー

プの規模も適切と判断されることから、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（２） 有効性： 

 KJC は、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業の 3 つの事業の実施によって、人材

育成機能を提供していると同時に、受講生等からの評価も高く、これらの点で重要な役割を担って

いると言える（プロジェクト目標 1）。また、セミナーへの応募者数、各コースや事業の実施数とも



に増加傾向にあり、両国民の相互理解促進においても有効性を確保している（プロジェクト目標 2）

と考えるものの、在留邦人のみならず両国民に対し、KJC の認知度をさらに高めていくためには、

センター事業の広報活動を更に拡充し強化していく余地がある。 

 

（３） 効率性： 

  本プロジェクトへの日本側からの投入は、ビジネスコース講師陣（業務実施契約簡易型に基づく

専門家派遣）の質のばらつきや、プロジェクトの初期費用（供与機材、施設整備）による活動基盤

の整備に時間を要すなどの制約はあったものの、その他の投入については、プロジェクト期間内に

概ね予定通りに実施された。また、KJC にはカザフスタン側からはカザフ経済大学副学長がプロジェ

クトコーディネーターとして就任し、他の大学職員 4 名ならびに、事業開始時点で急遽募集した現

地職員 13 名とともに適切に配置され、プロジェクト運営にあたっている。加えて、センターの施設

並びに供与機材もほぼ適切に活用されているが、コンピュータールームについては、適切な IT 人材

を早急に確保し、施設の更なる有効活用を推進する必要がある。KJC 運営管理部門の現地職員の能力

をさらに向上させるために、本邦研修や OJT 等の教育訓練も積極的に行われており、その結果とし

て、カザフスタン人スタッフがセンター運営上の大きな役割を担うようになり、運営上の効率性が

高まった。一方で、プロジェクトが有期限の事業であることから、若いスタッフの定着と更なる能

力の飛躍を図っていくことも課題である。効率性は概ね高いと判断されるが、より効率性の高い自

立運営体制の構築が必要である。 

 

（４） インパクト： 

  KJC がビジネスコースの実施を通じ受講者に有益な知識を提供することは、経済及び経営の分野

で、「カ」国のビジネス関係者や政府職員の人材育成に一定の役割を果たしているとも言え、ひいて

は、上位目標の一つである「カザフスタンの市場経済化の進展」に一定の程度は寄与しているとも

言える。しかしながら、定量的な視点から KJC がどれほどのインパクトを与えているかについては、

厳密な評価は現段階では困難になっている。上位目標に対するインパクトを測るためには、より長

期的な視点で活動を継続・拡充すると共に、複眼的な視点で評価を行うことが必要である。ビジネ

スコース受講者の企業における経営改善といった行動様式の変化や業績向上など個別事象との関係

から見ていくことも検討すべきであろう。 

  二つ目の上位目標である「二国間の相互理解と友好関係の強化」については、各種活動（ビジネ

スコース、日本語コース、相互理解促進事業）全般を通じて日本に関する情報を提供するリソース

センターの役割を果たしてきているといった分析は可能である。しかし、センター開所から 3 年と

いう短い期間であること、ならびに両国民の意識調査と言った大規模な定量的評価調査は困難であ

ることから、この正のインパクトの発現は現段階では確認できているが、本調査ではインパクトを

示す近似値を示すにとどめている。 

 

（５） 自立発展性： 

（組織面） 

 2004 年 6 月には、KJC はカザフ経済大学の付属機関として正式に登録され、収入を得ること、KJC

が契約主体者となることが認められた。また、カザフ経済大学副学長はじめ大学職員への報酬謝金

（給与は大学側から支出）は毎月センター収入から支払われており、KJC の運営管理業務に従事し

ている。ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業が、人材開発のための研修コース及び

両国の相互理解促進のためのイベントとして定期的に実施・運営されており、組織的基礎は確立さ

れているといえる。 

（技術面） 

 ビジネスコース、日本語コースともに、カザフスタン人講師は、日本人専門家および講師から知

識や技術・技能を修得してきている。とりわけ日本語コースについては、10 名のカザフスタン人講

師が勤務しており（常勤講師 1 名、非常勤講師 9 名）日本語の教授技術も高く、OJT ならびに本邦

での実地研修を通して技術移転が進み、コース運営能力は向上していることが、コース運営の自立

発展性は高いと言える。総体的には、KJC 職員の運営管理能力は向上しているといえる。現在の職

員が離職せずに継続して KJC で働き、さらに能力向上を図っていけば、技術面での自立発展性をよ

り高めていくことは可能と言える。 

（財政面） 

 KJC の光熱費はカザフ経済大学が支出している。また KJC は研修コース受講者からの授業料収入



及びセンター会員費、図書、ビデオ、インターネットサービス料の収入があり、同収入は KJC 職員

の基本給やカザフ経済大学から KJC に着任している職員への謝金等に支弁されている。しかしなが

ら、JICA 側の経費支出額（日本人専門家、講師など）を除いても、センターでの歳入・歳出を概観

すると 5～20%程度の費用回収率にとどまっており、自己採算はとれているとはいえない。2002～

2004 年の 3年間の収入の運営経費に対する割合は平均 12.8%であり、また、「カ」国で展開中の他の

類似機関（ドイツ「ゲーテ・インスティテゥート」、英国「ブリティッシュ・カウンシル」）と比較

すると特段悪い数値ではないが、財政的にどのような方針を持って KJC を運営するのかについて、

まずは、日本側とカザフスタン側とが協力して基本方針を確認していく必要がある。以上より、自

立発展性は現段階では十分であるとはいえない。 

  

３－３ 効果発現に貢献した要因 

  本プロジェクトでは、各活動（ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業）の受講者及

び他機関からのフィードバックをコース設計・内容に適宜反映しており、コース内容の定期的なモ

ニタリング、改善を図るプロセスが活動の中に組み込まれていた。そのため、変化の早いカザフス

タンの顧客ニーズと政策ジェンダに迅速に対応でき、成果を高める上で効果的であったといえる。

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 本プロジェクトは、開始当初から KJC 運営について日本側の長期的な投入を想定している側面が

あり、かつ KJC がカザフスタンに存在すること自体が両国の友好の推進に意義が有るという観点か

ら、プロジェクトを運営すること自体が目的化した傾向がある。また、達成度を測る定量的な指標

が未設定のままプロジェクト運営がなされたため、目指す成果に対して適切なモニタリングが行わ

れてきたとは言い難く、結果として PDM に沿ったプロジェクト運営が徹底されず、KJC スタッフやカ

ウンターパートの能力向上を重視しないという点につながった。このことが、本プロジェクト成果

の一部の達成を阻害した。 

 

３－５ 結論 

  カザフスタン側関係者と日本側評価調査団との一連の協議を通じて両者は、PDM に記載されている

アウトプットについては、ほぼ達成されているとの結論に至った。「カ」国の市場経済化の進展は急

速に進んでおり、同国の経済発展のために必要な人材及び技術内容のニーズも変化してきている。

また、｢カ｣国･日本間の経済・文化面への関心も高まっていることから、これらの市場ニーズに KJC

は継続して応えていく必要がある。カザフスタン政府からも第 2フェーズとして 5年間（2005 年 10

月 1 日～2010 年 9 月 30 日）の継続支援の要望が提出されており、現プロジェクトの成果・インパク

トをさらに高めるため、これを積極的に検討することとした。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）法的ステイタスの確立等： 

現在までのところ、KJC は「カ」国内の法的ステイタスを得ていないため、独自の銀行口座を開

設できない等の問題がある。また、第 1 フェーズでは R/D が国会批准されていなかったため、供与

機材については日本大使館の財産と位置づけそれを KJC に貸し出す、という形をとっている。プロ

ジェクトの円滑な運営のために、JICA 及び C/P 機関は以上の問題を早急に解決する必要がある。 

 

（２）効果的なビジネスースの実施のための、的確なニーズ把握とモニタリングの実施： 

「カ」国は市場経済化の進捗のスピードが速く、かつ、ビジネス人材育成に当っている競合機関も

存在することから、KJC ビジネスコースに求められるニーズが多様化していくことが想定される。

このため、ニーズを的確に把握する仕組みを構築する必要がある。また、各コースの成果を逐次モ

ニタリングし、その結果に基づき必要に応じてコース設計の見直しを行うことが不可欠である。具

体的には、プロジェクトは以下のような取り組みを終了時までに実施することが望ましい。 

ア） 定期的なニーズ調査の実施 

イ） モニタリング、評価システムの確立（例：受講生、協力機関によるフィードバック等） 

ウ） 関係政府機関や協力機関との定期的な会合を通した意見交換の実施 

 

（３）情報発信機能・広報の強化： 

「カ」国における日系企業の数、さらには同国に対する日本の ODA 事業の実施は限られている。



そのため、同国において日本に関する情報を得る場は限られており、「カ」国民の日本の理解度は決

して高くない。一方で、日本においても「カ」国の文化、社会、経済に関する情報を得られる機会

は少ない。このような現状の中、両国の相互理解に対する本センターが果たす役割は極めて重要で

あり、両国に関する双方向の情報発信の場としての機能の充実が求められる。また、同時に、セン

ター自身の認知度を上げるための広報活動の充実が必要である。プロジェクトは、上記に関する取

り組みをプロジェクト機関終了時までに実施することが望ましい。 

 

（４）センター運営にかかる適切な人員配置： 

第 2フェーズにおいては、ビジネスコースを多様化していくことが期待されており、その効率的・

効果的実施のためにはコースマネージャの配置が必要である。また、アスタナでの活動展開を着実

に実施するために、アスタナでの何らかの拠点を置き、連絡員を配置することが望ましい。JICA 及

び C/P 機関は、第 2フェーズ開始の時点で必要な措置をとることが望ましい。 

 

（５）センターの収益性向上：  

KJC の運営費の多くは JICA の現地業務費で対応しているのが現状である。各種コースの評判が高

いことから、受講料収入は年々増加してきているものの、センター運営費のコストリカバリー率は

依然として低い。しかしながら、センターの安定的運営のためには、コストリカバリー率を向上さ

せることが必要である。また、将来的なセンターの自立性をどの程度まで目指すのか、どのように

達成するのかについては、ODA 事業としての公益性に鑑みつつ、かつ、KJC の将来的な方向性を考慮

しながら、第 2フェーズ開始に向けてまず日本側関係者にて十分協議する必要がある。 

 

３－７ フォローアップの状況 

2005 年 10 月より、本案件の第 2フェーズ実施について、両国政府間並びに JICA 及び C/P 機関間

で検討が進められている。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 我が国は、「カ」国の市場経済化を支援するため、効率的な人材育成ニーズへの対応と日

本の「顔の見える協力」の実現を目的とした日本センタープロジェクトを立ち上げるべく、

1997 年度にプロジェクト形成調査、事前調査を実施し、2000 年 10 月の実施協議にて、国

立経営アカデミー（現 カザフ経済大学）を実施機関として協力を進めることとなった。 

2001 年 7 月に正式にカザフスタン日本人材開発センター（以下、「KJC」という。）の開所

式を迎えてから、ビジネス人材育成事業、日本語教育事業及び相互理解促進事業を柱とし

て事業を展開し、着実に実績を積み上げてきており、今年度 9月 30 日にプロジェクトの終

了を迎える。 

一方で、「顔の見える協力」としてスタートした日本センター事業は、長期的な日本の支

援が求められており、KJC においても「カ」国側から第 2フェーズの実施が求められている。

また、第２フェーズの実施の際にはアスタナでの活動展開が大統領より要請されている。 

本調査では、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点

から「カ」国側関係者と共にプロジェクトの合同評価を行うと共に第 2 フェーズに生かす

ために教訓、提言を抽出する。また評価結果について日カ両者にて合意を形成することを

目的としている。 

第 2 フェーズ立ち上げに関しては、協力の基本的枠組み（コンセプト、実施機関、実施

体制、実施場所、協力内容、協力機関、両国のとるべき措置、投入内容等）について、第

１フェーズとの変更点等も含め、先方と協議確認の上、合意を形成する。 

 

1-2 調査団の構成と期間 

(1) 調査団員の構成 

担当 氏名 所属 

団長/総括 立原 佳和 独立行政法人国際協力機構 社会開発部  

第一グループ 日本センターチーム長 

技術協力 川上 貴之 外務省 経済協力局 技術協力課  

外務事務官 

評価分析 松本 彰 株式会社 タック・インターナショナル   

コンサルティング部 部長 

ビジネスコース 

計画 

籠橋 秀樹 株式会社 UFJ 総合研究所 国際本部  

開発コンサルティング部 シニア・コンサルタント 

日本語コース 

評価 

高見澤 孟 昭和女子大学大学院文学研究科教授 
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日本語コース 

評価企画 

高橋 裕一 独立行政法人国際交流基金 日本語事業部 

派遣助成課 

評価企画 鈴木 桃子 独立行政法人国際協力機構 社会開発部  

第一グループ 日本センターチーム 

通訳 小島 敬子 日本国際協力センター 研修監理部  

研修監理員 

 

(2) 調査期間 

  2005 年６月 16 日～2005 年 7 月 1 日（16 日間） 

  調査日程は別添資料１を参照。 

 

1-3 対象プロジェクトの概要 

「カ」国は 1991 年の独立以降、市場経済への移行のため各種改革を推し進めている。急

速な改革政策による混乱の中、実体経済は一時大幅に後退したがその後緩やかな回復軌道

を見せた。しかしながら、「カ」国では市場経済体制への移行の流れの中で経済や経営とい

った実体経済を支える民間の人材や、制度面からこれを支える行政官の育成等、実務者の

不足が目立っており、安定した成長を持続するにまだ至っていない。「カ」国政府は長期計

画「カザフスタン 2030」を策定し、市場経済をベースとした経済成長の達成、発展の基礎

となる人材の開発などに重点的に取り組んでいる。 

このような状況の中、我が国は「カ」国の要請を受け、市場経済化を推進するための効

率的な人材育成ニーズに対応するプロジェクトを立ち上げるべく、1997 年度にプロジェク

ト形成調査、事前調査を実施した。2000 年 10 月には、実施協議が行われ、国立経営アカデ

ミー（現 カザフ経済大学）を実施機関として、「カザフスタン日本人材開発センタープロ

ジェクト」にかかる合意議事録(R/D: Record of Discussions)を「カ」国側と締結した。

本プロジェクトの目標は① KJC が「カ」国の市場経済化に資する人材育成に寄与する、②

情報提供、交流プログラムを通じて、日本と「カ」国両国民の相互理解促進に寄与するこ

とである。 

しかしながら、「カ」国では、R/D に実効性を持たせ、専門家等の特権を確保するために

は、R/D の国会批准が必要であるとの「カ」側の主張があったため、専門家が派遣され、活

動が実際に開始されるまでには１年余りの期間を要した。その後、2001 年 7 月には最初の

専門家が派遣されたが、2000 年 10 月に署名された R/D は、現在（2005 年 9 月）に至って

も国会批准されていない。このため、プロジェクト期間中、供与機材の無税通関が出来ず、

大使館機材として通関し、大使館から KJC に機材を貸与している形をとることとした。 

 さらに、2001 年 7 月には、C/P 機関であるカザフスタン国立経営アカデミーが株式会社

カザフ経済大学へと民営化された。 

 2001 年からは、カザフ経済大学から提供されている建物の内装を「日本センター仕様」
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に整え、2002 年 9 月に開所式を迎え、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業

という 3 つの事業を本格稼動させた。また、2004 年 6 月には、KJC がカザフ経済大学の付

属機関として正式に登録され、①収入を得ること、②KJC が契約主体者となることが認めら

れた。このことにより、KJC の一応の基盤が確立されたことになるが、一部議論の中では、

カザフ経済大学が民営化されたことからも、付属機関としてではなく、独立した機関とし

て法人格を取得するべきではないかとの議論もある。 

プロジェクト期間中、合同調整委員会は2003年6月及び2004年12月に開催されており、

同委員会では、前年の活動実績、次年の活動計画が報告されたほか、その時々の懸案事項

が関係者間で議論された。懸案事項の一つである R/D の国会批准及び日本センターの法的

ステイタスの問題は現在もなお解決していない。 
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第 2章 終了時評価の方法 

 

2-1 評価方法 

本件調査では、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）手法に基づき、プロジェ

クトの当初計画、協力開始時から評価調査時点までの双方の投入・活動実績、プロジェク

ト実施の効果、運営管理体制等を踏まえた上で、評価５項目（有効性、妥当性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から多面的に評価を実施した。 

併せて、協力期間終了後における対応方針についても検討し、両国政府関係当局に提言

し、ミニッツにとりまとめた 

なお、５項目の評価は主にプロジェクト全体の評価が主であることから、事業毎の評価

が分断されること、さらには各事業固有の進捗結果が紙面上、割愛されやすいということ

も考慮し、別途、ビジネスと日本語については各事業別評価も行い、報告書に掲載した（第

5章事業別評価を参照）。 

 

2-2 主な調査項目とデータ収集方法 

（１） 資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前にプロジェクト及び JICA、国際交流基金から入手した参考資料等から情報を得て、

現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド（和文・

英文）を作成した。評価グリッドは別添資料 4の通り。 

 

（２） 質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価分析、日本語コース、ビジネスコース各団員が評価グリッドを

基に、カウンターパート（カザフ経済大学副学長）、日本人専門家（4名:センター所長を含

む）、日本語講師、日本語学習者、センター顧問、さらにセンター現地職員に対する質問票

を作成、現地に送付し、回答を回収・分析した。また、本質問票を補う形で、カウンター

パート、センター現地職員、日本人専門家、相互理解事業参加者等に対しては、個別にヒ

アリングを行った。 

 

（３） プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉える上で、プロジェクト関係者に対して、グループ

インタビューあるいは個別インタビューを実施した。対象として、まずビジネスコース/日

本語コースの元受講者及びコース講師、相互理解事業参加者に対してインタビューを実施

した。さらに、本プロジェクトのカウンターパート機関であるカザフ経済大学はじめ、「カ」

国の援助窓口機関である予算計画省、さらにプロジェクトの支援機関である教育省にも同

様にインタビューを実施した。主な面談者に関しては別添資料２を参照。 
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（４） 現地調査 

専門家との協議、日本センター関係者、また他ドナーや類似の研修を実施している機関

への訪問等により情報を収集した。例えば、ビジネスコースでは、出前講座先である企業

訪問、起業家協会、商工会議所、産業貿易省、農業省を訪問し、日本語コースではカザフ

民族大学、ユーラシア大学を訪問し、本プロジェクトに関する意見を聴取した。また相互

理解事業あるいはセンター運営の評価の観点から、アルマティ市で活動しているゲーテ・

インスティテゥート（ドイツ）やブリティッシュ・カウンセル（英国）を訪問した。 

 

（５） 合同調整委員会への報告 

上記の調査・評価結果を評価 5 項目に沿って評価調査報告書（英文）に取り纏め、合同

調整委員会の場で検討し、2005年 6月 30日にミニッツとして署名を行った（日程の都合上、

署名 3者が揃って署名式に臨むことが出来なかったため、別途、個別に署名を行い、合意）。

ミニッツについては別添資料 3を参照。 

 

2-3 評価５項目 

 評価の視点、内容は以下の通り。 

(1) 有効性

(Effectiveness) 

プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそ

れが「プロジェクト目標」の達成にどの程度結びついているかを

分析・評価する。 

(2) 妥当性

(Relevance) 

プロジェクトの目指している効果が、受益者のニーズに合致して

いるか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政

策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

か、公的資金である ODA で実施する必要があるかなどといった

「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

(3) 効率性

(Efficiency) 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に

活用されているかを問う視点。「投入」の、手段、方法、期間、費

用の適切度を分析・評価する。 

(4) イ ン パ ク ト

(Impact) 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効

果や波及効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影

響を含む。 

(5) 自立発展性

(Sustainability) 

プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大

され得るかどうかを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組

織面始め、財務面、技術面その他の観点から分析・評価する。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

3-1 投入実績（ミニッツ本文でも明記。また ANNEX3.1～3.6 を参照） 

 本プロジェクトに関する投入実績はミニッツ本文に明記しているとおり。 

（１）日本側投入： 

 長期専門家派遣 (9 名)、短期専門家及びコンサルタント派遣（43 名）延べ合計 52

名を約 5年の間に投入している。また、機材供与については承認額累計 1.66 億円（輸

送費等の経費を含む：内訳はコンピューター機材やオーディオ・ビデオ機材など供与

機材 1.39 億円、携行機材 0.27 億円）および機材据付技師（5名）の投入を行った。

現地業務費1（2005 年 5 月までの累計）は累計 1.296 億円にのぼり、本邦への研修員受

入数は 23 名（カウンターパート、センター現地職員、現地講師及びビジネスコース成

績優秀者）を数えた。 

 

（２）カザフスタン国側投入： 

  カザフスタン日本人材開発センター用地、ならびに付帯工事の提供に加え、以下の

要員及びセンター運営に係る光熱水費を「カ」国側が全額負担している。 

カウンターパート：プロジェクトコーディネーター 

         （カザフ経済大学副学長） 

大学職員 4名 

運営費（水道・電気・光熱費）：266.2 万テンゲ 

（約 19,568US ドル：2004 年平均レート） 

（2004 年までの累計） 

 

3-2 投入の成果・事業実績 

本プロジェクトの成果は PDM に記載されているとおり４つあり、各々の成果について、

以下のとおり説明する。なお、PDM はプロジェクト期間中、一度も変更されておらずその記

載内容あるいは指標の設定につき、加筆修正すべき箇所もプロジェクト終了時評価時点で

幾つかあったが、あくまでも評価手法に従い以下に記載するとともに、現時点で明らかに

なったその他の成果、あるいは成果を判断する指標につき、追加的な説明もあわせて行う

こととする。 

（１）成果 1（センターが適切に運営管理される） 

KJC 運営に必要な人員が適切に配置され、またプロジェクトの運営を円滑に進める上

でスタッフの能力も徐々に向上が図られてきている。 

 成果 1の指標は PDM では、①センター職員の人数とその能力、②センターの歳入・歳

                                                  
1 現地適用化事業費（施設等整備費：4,932.8 万円）を含まず。 
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出のバランスであったが、現時点での成果は当指標に従い見てみると、次の通りである。 

① センター職員の人数とその能力（ミニッツ ANNEX3.5 を参照）。 

上記 3-1 で述べたとおり、カザフ経済大学から、プロジェクトコーディネーターとし

て、大学副学長が就任し、週 2回ほどセンターに出勤し、各種打ち合わせや協議を行い、

プロジェクト運営にあたっている。なお、センターの収入から、同副学長に対して報酬

謝金が毎月支払われている（現行月 350＄）。また、大学職員 4名（会計、ドライバー、

庭師、掃除婦）も「カ」国側から派遣されている。4名の給与は大学側が支出（2002～

2004 年合計で 6,875US$）しているが、追加報酬については、KJC 収入より毎月支弁され

ている（ミニッツ ANNEX3.6 を参照）。 

その他、日本センター雇用で現地職員が現在 13 名配属されており、日常の業務遂行、

運営を行っている（13 名の内訳：正規契約職員 7 名、臨時雇用扱い 6 名）。また、セン

ター所長付けで契約顧問も 1 名配置されている。これらの現地採用職員のうち、数名は

本邦研修にも参加しており、また KJC での日常業務経験の積み重ねを通じて、日本人専

門家およびカウンターパートと協働でセンター運営技術やノウハウの共有が図られてお

り、プロジェクトの円滑で効率的な運営を支えている。 

 

② センターの歳入・歳出のバランス 

 日本センターの収支は以下の通り。 

    日本センター収支（歳出・歳入）表    （単位：カザフ・テンゲ） 

 2002/4 ‒ 2003/3 2003/4 ‒ 

2004/3 

2004/3 ‒ 

2005/3 

Total 

歳入 5.3 million 2.8 million 9.8 million 17.9 million 

歳出 34.5 million 56.4 million 48.6 million 139.5 million 

歳入/歳出割

合 

15.4% 5% 20.2% 過去3ヵ年平均

12.8% 

 （留意）「歳入」は主に、受講生からの受講料、インターネット使用料などである。一方、

「歳出」は、JICA からの現地業務費からの支出と、センターで蓄積してきた歳入

からの支出の２つから成る。 

 

（２）成果 2（実践的なビジネスコースが継続的に実施される）   

ビジネスコースが始まって 3年間、KJC マネジメントは求められるアウトプットを成功

裏に産出してきた。以下、コース・活動のタイプ、コースと協力機関の数、コースのテ

ーマ、顧客へのアウトリーチの 4つの指標から、ビジネスコースの達成度を見る。 

 

① コース・活動のタイプ： 

KJC は顧客の需要に応えるため、多様なサービスを確立してきた。それらは、a) 1－8
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週間の intensive core courses、b) 長くても数日間の short seminars (“1-Day 

Seminars”)、c) 出前企業診断、である。a) の中では、8週間ビジネスコースを補完す

る 1週間の上級コースが 2004 年に導入された。b) は、2004 年からほとんどの場合、大

学やビジネス団体などの協力機関のニーズに沿って、マスタークラスとして提供される

ようになった。日本人とカザフ人講師を組み合わせた講義、問題解決型の思考と実用的

アプローチなどが、受講者より高い評価を得ている。 

② コース及び協力機関の数： 

コース数は、プロジェクト期間を通じて順調に増えている。特に 2004 年のマスターク

ラス導入で、コース数は飛躍的に増え、マスタークラスを受け入れる協力機関の数も

11 機関にまで増加している。 

③ コースのテーマ： 

KJC のビジネスコースは、市場経済で必要とされる実践的知識とスキルを提供する 20

以上のテーマを提供してきた。人気のあるテーマは、マーケティング、人材管理、品

質管理、戦略経営などである。コースのテーマと内容は、受講者によるコースと講師

の評価、および不定期のニーズ調査により適宜モニタリングならびに改善がなされて

いる。 

④ 顧客へのアウトリーチ： 

2005 年の 5 月末時点で、コア・コースで累計 700 人超、short seminars で累計 1,200

人超の受講者を数えた（リピート顧客を含む延べ人数）。特に過去 1年間の受講者数が

急増しているが、これはマスター・クラスの導入によるものと考えられる。地域的に

も、アルマティ市だけではなく新首都のアスタナ市からの受講者が増え始めている。 

 

（３）成果 3（日本語コースが継続的に実施される） 

成果 3の指標は、①コース開講回数と受講者数、②受講者による満足度、③日本語能

力の向上及び受講者の習熟度であったが、現時点での成果は当指標に従い見てみると、

次の通りである。 

 

① コース開講回数と受講者数： 

KJC の日本語コースは、「カ」国において一般社会人が日本語を学習できる唯一の講

座であり、初級から中級、上級、超級まで９つのレベルの一般日本語クラスと、現役

の日本語教師のためのクラスならびに夏期の特別講座などで構成されている。日本語

コースは、2002 年 9 月にコースを開講以来、2004 年 9 月までの間に、延べ 1,282 名の

受講者を受け入れてきた。実施したコースの詳細は別添資料 3ミニッツの ANNEX3.8 を

参照。 
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一般日本語コース　受講生数推移表
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② 受講者の満足度 

日本語コース運営にあたっては、単に日本語を教えるだけでなく、授業の中に伝統

文化、現代文化などに関わる日本事情の積極的な紹介を行い、学習者の意欲の維持を

図ってきた。日本語コース受講者に対するアンケート調査では、94.8%が日本語コース

の授業について「満足している」と回答している。 

また、日本語コースの受講者 7 名に対してインタビューを行った結果、既存コース

の授業内容に関して改善すべき指摘はなく、おおむね満足しているとの回答が得られ

た。 

日本語教員（超級クラス及び教授法講座）について、現地教師 5 名にインタビュー

を行った。結果、超級クラスを受講することにより自身の日本語能力を高めることが

出来たほか、教授法講座では従来「カ」国で行われていなかった教室活動を学ぶこと

ができ、実際の授業で役立ったとの意見が多く、教師向けの教授法講座についても、

満足度が高いことが証明された。 

 

 



 11

受講生による満足度
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③ 日本語能力・日本語教授技能の向上及び受講者の習熟度 

日本語コースのクラス別修了時の到達度は高く、各コースとも受講生の約７割が修了試

験に合格し、修了証を授与されている。また、８割が次レベルのクラスに進んでいる。

日本語コース受講者は、質の高い授業を受けることにより効率的に日本語の能力を身に

つけている。 

日本語教員については、インタビューの結果、「日本語教授法講座」を受講することに

より、自身の授業がスムーズに行えるようになったとのコメントが多かったことから、

教授技能が向上していると言えよう。 

 

【各主要コースの修了率（実績）】 

クラス名 受講生数 修了者 修了率 次レベル継続率 

2002 年度秋学期 128 90 70.3 95.6 

2002 年度春学期 121 90 74.4 77.8 

2003 年度秋学期 136 89 65.4 86.5 

2003 年度春学期 104 82 78.8 70.7 

2004 年度秋学期 176 142 80.7 81.1 

 665 493 74.1  

＊ 欠員募集等は除くので、同表の受講生数と以下「応募状況の実績及び倍率」の表の受講

生数とは一致しない。 
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【応募状況の実績及び倍率】 

コース名 実施時期 募集

人数

① 

応募 

者数 

② 

受講 

者数 

③ 

倍率 

①÷②

パイロットコース 2002 年 6 月 14 14 14 1.00 

日本語教師向けクラス 2002 年 7 月 22 22 22 1.00 

日本語文化紹介クラス 2002 年 7 月 24 24 24 1.00 

2002 年度秋学期 

2002 年 9 月～ 

2003 年 1 月 128 412 128 3.22 

2002 年度春学期 

2003 年 2 月～ 

2003 年 6 月 38 48 153 1.26 

2003 年度秋学期 

2003 年 9 月～ 

2004 年 1 月 75 266 158 3.55 

2003 年度春学期 

2004 年 2 月～ 

2004 年 6 月 70 44 160 0.63 

子供クラス（特別講座） 

2004 年 7 月、 

10 月、12 月 47 47 47 1.00 

日本語能力試験対策講座 

2004 年 9 月～ 

2004 年 11 月 19 19 19 1.00 

アスタナ日本語学習者講座 2004 年 8 月 20 20 20 1.00 

日本語教育セミナー 

(現職教員対象) 2004 年 9 月 11 11 11 1.00 

2004 年度秋学期 

2004 年 9 月～ 

2005 年 1 月 65 226 180 3.48 

露和通訳短期講座 

2005 年 1 月～ 

2005 年 2 月 7 7 7 1.00 

2004 年度春学期 

2005 年 2 月～ 

2005 年 6 月 156 218 221 1.40 

教授法トレーニング 

（新人教員） 

2005 年 2 月～ 

2005 年 5 月 9 9 9 1.00 

ユーラシア大学日本語講座 2005 年 2 月 53 53 53 1.00 

ユーラシア大学日本語講座 

(社会人向) 2005 年 2 月 56 56 56 1.00 

合 計       1,282   

＊ 一般日本語クラスは、クラスの定員から進級者数等を差し引いた欠員分を募集するので、

表中、募集人数と受講者数は、一致しない。 
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（４）成果４（センターが日本に関する情報を積極的に発信するとともに、多様なレベル

での交流が活発化する） 

例えば、経済、社会、文化といった多方面の日本に関連する様々な書籍・出版物や視

聴覚教材がセンターに供与あるいは購入され充実してきたことに伴い、センターを訪れ

る人にも有効利用されている。また両国の相互理解促進のためのさまざまな事業や行事

の実施により、当センター来館者数も年々増加の傾向にある。両国の交流促進に貢献し

つつあるといえる。 

Number of visitors on KJC
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注）2005 年は 1～5月の累計のみ。 

 

成果 4の指標は PDM では、行事の開催数と参加者人数であったが、現時点での情報提

供・交流事業の実績・成果は次の通りである。 

① 2002 年 8 月以来、日本映画祭、折り紙教室等 32 回にわたるイベントが開催された。 

② その中でも、2004 年 3 月に行われた和太鼓公演は 3日間で 1,300 名を越える参加者が

あり、盛況であった。 

③ 相互理解促進に係る事業の参加者数は、累計で文化紹介を通じた交流事業 9,376 名、

図書室利用 5,823 名、ビデオ利用 1,749 名、コンピュータ利用 27,896 名、その他 3,171

名（2005 年 5 月現在）である。 

④ 主な交流事業実績は、別添資料 3ミニッツの ANNEX3.9 を参照。 
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第４章 評価結果 

 

4-1 妥当性 

（１）カザフスタン政府の国家政策との整合性 

政策面では、「カザフスタン国 2030」2や「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プ

ログラム（2003‐2015 年）」3で示されているように、経済分野に必要な人材を育成すると

いう国家政策と合致している。 

さらに、「カ」国で重要視されてきた国家開発計画である「中期政策プログラム

（1998-2000）」、および「2010 年までの発展計画」とも一致していると判断できる4。 

また、｢カ｣国の経済を概観してみると、1991 年の独立後の不安定な時期を乗り越えて、

ここ数年間は安定して成長している（1996 年から 2004 年までに一人当たり GDP は、US$700

から US$2,700 と伸びており、2005 年末には US$3,000 を超えるとの推計）。従って、この

10 年間、カ国の経済は紆余曲折があったものの、確実に市場経済を導入し、経済成長を遂

げているということが出来る。一方、経済分野の人材については、急速な経済成長に追い

つかず、企業活動に従事している者へのビジネスの基本知識・ノウハウの知的支援が必要

とされている。 

さらに、政府の政策である国営企業の民営化、中小企業の振興、政策金融制度の充実等

の具体化に呼応して、ビジネス活動はいっそう活発化することが予測されるため、市場経

済の実務知識とノウハウを、企業のトップマネージメント、中堅幹部、中小企業経営者、

およびニュービジネスの起業家等に習得させる機会を本プロジェクトで提供したことは政

府の目下の方針（大統領教書「2030 年のカザフスタン」）等とも合致するものである。 

以上のことから、KJC で実施されたビジネスコース事業は、本プロジェクトの上位目標で

ある「(1) 「カ」国における市場経済化が促進される」に合致しており、また「カ」国の

ニーズや国家政策と整合するものといえる。 

 

（２）我が国の対カザフスタン国の援助政策との整合性 

2002 年 11 月に実施された経済協力に関する二国間政策協議で、援助重点分野の１つとし

て「人材育成・制度整備」が合意されている。さらに人的資源開発は、我が国の ODA 政策

に沿ったものであり、かつ日本政府の外交基本方針と一致している。 

一方、JICA は当国に対して、まだ国別事業実施計画を策定していないが（準備中）、「中

                                                  
21998 年に発表された大統領教書で、「カ」国の目指す方向を示すもの。その中の１つに、「高

水準の外国資本の投資と国内貯蓄を持つ、開かれた市場経済に基づいた経済成長」を目指

すとの一文がある。 
3本戦略プログラムでは、石油ガスセクターから依存体質からの脱却を図り、経済の多様化、

中小企業の育成が重要課題として列挙されている。 
4平成 16 年度、外務省：「ウズベキスタン・カザフスタン国別評価」にも記載。 
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央アジア（ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス）援助研究会報告書」（2001 年 3 月）

では、重点分野の１つとして、「市場経済化のための制度整備」が挙げられており、この中

で、特に「産業構造の多様化に向けての支援：日本の経験を活用した知的支援と資金協力

を組み合わせたモデル産業育成」や「日本センターを通じた人作り協力の促進」が提案さ

れている。 

日本センターでの事業を通して、両国間の相互理解や友好の促進を図るという本プロジ

ェクトの２つ目の目標についても、我が国と中央アジア諸国との外交政策の観点から整合

性があると言える。また、（旧）ODA 大綱、シルクロード地域外交アクションプラン、（旧）

ODA 中期政策における中央アジア・コーカサス地域該当部分のそれぞれの基本理念及び重点

課題とも整合している。 

 

（３）KJC が実施している活動のニーズ 

本プロジェクトの初期段階でニーズ調査を行い、実態を把握した上で、ビジネスコース

および日本語コースを設計し実施していることから、支援の方法やアプローチは適切であ

り受益者のニーズに合致したものといえる。 

なお、ビジネスコースにおいては、プロジェクトの後半から、センター活動が「カ」国

内に認識され始めると、KJC の機能を「カ」国経済の開発を推進する人材育成に活用したい

とする「カ」政府の要望が出され、その結果、新たなニーズにも沿うセミナー等が企画実

施されこととなった。市場ニーズの広がり及び相手国の経済社会状況の変化に合わせ、プ

ロジェクト中盤においても、ニーズ調査を再度行い、適切なコース設計を行ってきている。 

 

4-2 有効性 

本プロジェクトの目標は、「1)日本センターが「カ」国の市場経済化に必要な人材を育成

する上で重要な役割を担う、2)情報サービス、その他のセンターで行われる各種事業を通

じて、両国国民の相互理解を促進する」ことである。 

既に 3-2 で記したように、「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解事業」の３つ

の事業の実施によって、日本センターは人材育成の点で重要な役割を担っており、当初計

画およびニーズ調査の結果に基づいたターゲット・グループに対して、適切なサービスを

提供してきている。 

セミナーへの応募者、参加者の数は、各コース、事業ともに増加の傾向にあり、関係者

へのインタビューや事業参加者に対するグループ討議より、KJC が利用者より高い評価を

得ていることが分かる。また、カザフ経済大学側も KJC が提供するコースの評判の高さを

認識している。 
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小規模経営者や幹部をターゲットとしたビジネスコースでは、受講者の評価によると、8

週間コースで 76％、2週間コースで 78％が「非常に役に立った」としており、有効性が高

いと言える。また、「一般成人」を対象とした日本語コースは「カ」国で最初のコースであ

り、また質の高い講義の実施によって、コース受講者の語学能力は着実に向上してきてい

る。さらに、アンケート結果では、授業について 94.8％が「満足している」として、講義

内容等についても改善すべき指摘はなく、概ね満足しているとの回答であった5。日本語教

師（超級クラス及び教授法講座）についても、超級クラスを受講することにより自身の日

本語能力を高めることが出来たほか、教授法講座では従来「カ」国で行われていない各種

教授法や教室活動を学ぶことができ、実際の授業で役に立ったとの意見が多く、教師向け

のクラスについても高く評価されている。なお、「就職の機会を得た」「仕事の役に立った」

など実際的な利益は少なく、その期待と現実の間に乖離が見られる。日本語コースの大き

な意義の一つは、日本に関心を持つ人に対して、ただ日本語を教授するだけではなく、学

習者の日本に対する知的な好奇心を満たすサービスを提供してきたことでもある。 

センター開所以前には、日本の文化や経済、社会生活を紹介する情報提供の場が非常に

限られていたことから、「カ」国の人々に対して、センターが様々な行事や催し物を開催し、

日本理解の機会を与えた意義や効果は大きい。参加者に対するアンケートやインタビュー

の結果からも、再度参加したいとの声は多く、同事業に対する期待に KJC は応えていると

言える。なお、主要な行事を中心に参加者アンケートを励行し、センター活動の熟知度の

向上をはじめ、行事実施に係る評価、今後のセンター活動への希望、提案を適宜モニタリ

ングし、同事業へのフィードバックも行っている。また、｢カ｣国は在留邦人数が少ないこ

ともあり、相互理解事業を実施する際の協力者確保の点で制約があったものの、在留邦人

企業から商品の提供や講師派遣の支援を得るなどの協力も同事業の実施に貢献した。 

                                                  
5 終了時評価の際、コース受講者７名に対してインタビューした回答結果。 
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なお、KJC の各部屋は有効に活用されており、特に、ビデオ、図書の充実などから、図書・

ビデオ・インターネットコーナーの利用が年々高まり、センター内の部屋の占有率（利用

度）は高い。コースによっては部屋が足りず、大学の施設を使ったこともある。また、事

業企画から実施までは現地職員を中心に複数の担当者を配置し、チーム単位で協力して事

業を実施している。事業改善や更なる円滑な実施に向けて、センターの活動目的の確認や、

センターの持つ利点と弱みの分析、今後の活動分野（図書･書籍・DVD・ビデオの充実、広

報、事業展開、HP の更新）について現地職員が定期的な意見交換や協議も行っている。  

 加えて、事業実施およびセンター紹介に係るパンフ、ポスター、ラジオ、テレビなどに

よって、センター事業の広報も図られているが、ウエブサイトについては現在、技術担当

者が不在のため更新されておらず、後任人材の迅速な確保ならびに広報活動の強化は引き

続いての課題である。 

KJC のウエブサイトアドレス： http://www.kjc.kz/english/english.html 

 

KJC は、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業という３つの異なる事業を一

つのプロジェクトとして実施する形態のため、相手国政府機関の所掌が必ずしも一つの省

庁で取扱うことができず、充分なサポートが得られないこともあった。例えば、ビジネス

コースは教育科学省よりも産業貿易省の関心が高いが、直接の監督官庁でないため支援体

制を整えることが容易でなかったこともある。また相互理解促進事業の位置づけが、プロ

ジェクト開始当初は明確でなかったこともあり、事業実施に係る人材および予算面での制

約、課題があった。しかし、日本の経済発展に裏付けられたビジネス・ノウハウの知的移

転、日本語教育、相互理解促進の各事業を、日本センターという枠組みの中で、一体の運

営形態のもとに実施する日本センターのコンセプトおよびビジョンは、各事業が相乗効果

を生み、また単に相手国の開発に資する側面のみならず、当該国の人々に日本・日本人を

理解してもらうという点で有効性は高いと判断できる。 

  

  4-3 効率性 

    インタビューをはじめ今回の評価調査の結果、全般的に見て、日本側の投入は量、質、

タイミングともにほぼ適切であった。また、その投入は、効率的に活用されたことが確認

できた。 

（１） 現地活動費の投入 

 プロジェクトに投入された初期費用（供与機材、施設整備費）による活動基盤の整備に、

R/D 締結から 1年半を要し、センターとしての事業実施の期間はかなり制限されたこと。な

おプロジェクト活動が実際に開始した 2002 年中期以降からは、年度毎に投入される運営経

費(現地活動費)は、適切なタイミングで量的にも適正であったと判断される。 

 

（２） ビジネスコース短期専門家（業務実施契約簡易型） 



 19

 講師の質にばらつきも一部みられたが「日本的」経営を教えるという点で、その経験や

知見を有する人の派遣による講義は評価が高い。 

 

（３） センター職員の配置および人材育成 

 事業開始時点で急遽募集したセンター現地職員は、プロジェクトが有期限の事業である

ことから、中堅幹部の業務をこなせる優秀な人材の確保を出来なかった。ただし、「カ」国

という若い独立国でもあり、この現象はセンターだけの問題ではない。その後、一定の能

力のある職員に対しては OJT、本邦研修の機会を与えて教育訓練が行われており、その運

営能力や専門知識の向上は目覚しい。センター職員の本邦研修は、日本式の運営方法の習

得のみならず、日本を理解する良い機会であり、センター運営能力構築の面でも効率的か

つ効果的であった。また現地職員は、概ね積極的な勤務をしており、日本センター職員と

して誇りを持つに至っている。第 2 フェーズ２の実施に向けて、まだ若いスタッフが多い

ため、その定着、さらなる能力の飛躍が図れるかが課題である。 

 

（４） 施設の活用 

 センターの施設は、すべて効率的に活用されており、供与機材も殆どは適切に活用され

てきている。各事業への参加者あるいは関係者が、月平均 3,500 人ほどセンターを訪問す

ることからも、全体としてセンター施設機材は充分に活用されていると判断できるが、コ

ンピュータールームの利用については、人材確保の点から今まで有効に活用されたとはい

えず改善の余地がある。 

 

（５） ビジネスコース受講生対象の本邦研修 

 ビジネスコースについては、受講生のなかから、将来的に KJC ビジネスコース運営に何

らかの形で協力しうる優秀な者を選抜し本邦に招聘するという形をとったため、ビジネス

コース受講への高いインセンティブとなった。実際に、KJC の講義で学んだ日本的経営を本

邦研修で直に体験し、日本的経営の成果を実感できる経験であったため、帰国後の自社へ

の応用や新たな工夫につながるなどの効果が報告されている。 

 

（６） 本プロジェクトの運営管理状況 

 合同調整委員会をはじめ、本プロジェクトの運営管理状況も適切であったといえる。2004

年 12 月に開催された第 2回合同会議には、援助窓口官庁からは副大臣、直接の監督官庁か

らは部長、日本大使館からは大使自ら出席し、実質的な討議が展開されている。以降、経

済予算計画省を中心に、日本センターの活動に対する認識が深まってきている。またプロ

ジェクト内では、現地職員および日本人専門家間で定期的に会議が開催され、プロジェク

トの運営にかかる役割や責任を明確化し、円滑な運営を行っており、日々の運営や全体進

捗計画については適切であったといえる。 
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4-4 インパクト 

プロジェクトの上位目標である「１）「カ」国における市場経済化の促進、２)二国間の

相互理解と友好関係の強化」について、KJC は市場経済化に必要な人材育成、両国間の理

解促進の 2つの面で、日本に関するリソースセンターの役割を果たしてきていると言える。 

様々な正のインパクトが発現しつつあるものの、センター開設から 3 年という期間は、

本センターのような「市場経済化に係る人材育成」、「相互理解」といったプロジェクトの

性格から、インパクトを明確に測定するには短い期間である。またインパクトに関して、

事前に指標が定められていなかったこともあり、本報告書ではインパクトを示す近似値を

示すにとどめている。事業ごとのインパクトは以下の通り。 

 

（１）ビジネスコース 

ビジネスコースは、顧客の具体的なニーズに即しており、「カ」国の中小企業分野の発展

に多大な貢献をしてきている。最終顧客（あるいは「最終受益者」）及び講師レベル双方に

対するインパクトが発現しつつあると評価できる。まず「最終顧客」の観点では、顧客企

業のうち、その幹部クラスの人材を繰り返し KJCビジネスコースに送ってくる企業が複数

あり、このことは、KJC ビジネスコースを受講させることが自分達のビジネスにとって非

常に役に立っていることを示していると言える。戦略的経営、品質管理システム及び「5S」

（整理・整頓・清掃・清潔・躾）の実施といったコース研修で会得した知識を各受講者が

現場で活用している、という具体的な活用事例もインタビュー結果から得られた。過去一

年、マスタークラスの導入によって、顧客層が急速に拡大しており、ビジネスコース受講

者の数は、2005 年の 5 月末時点で延べ 1,900 人を超えている。「講師」の観点では、大学

の教授や企業コンサルタントが、研修での知識の活用のみならず、出席した際のコース教

材を活用している。また間接的ではあるが、大学の授業を通して、センターでの研修と同

じ便益を受けることができた学生の数は、年間 200 人以上に達しており、さらにそれ以外

にも、大学で開講されたマスターコースでの受講生は 130人にのぼっている。 

こうした正のインパクトは、今後も、リピート顧客企業の増加、継続的な顧客層の拡大、

トレーナートレーニングの機会提供といったようなサービスの強化によって発現し続ける

と考えられる。また、センターのセミナーを通じ、センターの活動が政府筋にも認知され

ることとなり、中小企業振興分野や省エネルギー分野での技術協力の可能性について、担

当官庁が関心を示し始めている。幾つかの政府関連機関が、日本センターにビジネスコー

スの実施要請などをしてきていることは、特筆に値する。 

 

（２）日本語コース 

 「カ」国の日本語学習者数は、この 5 年間で 2 倍以上に増加している（センターが設立

される前の 1998 年の学習者数 449 名に対し、同センター設立後の 2003 年には 1,139 名に
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増加）。KJC では、学生や日本語教師を対象とした日本語コースの提供を通じて、日本語能

力の向上のみならず、相互理解促進事業との相乗効果でもあるが、積極的に日本事情、日

本文化の紹介を行い、日本に親近感を持つ人材の育成にも貢献してきた。受講生のなかに

は、医師や教員など、社会的影響力を有する人も含まれており、「知日派」、「親日派」の中

核となり、さらに日本ファンを増やしたと言える（アンケート結果では、93.3％が日本を

好きと回答）。日本語教育を通じて、日本への関心が深まり、日本の社会システム、日本人

の思考様式も少なからず伝わっており、こうしたことは長期的な視野に立った場合、日本

と「カ」国の友好親善、経済交流の拡大に寄与すると思料される（コース受講によって、

日本に対するイメージ、知識などが高まったとの回答が受講者アンケート結果から見出せ

た）。日本語教授法講座を修了した民族大学日本語学科の学生 2 名が、KJC で日本語教員と

しての研修を受ける例や、また、年々日本語コースへの応募者が増えるなかで、日露通訳

へのニーズが高まり、当初計画にはなかった通訳関連の講義も実施（2005 年 1 月～2月：6

名参加）したところ、KJC 通訳講座の受講生のうち 1名が、その後国際会議で通訳として活

躍するなどの好事例も報告されている。 

 

（３）相互理解促進事業 

センターでの相互理解事業には、延べ 9,400 人が参加しており、また日本に関する問い

合わせが頻繁にある。例えば、民族図書館からの日本関連の展示依頼が KJCに入ったこと

をきっかけに、日本文化週間（2003年 4月）が参加者 1,000人以上の規模で開催されたこ

とがある。このイベントは、KJC 以外の場所で実施した初めて試みでもあった。また、確

実に事業参加者の層は厚くなりつつあり（小学生の授業の一環で、KJC が活用される事例

も多数あり）、KJC が広く一般に認知されてきていることが分かる。また、KJC を訪れる

在留邦人や日本からの旅行者の数も増え続けていることからも、「カ」国における KJC の

認知度が高まりつつあると思われる。 

 

4-5 自立発展性 

（１）組織面での自立発展性 

 2004 年 6 月には、KJC はカザフ経済大学の付属機関として正式に登録され、収入を得る

こと、KJC が契約主体者となることが認められた。また、カザフ経済大学副学長はじめ大学

職員への報酬謝金（給与は大学側から支出）は毎月センター収入から支払われており、KJC

の運営管理業務に従事している。ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業が、

人材開発のための研修コースならびに両国の相互理解促進のためのイベントとして定期的

に実施・運営されて降り、組織的基礎は確立されているといえる。 

また、現地職員の昇進、契約延長に係る勤務評定のシステムを見直し、勤務評定表を作

成したほか、専門家によるインタビューを取り入れた勤務評定システムの構築を行ってお

り、事業の実施体制強化にも努めており、運営整備も整いつつある。 
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（２）技術面での自立発展性 

講師スタッフについては、ビジネスコース、日本語コースともにそのコース運営能力は

高い。特に日本語コースの運営において、カザフ人講師は日本人専門家・講師から知識や技術・

技能を習得しており、自分自身の講義に日本語教授法を活用するなど、その自立発展性は高い。

日本語コースの運営を担当する現地スタッフ及びコース受講生管理の担当スタッフは、センターでの

OJT 研修に加えて本邦での実地研修を通して技術移転が進んでおり、コース運営能力は向上しつ

つあり、運営に必要な知識も蓄積されつつある。 

 

（３）財政面での自立発展性 

センターの歳入は、歳出全体をカバーするまでには至っていない。事業歳入は主にコー

ス受講料であり、またセンター会員費や図書、ビデオ、インターネットサービス利用も含

まれる。ビジネスコース実施に関しては、日本人専門家/講師やコースディレクターにかか

る費用を除いても、センターでの歳入・歳出を概観すると 5～20％程度の費用回収率である。

例えば、KJC のビジネスコース運営実施における費用回収率をみても、a)ターゲットとして

中小企業を選択、b)ODA 支援に値する事業としての配慮、c)外国人専門家の割合が高い、と

いう要因から、その回収率は低くとどまっている。 

センターの財政状況全般(運営の透明性、事業の収益性)については、本プロジェクトの

本格始動後３年間のオペレーションでもあり、現時点での判断は難しいが、2002～2004 年

の 3年間の歳入の歳出に対する割合は平均して 12.8％であり（第 3章 3-2 投入の成果・事

業実績のセンター収支表を参照）、この数字は他の機関と比べて、遜色がないものである。

「カ」国で事業を展開している機関へのインタビュー結果によると、文化・広報活動が主

体の機関ではあるが、ドイツの「ゲーテ・インスティテュート」で歳入は全歳出の 4分の 1、

英国の「ブリティッシュ・カウンセル」では歳入は全歳出の 1 割に満たないとのことであ

った。 

しかしながら、将来、ビジネスコースにおける費用回収率について考察してみると、徐々

に改善される見込みはある。ビジネス研修市場を分析してみると、センターにおける受講

料は民間企業市場の受講料から見ても相当廉価であることから、現行の 20 倍（中小企業を

対象とした研修でも現行の 1.5～2 倍）にまで引き上げることは可能である。このように受

講料収入による費用回収率を倍増し、また政府の補助金や民間企業からの活動賛助金を得

るなどの交渉を KJC が行っていくことは、財務面でより円滑なセンター運営が図られるこ

とに繋がる可能性がある。費用回収への取り組みと ODA プロジェクトとしての目標とのバ

ランスをいかに取っていくかについては、既に述べたような費用回収率に影響を与える 3

大要因を踏まえ、事業の質の低下や人材の流出を招かないよう慎重な対応を取りつつ判断

していく必要がある。 

4-6 目標達成の促進要因 
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プロジェクト活動のうち、共通している成功要因は次の通り。 

a) カザフ経済大と日本側が同じコンセプトや目的を共有できたこと。 

b) 実務経験/高い資質を持った優秀な講師陣を確保できたこと。 

c) ビジネス感覚/経験豊富なマネージャー（専門家を含む）の配置。 

d) 日本ブランドが希少価値であること。6 

e) 伝統ある有名校としてのカザフ経済大の評判。 

さらに、ビジネスコースにおける成功要因を抽出すると次の通り。 

a) 競争分析、ニーズ調査、さらには協力機関や顧客からの意見などを反映し、常に受

講者のニーズや顧客情報を把握し、かつ更新したこと。 

b) 常に変化する受講生の要望あるいは政策・方針に対する迅速な対応。 

c) 熱心な受講生に対する継続性のあるサービスの提供（例：アドバンスコースや専門

コース、〈出前講座による〉企業診断、本邦研修・スタディツアー）。 

d) ビジネス団体や幾つかの顧客企業による支援。 

 

4-7 目標達成の阻害要因 

  本プロジェクトは、開始当初から KJC 運営について日本側の永続的な投入を想定して

いる側面があり、かつ KJC がカザフスタンに存在すること自体が両国の友好の推進に意

義が有るという観点から、プロジェクトを運営すること自体が目的化した傾向がある。

また、達成度を測る定量的な指標が未設定のままプロジェクト運営がなされたため、目

指す成果に対して適切なモニタリングが行われてきたとは言い難く、結果として PDM に

沿ったプロジェクト運営が徹底されず、KJC スタッフやカウンターパートの能力向上を重

視しないという点につながった。このことが、本プロジェクト成果の一部の達成を阻害

した。 

  また、日本センターは事業実施および広報活動の強化の結果、徐々に認知されてきて

いるものの、センターの場所が市の中心から離れていることも事業参加への制約になっ

ているとの指摘が関係者よりあがっている。 

結論として、日本人専門家の適切な指導監督のもと、近い将来、センターの現地職員

が KJC 運営能力を向上していくことは可能と言える。その一方で、長期的に見て財政面

での自立発展性は挑戦的な課題である。授業料の上昇やセンター活動を支援する補助金、

賛助金をいかに確保していくかという戦略的な構想は、将来の組織運営のあり方ととも

に議論される必要がある。 

                                                  
6日本へのイメージとして、カ国の場合、第 2 次世界大戦後の日本人捕虜により建設された

諸施設の耐久性、自動車を始め優れた工業製品によって、日本人の勤勉性、あるいは日本

という国に対する信頼性や肯定的なイメージがあることがしばしばインタビューの結果か

らも伺われた。 
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第5章 ビジネスコースにかかる評価 

 

5-1 調査内容と調査手法 

（１） 調査内容 

 ビジネスコースの調査内容は次のように整理できる。 

 ビジネスコース分野における評価5項目（阻害・貢献要因を含む）に関するデータ収

集及び分析 

 日本センターの優位性及び特色を洗い出すために、他ドナー、大学、民間ビジネス

スクール等が実施しているビジネスコースへのヒアリングを行う（競争分析） 

 日本センタービジネスコースに対する現地ニーズや期待等を把握する（需要分析） 

 第2フェーズにおける日本センターのビジネスコース案を作成し、その内容について

関係者と協議・検討する（戦略計画・行動計画） 

 （アスタナ及び）地方展開等の方向性も検討する（対象受益者の再検討） 

 

本評価では、これまで実施されてきたビジネスコースの評価結果をとりまとめるととも

に、その結果に基づいた今後のビジネスコース分野での活動の方向性（案）の提言を行っ

た（下図参照）。 

 

図表1-1 終了時評価におけるビジネスコース評価と提言の関係 

 評価結果 

フェーズ２に

おけるビジネ

スコース計画

評価 5項目の分析 

競争分析 

需要分析 

当該国日本

センターのビ

ジネス支援サ
日本センター戦略会議方針 

市場でのテストと修正 

（フィードバック）

 

 

左側の網掛け文字のボックスが今回調査で行う分析、右側の背景色の入ったボックスが

今回調査で求められるアウトプットである。なお、前述の担当業務のうち、「対象受益者

の再検討」は評価５項目の検討に含まれる。前掲図において、次頁の点が重要である。 

 

 「競争分析」と「需要分析」は、戦略のみならず評価結果にも影響を与えること。 
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 次フェーズでのビジネスコース計画（案）を出すためには、本来当該国日本センター

の戦略のフィルターを通す必要があること。 

 日本センター戦略会議での議論・提言を踏まえつつ、国別の事情にあった戦略を考え

ること。 

 ビジネスコース及び戦略は、今回のような定期的評価から提言されるのはおよその方

向性の確認であり、日本センターマネジメントによる市場でのテストを通じた恒常的

修正・改善が鍵であること。 

 

なお、前述最後の点に加え今回調査のアウトプットとしての「第 2 フェーズにおける日

本センターのビジネスコース案」については、KJC マネジメントの詳細な行動計画立案の際

の参考となるような、戦略的観点からの提言を行う。すなわち、前掲図の中で、「フェーズ

２におけるビジネスコース計画」よりも、「当該国日本センターのビジネス支援サービス戦

略」に重点を置いて提言する。 

 

（２） 調査手法と限界 

本調査では、まず、既存のプロジェクト関連資料、他ドナーのカザフスタンでの同分野・

類似プロジェクトに関する文書、関連する政策にかかる研究者や他ドナーの報告書などの

二次資料をもとに、現地調査の前に５項目評価の予備的分析を行った。アルマティとアス

タナにおける計１週間の現地調査7では、ステークホルダーに対する面談調査を行い、予備

的分析を検証・修正するとともに、阻害要因・貢献要因の検討、需要・競争分析を行った。

また、コース実績や費用回収率の分析のための会計資料については、最新データの取り纏

めにおいて KJC ビジネスコース専門家と調整員の協力を得た。 

本調査が、いくつかのデータおよび方法論上の限界も包含していることは、留意する必

要がある。第一に、本調査は国内作業 10 日、現地での実質調査期間一週間で収集した情報

に基づくものであり、可能な限り広範囲に効率的情報収集を行ったが、時間的制約のため

に、面談調査で得られた情報に関する二次資料での確認などには、限界があった。 

第二に、PDM（Project Development Matrix）における上位目標・プロジェクト目標の設

定レベルが高すぎ、また曖昧であるために、そのままでは評価に適さないことである。 

第三に、PDM においてインパクト指標が明確に設定されておらず、ベースライン調査も行

われていない。さらに今回調査においても介入前後あるいはコントロール・グループを用

いた統計的有意性を求める類のインパクト評価は想定されていない。この点は、インパク

ト発現のロジックモデルにおける最終インパクト（例えば受講者の企業のパフォーマンス

の向上）に関する近似値を、いくつかの事例において確認するに留まっている。 

第四に、企業の需要分析については、プロジェクトによる既存の需要分析が過去の受講

                                                  
7 二週間の現地滞在期間のうち、半分は評価結果と第２フェーズ基本方針に関するミニッツの作

成・討議・修正に費やされた。 
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生を対象とするものであり、「カ」国における一般的ビジネス研修・コンサルティングに対

するその他の資料が入手できず、限られたリソース・パーソンとの面談を通じて得られた

情報と過去の報告書からの断片的情報に基づいた、予備的なものである。 

第五に、ビジネス研修、コンサルティング・サービス市場の競争分析も、過去の報告書

からの断片的情報を、限られたリソース・パーソンとの面談を通じて得られた情報で拡大・

修正したものであり、戦略策定の参考にはなるが精緻なものではない。需要・競争分析の

結果は、必ずしも多大な費用と時間をかけて精緻に行う必要はないが、1.1 の図に記したよ

うに、その結果は、実際のビジネスコース運営において、市場との相互作用を通じて継続

的に確認・修正されていくべきものである。 

 

5-2 ビジネスコースの実績 

（１） インプット 

 

実施済みコース年度別・講師数 

（2005 年 4 月 4日現在延べ人数8） 

実施会計年度 日本人講師数計 現地講師数計 

2002 年度 16 25 

2003 年度 18 69 

2004 年度 17 53 

  総計 51 147 

 

 上図の通り、2005 年 4 月 4 日現在、ビジネスコースには 2 代に渡る長期専門家（ビジネ

スコース・マネージャー）を含む延べ 51 人の日本人講師と、述べ 147 人の「カ」国人講師

（JICA 現地業務費より謝金を支払い）が投入されている。その他にも、プロジェクト開始

時に教室などの改装費とコンピューターなどの機材、運営期間全体に渡ってビジネスコー

スの調査役（兼所長付顧問）プログラムオフィサー2名が雇用され、その他広告・宣伝費や

出張費など、ビジネスコース運営にかかる運営費も含めると、2004 年度末までに総額 684

万テンゲ（約 5万ドル）が現地業務費から支出されている。なお、KJC 共通の総務関連（会

計士、運転手、清掃夫9）を除き、C/P 側のビジネスコースに対する負担は、建物の１フロ

アーの無償提供のみである10。 

                                                  
8 コース毎に講師数を数えているので、同一講師が異なるコースを担当している場合、重複して講

師数にカウントされている。ビジネスコース・マネージャーとして赴任している長期専門家の場合も、

講義を行った場合カウントされている。 
9 会計士、運転手、清掃夫については、C/P であるカザフ経済大学が雇用しているものに対し、他

の KJC 職員給与水準を考慮して現地業務費から補填が行われている。 
10 C/Pの副学長が定期的にKJCマネジメントと会合を持っているが、これはプロジェクトに対するイ

ンプットとはみなさない。 
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（２）アウトプット 

ビジネスコースのアウトプットに関しては第 3 章、3-2 投入の成果・事業実績 (2)成

果 2（実践的なビジネスコースが継続的に実施される）を参照。 

 

 

5-3 評価５項目の観点からの評価 

（１） 妥当性 

KJC のプロジェクト目標は、「KJC がカザフスタンの市場経済化に資する人材の育成にお

いて重要な役割を果たす」、その上位目標は「カザフスタンの市場経済化が進展する」であ

る11。後者については目標が高く抽象的で、指標も示されておらず、外部条件としても政治

的安定が上げられているのみで、プロジェクト目標との因果関係が明確でない（実際、設

問２に見るように、因果関係は逆だとも考えられる）。また、もともと効果を計りにくい表

現のプロジェクト目標を、PDM 通り受講申込者の数、受講者による評価、実業界での評判な

どの指標から検証するのも不十分である。これは、アウトプットのレベルでビジネスコー

ス、日本語コース、相互理解の三部門と運営面と４つに分かれていたものを、プロジェク

ト目標レベルで２つにまとめようとしたこと、またセンター自体を対象に目標を立てたこ

とから、無理が生じたと考えられる。このため、ビジネスコースに関する評価としては本

評価では、「市場経済システムに対応する優れた経営管理知識・技能を備えた人材の育成」

の観点から評価・分析を行った。 

 

設問１：「プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか」 

市場経済の制度整備が進んだ「カ」国では、ビジネス研修・コンサルティングのニーズ

が高く、プロジェクト（ビジネスコース）の目標は、市場経済という新しいルールで企業

を存続・発展させなければならない、（中小）企業経営者・管理職のニーズに合致していた。

但し、４.需要分析に見るように、ビジネス研修、コンサルティング・サービスのニーズを

細かく見ていくと、テーマ・企業規模・時期などによりニーズが変わってくるので、注意

が必要である。また、設問３に見るように、カ国の政策面でのニーズともおおよそ合致し

ていた。 

 

“In Kazakhstan, economy is completely free except for strategic national 

companies.  Even telecom market is very competitive; huge private operators are 

pushing Kazakh telecom that holds 50% market share.  Government is not a 

                                                  
11 プロジェクト目標、上位目標それぞれ、相互理解にかかるもう一つの目標があるが、ここでは検

討しない。 
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bottleneck for private sector development.・・・（中略）・・・Market economy system 

is being established.  Financial sector is developed with strong banks.  Stock 

market is not yet [developed] because only big companies floated shares.  Pension 

system is more advanced than Russia.” （本調査でのビジネススクールとの面談

記録より） 

 

設問２：「問題や課題の解決策として適切か」 

 

KJC に限らず、日本センターの「ビジネスコース」事業は「市場経済化を進めるための課

題」に対する直接的解決策ではないが、市場経済化が進む中で発生してくる、民間人材育

成の課題に対する解決策として考えることができる。すなわち、市場経済という新しい競

争のルールの下で、企業経営・管理を行っていくためのノウハウが不足するというのが、

移行経済国におけるシナリオであるが、この課題に対して、「ビジネスコース」事業は適切

な解決策であるということができる。 

他方、当初より議論されていた、市場経済の制度を立案・運用する公的部門の人材育成

については、民間人材を対象とするビジネスコースとは性格の異なるものであり、これを

本格的に実施しようとするならば別プロジェクトによる対応が必要となろう。公務員研修

需要の多いとされる首都アスタナで、これまで試験的に政策セミナーやプロジェクト管理

などの研修が実施されてきたが、アスタナ商工会議所会頭兼全国商工会議所副会頭からも、

民間人と公務員は明確に分けて研修を行うべきとのコメントもあった。よって、本プロジ

ェクトの範囲での公的分門の人材育成に関しては、特定テーマにおける日本の政策紹介な

ど、限定的な役割にとどまるものと考えられる。正に現在、カ国を含む中央アジア 4 カ国

を対象に行われている、ビジネス環境に関するプロジェクト形成調査が、公的部門のキャ

パシティー・ビルディングに対応するプロジェクトを準備することになろう。 

 

設問３：「相手国と日本側の政策12との整合性はあるか」 

 

市場経済システムに対応する人材育成という日本センターの目的に係るカ国と日本側の

政策の整合性は、二国間政策協議などを通じて概ね担保されてきた。2001 年以降石油部門

を含む鉱工業部門の高度成長により、カ国の政策ニーズも次の段階へと進んでおり、日本

側は政策レベルとプロジェクト・レベル（KJC）双方において、整合性を一層高めることが

求められる。 

カ国と日本側は、1996 年から 2002 年の間に３回の２国間政策協議を実施し、カ国側の優

先政策と日本側の ODA 政策をすり合わせてきた。これらを通じ、一貫して重点分野とされ

                                                  
12 政策の整合性についての議論は、平成 16 年度外務省第三者評価「ウズベキスタン・カザフスタ

ン」の分析を下敷きに、今回調査からの観点を付け加えた。 
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てきたのが、①市場経済に基づく制度整備・人材育成、②経済・社会インフラ整備、③体

制以降や環境問題から生じる社会的困難の緩和であり、KJC プロジェクト（ビジネスコース）

は①の中の「市場経済に基づく人材育成」に合致する。制度整備の側への日本センターの

関与が限定的であることは、設問２への回答で述べたとおり。 

この間の、カ国側の国家開発計画は、1997 年に策定された長期的フレームワークである

「2030年のカザフスタン」、その予備的段階を示した1998－2000年の中期政策プログラム、

「2030 年のカザフスタン」のうち 2001 年から 2010 年までに達成すべき目標を示した「2010

年の発展計画」、そして 2003 年に策定され現在も「2030 年のカザフスタン」と並ぶ重要政

策とされている「産業革新プログラム（2003－2015）」である。他方、日本側の上位政策は

（旧）ODA 大綱、シルクロード地域外交、（旧）ODA 中期政策である。この中で、（旧）ODA

大綱、（旧）ODA 中期政策は共に、民主化・市場経済化のための人材育成と制度作りへの支

援を謳っている。シルクロード地域外交は、「繁栄に協力するための経済協力や資源開発協

力」という大枠の中で、市場経済化推進のための支援を挙げている。 

「①市場経済に基づく制度整備・人材育成」への関連で見ると、日本側の政策がほぼ一

貫してこれを掲げているのに比べ、カ国側の政策では、当初は政府の機構改革（すなわち

制度整備の側）に重点を置き、しかも他の目標との関係で特に重視されていたわけではな

いが、「2010 年の発展計画」、「産業革新プログラム」と進む中で、産業人材の育成の重要度

が高まっている。現在もカ国は「産業革新プログラム」を重視しており、そこで目指され

ている「製造業の育成を通じた経済の多角化による資源偏重からの脱却」に対し、KJC を通

じた人材育成も対応が求められる。 

実際、石油ブームに乗り 2001 年以降急成長を遂げたカ国は、一人当たり GDP が２０００

年に 1,200 ドル程度だったのがすでに 3,000 ドル目前で、世銀の推計では２００７年に

4,000 ドルを超えると目されている。早くもカ国政府は、ロシアとウクライナをライバルか

つ共栄圏と設定し、キルギスにも投資を行うなど、移行経済国としては次の段階に入って

いる。もはや、「市場経済化支援」という言葉で、他の中央アジア諸国とひとくくりにする

のは、カ国側の感覚から言っても無理がある。日本側の政策としても、高度成長により変

化の早いカ国の政策ニーズに対し、ODA でできる範囲（設問⑤）と日本としての外交・経済

戦略を睨みつつ、迅速・的確に対応することが求められる。 

より具体的には、中小企業分野およびそれに関連するセクターでよりきめ細かに政策ニ

ーズに対応する必要がある。カ国の関連セクター政策とは、例えば産業開発、技術革新、

環境保護、地域開発、高等教育である。 

なお、こうした政策レベルでの整合性とは別に、KJC プロジェクト・レベルでも、上位政

策を意識した取り組みが求められている。ISO 環境認証のように結果として政策に合致して

いる部分もあるが、ビジネスコース・マネージャーが市場ニーズをにらみながら行ってい

ることで、カ国側政策の検証・対応ではない。今後もアスタナの政府と良好なコミュニケ

ーションを維持しながら、よりカ国の政策課題に貢献するような調整が行われることが望
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ましい。 

 

設問４：「プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か」 

 

ビジネスコースのようなプロジェクト・コンポーネントに関しては、数多くの戦略上の

判断が求められる。以下、(1)全体戦略、(2)大学教育との棲み分けと学位、(3)TOT による

教育・研修人材育成、(4)C/P の選択、(5)中小企業を対象としたこと、(6)アルマティを活

動地域にしたこと、(7)理論ではなく実用性を重視したこと、(8)｢日本の経験｣を前面に打

ち出したこと、(9)日本人とカ国人講師の割合を約半分ずつにし、常駐の日本人ビジネスコ

ース・マネージャーを置いたこと、(10)フィーレベルを低廉にしたこと、(11)8 週間・2週

間・１週間の夜間コースを核に据えたこと、の順に述べる。 

 

(1) 全体戦略 

設問２の解答（「市場経済化が進む中で発生してくる、民間人材育成の課題に対する解決

策として、KJC のビジネスコース事業は適切である」）を受けての次の問いは、大学などの

高等教育機関や社会人（特に企業経営・管理者およびその予備軍）に対する研修やコンサ

ルティング・サービスは、「民間人材の経営ノウハウ不足」という課題に対する有効な解決

策となっていないのかということである。事前調査の段階では、カ国の大学における経営

学教育は、著名なビジネススクールは若干存在するものの、一般的にソ連式の理論重視で

あり、実学的ではないとされていた。この状況は、現在も変わっていない。一方、社会人

（企業経営・管理者およびその予備軍）に対する研修やコンサルティング・サービスは、

実のところプロジェクト開始以前からドナーや民間企業によって財務分野を軸に手広く行

われており、KJC は供給の少なかった財務管理以外のニーズに対応したと評価できる。（詳

細は、「４．競争分析」を参照。） 

高等教育及び社会人に対する、ビジネス研修やコンサルティング・サービスのこうした

現状を踏まえると、「民間人材の経営ノウハウ不足」という課題に対するアプローチとして

は、①国の教育システム改革を通じた実務的問題解決能力の育成、②既存のビジネス研修・

コンサルティング機関の強化、③既存の機関を利用しないＴＯＴ（training of trainers）、

④既存の機関を利用しない直接サービス提供、の４つの選択肢がある（これらは相互排他

的ではなく、同時に実施しうる）。ＫＪＣは大学を C/P としてはいるが、場所の提供は受け

ていても大学の教育の仕組みを使わず、独自のカリキュラム持ち、C/P 大学の教員にあまり

依存せずにコースを実施しているので、基本的に④、すなわち「既存の機関を利用しない

直接サービス提供」であり、課題に対する一つの適切なアプローチであると言える13。なお、

                                                  
13 実際の運営に当たっては④以外の部分もかいま見られるが、設問への答えとしては現状では主

として④と考えられる。第二フェーズからは、明示的にそれ以外の解決策との比較検討を行うのも

有益であろう。 
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①は対応するとすれば別個の教育改革支援プログラムであり、②・③は日本センターの射

程範囲にも入ってくる。 

 上記を踏まえ、ＯＤＡとしての性格も鑑みると（設問 5を参照）、基本的に日本センター

のビジネスコースの取るべき戦略オプションは、Ａ．ビジネスコース市場が未成熟な段階

でのモデル提示・市場円滑化、Ｂ．ＴＯＴ（training of trainers）による教育・研修人

材育成、Ｃ．他と競合しないニッチ戦略（例えば日本独自の経験の伝達）の３つに大別さ

れる。ちなみに、戦略とは競争相手があっての話であるので、インプットとして日本人講

師を現地講師との組み合わせで投入し、アウトプットとしてどれだけの数の講座が実施さ

れ何人が受講したという「閉じた話」ではなく、大学、民間研修機関・講師・コンサルタ

ント、他ドナーの類似プロジェクトなどを含む「ビジネス研修市場」との関係性が、ここ

での戦略オプションである。また、ODA 事業であるので、相手に勝てばよいという民間企業

の戦略ではなく、「ビジネス研修市場」全体の発展を通じた効果の発現を想定している。し

たがって、単に他の類似機関・事業と競合しなければ良いというものではない点に注意が

必要である。 

KJC の場合、中小企業を対象とする以外に戦略的選択が明示的になされたわけではないが、

KJC のビジネスコースが行ってきたことを戦略的に解釈すると、事実上「Ａ．ビジネスコー

ス市場が未成熟な段階でのモデル提示・市場円滑化」に近い路線であったと言える。 

振り返ってみると、この方向性はおおむね適切であった。プロジェクト開始以前には、

他ドナーの支援は圧倒的に財務管理に集中しており、少数の著名なビジネススクールを除

いて欧米的実学志向の経営学教育が提供されていなかったため、ビジネス教育・研修市場

は未成熟であった。そこで経営学全般にかかる科目を提供した KJC は、著名なビジネスス

クールという限られた機会に学歴上あるいは財務的・時間的制約からアクセスできない多

くの人々に対し、財務管理という特定分野を超えた経営学全般に関する社会人教育の代替

モデルを提示し、カ国のビジネス研修の拡大にひとつの契機となったと評価することがで

きる。 

 

(2) 大学教育との棲み分けと学位 

  次に、大学教育と KJC プロジェクトとの関係を考える。上述のとおり、事前調査の段

階から、カ国の大学における経営学教育は、一般的にソ連式の理論重視であり、実学的で

はないとされてきたが、著名なビジネススクールは少数ながら存在する。また、新たなビ

ジネススクールの参入がここ数年で始まった。したがって、「Ａ．ビジネスコース市場が未

成熟な段階でのモデル提示・市場円滑化」というオプションはない。すなわち、他のいく

つかの日本センターで検討されている、MBA という学位の授与を目指したビジネススクール

化は、KJC の場合は当てはまらない。実際に KJC マネジメントはそうした方向を目指してお

らず、それは適切な判断であると言える。 

なお、学位ではなく certificate を出すことの是非だが、カザフスタンにおいて
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certificate の意味が無いわけではなく、その価値は発行元次第であるようである。トッ

プ・ビジネススクールの研修センター（ＴＣ）の出す certificate は、何も持っていない

場合に比べて常に市場でより高く評価されるというのは、ビジネススクール側の発言であ

ることを割り引いても、実際そうであろうと推察される。海外のビジネススクールと提携

した MBA プログラム本体が、非常に実学的で高い評価を得ているからである。また、同じ

トップ・ビジネススクールの学長は、いかにカ国で定評ある機関の certificate が重要か

の証左として、カザフ経済大学で1997年にAOTSの行ったTQMの1週間コースのcertificate 

を同学長が大切に保管していることを見せてくれたほどである。AOTS 以上に期間の長い KJC

のビジネスコースの場合であれば、なおさら重要度は高いと考えられる。 

 

(3) TOT による教育・研修人材育成 

より検討を要するのは、「Ｂ．ＴＯＴによる教育・研修人材育成」である。KJC では、現

在のコース・マネージャーに代わってから、主に経営学系の大学を対象として「マスター

クラス」を始めた。これは、日本人講師の昼間の空き時間に、外部機関で半日から 3 日間

の講義をしてもらうもので、C/P であるカザフ経済大学を含む 6つの大学と、商工会議所や

政府機関に対し実施されている。目的としては TOT を意識したものではなかったが、「３．

４インパクト」に見るように TOT としての効果を挙げている。カザフスタンの大学の現状

を考えると、TOT の需要は高いので、「マスタークラス」の導入は戦略上評価できる。 

 

(4) C/P の選択 

このような戦略的観点から、C/P であるカザフ経済大学を考えてみる。カザフ経済大は伝

統ある有名校で経済学では定評があるが、MBA 教育市場への参入は直近の話のようである

（KJC には知らされていなかったが、ライバル校は知っていた）。それ以前は、経営学教育

としては伝統的理論重視の修士号（マギストラドーラ）コースしかなく、実学的ＭＢＡを

授与するビジネススクールの御三家（KIMEP、IAB、UIB）とは水をあけられていた。カザフ

経済大学の新しい MBA プログラム自体も、特定の銀行から送り込まれる従業員を対象とし

たコーポレート MBA であり、一般に開かれた大学院ではない点は、伝統的修士号の理論偏

重とあいまって、｢マスタークラス｣を通じたカザフ経済大への TOT の効果と公共性を制約

している。また、英語を話す経営陣を持つ御三家や他の新興ビジネススクールが、積極的

に欧米露のビジネススクールと提携を拡大し続けているのに対し、カザフ経済大は経営陣

も戦略面でも差をあけられているがあるのは否めない。なお、トップ・ビジネススクール

のパートナーは、紐帯の強弱はあるが、必ずしも特定国・海外の特定大学には限られない

ようである。EU の TACIS の支援後に米国との紐帯を強めた KIMEP にしても、事前調査時に

日本センター誘致に強い関心を示していた。 

そもそもカ国の大学にとって、日本センターを抱える意味は何かというと、学生を集め

るための宣伝効果が大きいということが挙げられる。マスタークラスを数回提供されたあ
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る大学は、日本人講師に名誉博士号を出したり、終了時評価ミッションの面談調査の機会

を利用し、学生を教室に集めて記念品贈呈式を行ったりして、それをテレビやパンフレッ

トで広めることで、自校の宣伝に最大限利用している。このように KJC が C/P ではない大

学の宣伝に使われるケースは KJC のイメージ戦略上望ましいことではないが、私立大学が

如何に学生集めに懸命かの証左である。今回訪問した 3つの提携校は、KJC がカザフ経済大

学の一部なのだろうかという点に懸念を抱きつつも、全て KJC とのより緊密な連携を望ん

でいる。 

 

“I am glad that KJC is open to other universities and we appreciate our good 

relationship.  We promote our faculty and each other.” （本調査での某ビジネ

ススクールとの面談記録より） 

 

こうした関心には、KJC のこれまでの成果に加えて、近年の大学民営化も影響していると

考えられる。民営化の結果、約 160 ある大学のうち、国立大学は 23 校に減少した。カザフ

経済大学のように民営化された大学は、国立時代に受給していた補助金を失い、厳しい経

営環境に直面し、２００４年も一、二の大学が閉鎖に追い込まれているという。生き残り

を目指す私立大学にとって、海外機関と提携するのは、学生を集めるために有効な手段の

一つである。これは C/P であるカザフ経済大学にとっても同様で、建物の 1フロアーを KJC

に無償で提供しているのも、大学のイメージが上がり学生集めに役立つという側面が大き

い。なお、無償により改装された教室と機材が欲しいだけという意見もあるが、決して立

派な教室でもなく、型落ちのパソコンとソフトウェアにそれほどの魅力があるとも思えず、

日本の人的支援が無くなった場合にカザフ経済大学が失う評判の方がはるかに大きいだろ

う。 

以上を踏まえると、カザフ経済大学を C/P としたことは、KJC の存立基盤の提供という観

点からは悪い選択ではなかったが、他のトップ・ビジネススクールとの提携により、同じ

投入でより大きな効果が上げられたかもしれない可能性は否定できない。ただし、プロジ

ェクト計画時には、KJC ビジネスコース自体を「実践的ミニ MBA」として構想していた経緯

もあり、トップ・ビジネススクールとは競合しないようにという配慮はあっても、カザフ

経済大が民営化される前の状況で、トップ・ビジネススクールを政府間プロジェクトのパ

ートナーと想定することは難しかったかもしれない。 

また、経営学分野での TOT ニーズを考えると、C/P に限らず広くカ国の経営学教育の向上

に寄与することが大事であり、カザフ経済大学にあまり依存せずに KJC を運営しているこ

と、そしてマスタークラスを外部に広く提供し始めたことは重要である。この点は、民営

化によって私立大学となったカザフ経済大学がなぜ C/P かという問いに対しても、同大学

のみならず広くカ国の経営学教育および実践的ビジネス研修に寄与するという立場を、フ

ェーズ 2を通じて明確にしていく必要があろう。 
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なお、ウズベキスタンのような先方政府と JICA による特殊 NPO 法人設立という選択肢は、

C/P にどの大学を選ぶかという上記のような問題を避け、特定大学以外に TOT を提供してい

く上では有利であるが、同時に法規制の恣意的変更・解釈が頻繁に行われる中央アジア諸

国においては、存続の基盤は政権の意思次第であり、政権の意思が反転した場合にはプロ

ジェクト・ベースよりも脆弱な面があることも否めない。しかしながら、カ国の場合でも、

KJC が｢日本の顔｣として末永く存在するということになれば、大学外に施設を移し独立性を

高め、幅広い機関と対等に協力することは、選択肢として検討に値する。 

 

(5) 中小企業を対象としたこと 

中小企業を主たる対象としたことは、事前評価の時点からカ国側と話し合って合意した

ことであり、アルマティでの中小企業のニーズを考えると適切であったといえる。その後

カ国経済が急成長し、政府の戦略もビジネス環境も企業のニーズも急速に変化する中、中

小企業支援はますます重要な課題として認識されている。資源依存型経済からの多角化を

目指す中、2005 年 2 月の施政方針演説でナザルバエフ大統領は、先進諸国の中小企業政策

を念頭に、「中小企業発展のための基本的な新しい理念を打ち立てなければならない」と述

べ、これに併せて小企業活動発展基金の拡充、銀行融資・保健に対する政府保証などの支

援策が打ち出されている。 

 

(6) アルマティを活動地域にしたこと 

KJC の最初の活動地域としては、当初カ国大統領から建設途上の新首都アスタナを示唆さ

れたにもかかわらず、旧首都のアルマティが選ばれた。他ドナーもほとんど代表事務所を

アスタナに移していない時点で、この選択自体がカ国政府にとって大きな問題となったと

は思われない。実際、人口および産業基盤の点から、アルマティ以外に KJC のような拠点

型の訓練プロジェクトの立地先を求めるのは困難であった。この点、今回調査の面談先か

らも異論が無い。 

こうした状況は、現在でも変わっていない。ただし、カ国経済がテイクオフし一人当た

り GDP が 3,000 ドルを超えようとしている現在、他ドナーが支援の重点をアルマティから

地方に移し、同時にカ国単独への支援から中央アジア地域プログラムへの移行を進めてい

る点は、フェーズ 2を計画する上で参考とすべきであろう。 

 

(7) 理論ではなく実用性を重視したこと 

中小企業を主たるターゲットとし、理論ではなく実用性を重視したことは、ビジネスス

クールとの棲み分けもある中、カ国において妥当であったと言える。なお、中間評価など

で｢問題解決型｣の知識への需要が重視されているが、今回調査で確認できたのは、むしろ

戦略計画、品質管理、人材管理などの経営現場におけるシステマティックな適用である。

また、講師・受講生の KJC ビジネスコースの実用度の評価も、｢理論が多いが現場で適用で
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きる｣とあり、現場で活用できるという点においては、講師・受講生は意図を理解していた

と言える。 

 

(8) ｢日本の経験｣を前面に打ち出したこと 

事前調査資料によると、KJC プロジェクトにおける｢日本の経験｣重視は、日本センターコ

ンセプトとして日本側が掲げたのみならず、ビジネスコースの独立採算制を意識したカザ

フ経済大学（当時経営アカデミー）の前学長も、日本的経営をコースの品質維持とともに

強調していた。それは、他のトップ・ビジネススクールが欧米露のビジネススクールと提

携を進めていることに対抗する意味もあったものと思われる。こうして日本の経験を前面

に打ち出したことは、主にブランド戦略の面から妥当であったと考えられる。 

現在のカザフスタンにおいて、外交における優先国として露・中・米・欧の後塵を拝し、

経済においても韓国の存在感にかなわないとはいっても、日本の経済・ビジネスは敬意と

関心を持って見られており、日本の経験を掲げる KJC のビジネスコースは、日系企業の進

出が少ないこととも相まって、希少な日本ブランドとなっている。過去数年の高度成長を

通じ、こうした関心は変わっておらず、むしろ日本の中小企業政策やハイテクに対する関

心は高まっているように見える。2005 年 2 月の大統領施政方針演説では、重点分野の 2 番

目に挙げられた中小企業に関して、中小企業が 9 割を超える国の例として、真っ先に日本

が挙げられ、ドイツ、ベルギー、イタリアがそれに続いている。昨年来カ国政府からは、

中小企業政策面での支援の関心が何度か表明されているが、今回調査では、民間の起業家

協会から、官僚主義を改め中小企業に見合った税制を導入する必要性などにおいて、日本

の経験を学べるよう、政府を支援または共同での研究を行って欲しいとの要望があった。 

なお、実際面においては、中小企業の経営者・管理職を中心とする受講生は、KJC に来る

以前に、大学や他ドナーのプロジェクトなどで多少なりとも経営学の理論に触れており、

特に｢日本的経営｣に傾倒するというよりも、経営の現場で使える考えとツールを求めてお

り、その限りで５Ｓやカイゼン、TQM など、日本経営発の教科は評価されているが、それは

戦略経営や財務管理がツールとして評価されるのと同じ視点からである。 

 

(9) 日本人とカ国人講師の割合を約半分ずつにし、常駐の日本人ビジネスコース・マネー

ジャーを置いたこと 

 

KJC では、現地講師リソースが十分あるとされている、会計・財務管理とマーケティング

を除き、大半の科目を日本人とカ国人講師の組み合わせで実施している。これは、KJC のブ

ランド戦略の面、日本人講師が理論と日本の経験、カ国人講師がカ国の状況に合わせた講

義という役割分担の面、それぞれにおいて妥当である。また、カ国の現状に合わせ、各種

のビジネスコースを実施・適合させていく初期段階において、常駐の日本人ビジネスコー

スマネージャー(長期専門家)の存在は重要であったと考えられる。 



 37

ウズベキスタン日本センター（UJC）と比較すると、日本人長期専門家と短期専門家がほ

ぼ固定した現地講師と約半分ずつ講座を担当する 5ヶ月コースが中心の UJC に対し、KJC は

受講生と政府の高まる要求に対し、1－3週間のコースで次々と対応してきた。2005 年 2 月

末現在で 42 人の短期専門家をビジネスコースに送り込んでおり、変化するニーズに迅速に

対応してきた現在の長期専門家の企画・実施能力は評価できる14。しかし、現地張り付きの

顧問が何をすべきかの戦略方針があいまいで、予算上サポーティング・スタッフを二人し

かつけられない状況で、自らも講義を持つプレイング・マネージャーが必要以上に手続き

業務に忙殺された感は否めない。 

 

(10) フィーレベルを低廉にしたこと 

現行のフィーレベルは安価に過ぎると考えられる。カ国のビジネス研修市場では、2週間

の夜間コースで＄75 という KJC ビジネスコースのフィーレベルは、名目的・象徴的なもの

と捉えられている。それは民間の競合滝間との比較だけではなく、関連するドナープロジ

ェクトの中でも、もっとも低廉であるようだ（競争分析を参照）。 

ビジネス関連のトレーニング・プロジェクトにおいては、参加料を徴収することは、受

講生のモチベーションを高め、より真剣な受講生を選抜するスクリーニングの役割を果た

すことが知られている。また、市場においては、金額レベルは品質と相関すると捉えられ

るので、品質に比べて金額が低廉すぎる場合には、品質のイメージが誤解されるか、お買

い得サービスとして応募者が増えるかの事態となることが考えられる。KJC の場合には、明

らかに評判を下げた講師が若干いたために、一時は名誉回復と受講生集めに苦労している

が、同じ企業から何名も幹部を送り込んでくる事例が多いことは、講義の有用性とともに

この｢お買い得感｣も貢献しているものと推察される。しかし、一旦有用性が認識されれば、

テーマ・品質・料金・期間において直接の競合相手がない限り、料金を引き上げても顧客

はついてくるはずである。そうした料金引き上げは、市場経済においては評価されるべき

ことである。 

なお、ODA プロジェクトとしては公共サービスとの観点に照らすとあまりに高いフィーを

徴収することは出来ないという考えから、現状のような名目的・象徴的なフィーレベルが

維持されているが、ビジネス関連のトレーニング・プロジェクトの国際的潮流では、本来

地場のトレーニング・サービス・プロバイダーが営利ベースで提供すべきものを、トレー

ニング市場が未発達な国では市場が発達するまで限定的にドナーが支援するという考えか

ら、市場レートより低い料金設定はトレーニング市場の発展を阻害するものと考えられて

いることにも、注意が必要である15。中小企業の成長による雇用の拡大が目的であれば、中

                                                  
14 だからといって UJC の長期専門家の能力が低いということではなく、5 ヶ月集中コースをメインに

した体系において、運営・管理のさまざまな面で多才な能力を発揮されている。（UJC ビジネスコー

スの終了時評価報告書を参照。） 
15 おそらく政治的理由から、CIS 諸国へのビジネス・コンサルティング関連支援を無料で提供して

いる USAID も、途上国全般においては、フィーを徴収し地場のトレーニング/コンサルティング・サ



 38

堅企業に向けて成長していく企業の予備軍を育てることが雇用創出のインパクトが高いこ

とを念頭に置き、それらの企業に対する適切なフィーについて再検討も必要であろう16。 

 

(11) 8 週間・2週間・１週間の夜間コースを核に据えたこと 

この点は、KJC の商品戦略である。代替戦略としては、ウズベキスタンで実施されている

ような、長期にわたる｢ミニ MBA｣をコースの軸にすえることも考えられたが、カ国のビジネ

ス教育・研修市場の状況からは、現状の 8 週間・2 週間（3 週間コースを含む）・１週間の

夜間コースを軸とした構成は適切と言えよう。カ国のビジネススクール市場が独自の発展

を遂げつつある中、ビジネススクールには通えないが経営知識の拡充を求める社会人を対

象とすることを考えれば、当然夜間の短期コースという構成になる。他方、大手会計監査

会社や地場コンサルタント、ビジネススクール付属のトレーニング・センター（TC）は、

週末などを利用した数日程度の研修を提供しており、忙しいながらももう少し時間をかけ

たシステマティックな研修を受けたいという中小企業経営者や会社の管理職にとっては、

KJC ビジネスコースは数少ない機会となっている。 

 

 

設問５：「公的資金である ODA で実施する必要があるか」 

「公的資金である ODA で実施する必要があるか」の検証のために、標準的な下位設問で

ある、放置しては市場では供給されないか、民業圧迫ではなく民間補完的であるか、公益

性は高いか、の 3点を検討する。 

 

(1) 放置しては市場では供給されないか 

カ国のビジネス研修・コンサルティング市場に関する定量的なデータは不明だが、プロ

ジェクトの計画・実施期間において、財務・会計分野を除き民間によるビジネス研修・コ

ンサルティング・サービスの提供は萌芽期にあったものと推察される。2年ほど前からビジ

ネススクール付属のトレーニング・センター（TC）が一般向けの有料セミナーを始め、民

間も多数の研修を行っているが、数日のセミナーが中心のようである。但し、TC の中には

MBA の科目を取り揃えた 2-6 ヶ月の研修プログラムを提供し始めたところもあり、ドナー支

援による時期から市場によりビジネス研修・コンサルティング・サービスが提供される時

期に移行してきていると言える。 

 

(2) 民業圧迫ではなく民間補完的であるか 

民間によるビジネス研修・コンサルティング・サービスの提供は萌芽期にある内は、ド

                                                                                                                                                  
ービスプロバイダーの自立発展性を確保することを主導している。 
16 日本政府が資金協力している EBRD の BAS プロジェクトも、同様な考えから、あまり小さな企業

は対象にしていない。 
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ナーによる低廉なサービスの提供は、潜在顧客にビジネス研修・コンサルティング・サー

ビスの有用性を学ばせることを通じて市場円滑化の機能を果たすが、民間自身によるサー

ビス提供が拡大してくると、民業圧迫にならないかの懸念が出てくる。KJC プロジェクトの

フェーズ１においては、そうした懸念は無かったが、フェーズ２では TC を含む民間のサー

ビスと競合を避け、補完的役割を果たすようなコース設計が求められる。 

 

(3) 公益性は高いか 

ここでは、C/P も含む現地組織が公的部門か民間かによらず、また料金の徴収如何に関わ

らず、広く公共サービスを提供しているかが問われる。KJC は私立大学の構内で、受講料を

徴収してビジネスコースを実施しているが、大学の収入源となっているわけでもなく、大

学の学生ではなく広く一般に開かれたコースを提供している。受講料収入は日本人講師派

遣関連費用を除く現地での運営費をカバーするにも程遠いレベルであり、大学の収入とな

ることも無いので、公益性の観点からは現在特に問題は無い。しかし、ビジネス研修であ

るので、最終的には個別企業の利潤に貢献する内容を提供するわけであり、公益性という

点では ODA のボーダーラインにある活動であることは確かであり、他ドナーも明確な退出

戦略を持って取り組んでいる分野である。（ここでは日本センターそのものの退出戦略では

なく、今後民間と競合していく部分の退出戦略であることに注意されたい。） 

結論としては、フェーズ 1 では民間によるビジネス研修・コンサルティング・サービス

の提供は萌芽期にあったものと推察され、ODA としてビジネス研修を提供する意義が高かっ

た。しかし、本来公益性ではボーダーラインにある分野の活動であり、民間によるサービ

ス提供が急速に整備されつつある現在、民業補完的役割がより強く求められることになる。

具体的には、①ＯＤＡとしては民間サービスの成長に合わせて、民間では採算の取りにく

い分野へシフトしていく戦略（自立発展性は損なわれる）や、②採算が取れる部分は将来

の民間委託を念頭に、本邦民間団体や海外での本邦民間企業を支援する組織とのコンソー

シアムへ移行するなどの選択肢がある。これらは、「自立発展性」の検討課題である。なお、

現在のカ国の重要政策である「産業革新プログラム」においては、技術革新など要求が高

度化しており、この点でもどこまでを ODA で対応すべきかの見極めが必要である。 

 

（2） 有効性 

 

市場経済下で活躍できる優れた経営管理知識とスキルを備えた民間人材育成という観点

において、活動の成果は質・量の面でそれぞれ異なる達成度を示している。定性的には、

ビジネスコースは、中小企業オーナーや管理者の知識・スキル向上に大きく貢献してきた

と言える。8週間コース受講者の 76％、2週間コース（1週間コースを含む）受講者の 78％

が、研修を｢非常に有用である（totally useful）｣と評価しており、同じ企業から繰り返

し研修生が参加している事例が多いことと併せて、ビジネスコースの有効性を裏付けてい
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る。 

定量的には、1－8 週間までのコア・コースの延べ受講者数が 700 人強、｢1 日セミナー｣

の延べ参加者数が 1,200 人強は、与えられた目標の大きさに対して小さく見えるが、アル

マティの中小企業数を考えると、3年間の実績としてはまずまずの数字と考えられる。アル

マティ企業家協会の約 600 社のメンバー企業からも 1 割程度しか受講しておらず、地方展

開も視野に入れると、リピーターも含めた延べ受講生数の更なる拡大は十分可能であると

思われる。他方、今後直接受益者の量的拡大を目指すのか、TOT を通じた間接的効果を狙う

のかなど、フェーズ 2に当たっては戦略的選択肢を再度検討する必要がある。（カザフスタ

ンの中小企業数：全国で 15 万社以上17、最も企業数の多いアルマティ市のみで 37,700 社18の

中小企業（内中企業は 3％弱）が登録されており、全登録企業のうち 7割が稼動していると

見られている19。） 

 

プロジェクト目的達成の促進要因としては、以下の点が挙げられる。 

 事前調査段階から、ある程度の競争分析、ニーズ・サーベイを行い、さらに恒常的に

他機関や顧客からのフィードバックをコース設計・内容に反映させたこと。 

 変化の早いカザフスタンの顧客ニーズと政策アジェンダに迅速に対応したこと。 

 優秀な講師・コンサルタントを配置したこと。 

 専門講義、企業に出向いての診断、本邦研修など、熱心な上級者向けの継続サービス

を提供したこと。 

 民間ビジネス感覚に秀でたマネージャーの存在。 

 オイルブームによる高度成長と市場経済の制度が十全な機能を発揮しだしたことが相

まって、カザフスタンにおけるビジネス・チャンスが拡大し、経営管理知識とスキル

の学習ニーズが高まったこと。 

 

上記のように一定の目的達成は行われているため、プロジェクト目的達成の大きな制約

要因があったわけではないが、民間の視点から、よりプロジェクトの効果を拡大すること

も可能であったがそうならなかった理由を挙げると、次の通りである。 

 明瞭な TOT 戦略の不在による、間接顧客数の増大と中核顧客への更なる注力の機会を

限定したこと。 

 管理部門の小ささと優秀な運営スタッフの数が限られていたことから、本来市場の情

報収集と他機関との協力関係構築などに裂くべきビジネスコース・マネージャーの時

間がロジ業務に費やされたこと。 

                                                  
17 カザフスタン統計庁『Statistical Year Book of Kazakhstan 2004』による2004年1月現在の数字。 
18 2001 年 1 月の Business Information Service for the Newly Independent States (BISNIS)によるカ

ザフスタン中小企業の報告より。 
19 同上。 
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 東南アジアと異なり優秀な日本語通訳が確保できないために、英語で講義の出来る日

本人というかなり狭い人材プールから講師を探さなければならないこと、さらに講師

の英語力、通訳の能力が低い場合、講義の臨場感が損なわれること。 

 若干名の水準に満たない講師が、コースの評判を一時的に低下させたこと。 

 戦略的運営を行うために必要な、関連政策と政策決定者、ビジネス研修・コンサルテ

ィング市場の需要動向と競争分析、などの情報不足により、市場の声として受講生の

フィードバックに過度に依存していたこと。 

 運営管理システムの情報が、現地と本部の管理者それぞれのレベルで、経営情報とし

て有効に活用されていないこと。 

 

（3） 効率性 

 

他の日本センターや類似のプロジェクトの費用対効果のベンチマークが無い現状では、

効率性についての総合的判断は難しい。しかし、調査の結果、次の点についてコメントす

ることが出来る。まず、初期にアルマティ起業家協会を通じて受講者募集を行ったことは、

中小企業経営管理者というターゲット・グループにアプローチする上で、費用対効果が高

いやり方だったといえる。次に、マスタークラスの導入と出前診断の導入は、それまで夕

方のコースのみで開いていた日本人講師の昼の時間を有効活用することで、追加費用をか

けずにより多くの効果を上げたと評価できる。また、KJC では短期および新規のコースが多

いため、講師のリクルート、受講生の募集・選考、教材翻訳などのロジ業務が、長期コー

ス主体の日本センターに比べて明らかに多く、ビジネスコース・マネージャー（日本人長

期専門家）1名とカザフ人プログラムオフィサー2名の体制でさばける業務量の限界に近い

ところで稼動しているようである。したがって、この点での効率性は高いとはいえるが、

有効性のところで検討したように、マネージャーまでがロジ業務に忙殺されるというマイ

ナス面は看過できない。最後に、コンピューター室はビジネスコースではあまり使用され

ていないが、ウズベキスタン日本センターのように演習や試験で活用したり、USAID の EDP

のように必要なデータを入れると分析結果が出るソフトウェアを組んだりと、ビジネスコ

ースで活用していく余地は十分にある。 

 

（4） インパクト 

 

ビジネスコースは、顧客の具体的なニーズに即しており、カ国の中小企業分野の発展に

貢献している。そのインパクトは、最終顧客（あるいは「最終受益者」）並びに講師レベル

双方において認められる20。 

                                                  
20 但し、1.2 で述べたように、インパクト指標があらかじめ設定されておらず、最終インパクトに関す

る近似値を用いていることに留意されたい。 
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まず「最終顧客」の観点では、多数の顧客企業がビジネスコースに繰り返し、受講生を

送ってきていること（同じ企業から複数の幹部をコースに参加させるという「リピーター」

の存在）は、コース受講がビジネスに役に立っているということのひとつの証明である。

これまで 204 の企業が受講生を派遣している中で、58 もの企業がリピート顧客であり、全

国の支部から 20 名を受講させた企業もある。ある企業の Director は、役員クラスを皆受

講させることで、同じ視点から経営の議論が出来るようになったと評している。 

 研修で会得した知識を各受講者が現場で活用したとの具体的な事例も、インタビューお

よび企業訪問の結果から得られている。戦略的経営、品質管理システム、「５S」などが、

実施された例である。なお、カザフスタンでは数日間のセミナーや書籍を通じて、すでに

こうした経営管理の概念に触れている受講生は多いようであるが、KJC で 8 週間・2週間と

いうまとまった期間、演習を含めて学習することは、概念のみで分かっていたことを現場

にシステマティックに適用していく上で、役に立っているようである。特に、KJC のビジネ

スコース受講が単なる学習に終わっていないことは重要であり、講義の内容とターゲッ

ト・グループの選定の両者がこれに貢献しているものと考えられる。今後は、受講生全体

の中で、何割が学習成果を現場で生かしているのかについても、把握していく必要がある。 

「講師」の観点では、大学の講師や企業コンサルタントが、ビジネスコースで用いられ

た教材を、自らの講義やコンサルティングで活用していることが確認された。ある大学の

例では、マスタークラスの教材を大学の講師が用いて教えた学生の数は、年間 200 人以上

に達すると見られる。これは同大学のマスタークラスの直接受講生数 130 人をはるかに超

えており、教材の利用を認めるようになったことが、知識欲旺盛なカ国の大学講師やコン

サルタントを通じた間接受益者の拡大に大きく貢献していることが伺われる。 

今後も、リピート顧客へのサービス強化、顧客ベースの継続的な拡張、TOT 機会増大など

により、こうした正のインパクトを一層拡大することが出来る。 

 

（5） 自立発展性 

（１）組織的自立発展性 

 組織的自立発展性を考えるに当たっては、KJC のビジネス研修は、ODA 予算による JICA

の時限的プロジェクトであり、将来の組織のあり方が未だ定められていない、という事実

からスタートしなければならない。自立発展性の観点から将来の組織シナリオを考慮する

と以下のようになる。なお、これらは長期的ビジョンであり、現状からそれぞれのシナリ

オに移行するロードマップが求められる。 

 

 民間を含む日本機関のコンソーシアムにビジネス研修プログラムを引き渡すシナリオ。 

戦略会議では、中・長期的には日本機関のコンソーシアムに日本センターそのものの運

営が移行し、JICA は同コンソーシアムの一部として限定的役割に退行することが検討さ

れた。こうしたコンソーシアムの構成メンバーとしては、a) JETRO、AOTS、その他の経
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済産業省関連の海外研修組織のような、経済協力機関、b) 在カ国日系企業、c) 旧ソ連

圏移行国でのビジネス研修事業に関心を持つ日本企業、d) 経団連、経済同友会、など

の経済団体、e) 外務省本省や日本大使館、といったところが考えられる。a)、b) につ

いては、現地ではそれなりの関心が示されているが、果たしてこうしたコンソーシアム

が、リソース提供を含めて想定メンバーの同意を得られるかについては、日本センター

戦略が整理され、コスト削減と収入増加の可能性についての一定の分析を経た上で、想

定メンバーと正式な交渉がもたれることが必要となろう。 

 現地機関へのビジネス研修プログラムを移譲するシナリオ。 

現地機関が「日本的経営」の知識と研修手法を習得し、日本からの支援なしに「日本的

経営」を掲げたビジネス研修を実施できるだけの力を備えた場合にのみ可能なシナリオ

である。ウズベキスタンのように、日本と現地国政府共同で立ち上げた非営利機関への

移譲の場合も同様。カ国の場合、現在の C/P であるカザフ経済大学への移譲が想定され

るが、実際には「日本的経営」の色の無い単なるビジネス研修になるリスク、現状で有

効に機能している日本ブランドを失うリスクがあり、現地機関が「日本センター」の看

板を維持できるかを考えると、通常の JICA 技術協力プロジェクトのような C/P 機関へ

の移譲は、「日本センター」プロジェクトでは考えにくい。 

 プロジェクト・ステータスを維持し続けるシナリオ 

このシナリオは、現地機関への移譲に比べて、「日本センター」としての看板と日本側

の意図を維持していくという側面で優れているが、フェーズ４、５とプロジェクトを続

けていけるかについては、日本センター全体の戦略・長期ビジョンによる。 

 

ところで、フェーズ２に向けて議論されている、現地側の能力向上についても、上記を

踏まえて整理する必要がある。具体的には、KJC スタッフ（プログラム・オフィサー）と

C/P（カザフ経済大学の経営陣）の能力向上と権限委譲を、フェーズ３以降の KJC の在り方

まで視野に入れて、人材育成計画を立てることになる。なお、現地講師の能力向上につい

ては、次の技術的持続性で述べる。 

 

（２）技術的自立発展性 

技術的自立発展性、すなわち「プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効

果が持続する見込み」は、当面のところ高いと言える。これは、現地の大学講師やコンサ

ルタントが（マスタークラスを含む）ビジネスコースを受講し、習得した知識を教材も含

めて大学やコンサルティングの現場で存分に利用しているからである。上記の通り、マス

タークラスに出席した大学の講師は自らの講義で日本人講師から得た教材を利用して、マ

スタークラスの直接受講者をはるかに上回る学生に講義を行っている。また、民間ビジネ

スコンサルタントの中には、KJC ビジネスコースの教材を元に独自のコンサルティングマニ

ュアルを作成している事例もある。現状のカザフスタンでの経営知識・スキルの現状を考
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えると、KJC ビジネスコースの教材は短期間には陳腐化しないであろうし、講師・コンサル

タントも適宜情報をアップデートしながら教材を改善していくであろうから、仮に今日本

の援助が修了しても、技術的効果は一定程度継続するであろう。 

但し、日本からの新しい経営知識・スキルの情報チャンネルが別途確立されない限り、

技術的持続性は長期的に維持できるものではなく、代替的情報チャンネルがない現在、長

期の技術的自立発展性は組織的自立発展性に依存していると言える。また、技術的自立発

展性を高めるためには、TOT の強化が鍵となる。日本人講師とのペアリングや選択的本邦研

修を通じて、TOT を進めていくことが考えられるが、現状のように、学ぶ意欲の高いものが、

受講生や講師それぞれの立場で、日本人講師から「知識とスキルを盗む」ような、事実上

の OJT の有効性を認識し、コストをかけずに実効性の高い TOT を目指すべきであろう。 

 

（３） 財政的自立発展性 

本来、日本センターのビジネスコースのような性格のプロジェクトの場合には、ターゲ

ットとして中小企業を選択していることと ODA 事業としての配慮から受講料収入が抑えら

れ、他方、日本人専門家の割合が高いために、そのままでは事業収入によって費用の回収

を目指すのには無理がある。センターの事業収入源には、センター会員費や図書、ビデオ、

インターネットサービス利用も含まれるが、多くはコース受講料である。KJC でのビジネス

コース実施に関しては、日本人専門家/講師やコース・マネージャーにかかる費用を除いて

も、センターでの歳入・歳出を概観すると 5～20％程度の費用回収率である。 

ビジネスコースにおいて、受講料を上げることは容易である。ビジネス研修市場の予備

的分析からは、センターにおける受講料は民間企業市場の受講料から見て、ターゲットの

設定次第では現行の 20 倍にまで引き上げることは可能と思われる（次項の図表 4-1 参照）。

受講料引き上げは、ODA 事業として抵抗があるかもしれないが、競争分析の項で見るように、

KJC の受講料レベルは市場の水準からは名目的レベルに過ぎないので、民間研修事業を圧迫

しないという観点からは、ある程度の受講料レベルの引き上げは必要になってくるとも言

えよう。さらに、企業向けにカスタマイズされたより高額のセミナーを提供するのは、組

織的自立発展性シナリオの中で、ビジネス分野の一部として徐々に行うことは検討には値

するであろう。また、受講料収入増加とコスト削減により、費用回収率がある程度向上す

れば、その他の補助金や企業賛助金を受ける可能性にも現実味が出てこよう。 

 

5-4 競争分析 

当該国における日本センターのポジショニングを考える上で、大学の経営学教育（特に

BBA と MBA）、大学付設のトレーニング・センター（TC）、民間の営利ベースの研修サービス、

政府機関の研修サービス、他ドナーのビジネス振興プロジェクト、などの動向が重要であ

る。カ国に関しては、事前調査や中間評価を通じて一定の分析がなされてきたが、今回調

査ではこれまでの判断を覆す情報も出てきた。 
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大学の経営学教育が確立されているかどうかは、日本センターのビジネスコース設計に大

きな影響をもたらす。ウズベキスタンのように大学の経営学教育が確立されていない場合

には、MBA 的講義への需要が高いが、カ国の様に MBA 市場が発展しつつあるところでは、日

本センターのターゲットもより実務者色が強くなる。そうした場合、大学付設の TC や民間

の研修サービスは、日本センターにとって直接の競合相手となる。日本センターとしては、

市場のフィーレベルを意識しながら、単なる棲み分けではなく、こうした地場の研修サー

ビス提供者の能力強化まで視野に入れることも、ODA 事業として求められよう。政府機関の

研修サービスは、しばしは補助金の非効率な投入と市場への出口と結びつかない技術的研

修が行われていることがあるが、そうした場合には政策の方向修正を支援することが考え

られる。他ドナーの類似の支援については、規模やインパクトの大きさを把握し、日本セ

ンタープロジェクトがクラウディング・アウトされないような配慮しつつ、しばしば質の

高い支援が行われたり密度の高い情報源であったりするので、機動的に協調していくこと

がプロジェクトの効果を上げることにつながる。 

 

以下、カ国に於ける各グループの現状を見ていく。 

 

① 大学の経営学教育 

カ国ではトップの大学の経営学教育が軌道に乗り、しかも演習の多い実学的傾向が強く、

学生と社会人の高まる経営学教育のニーズに応えている。但し、学部で経済・経営学を教

える大学が 150 近くあるといわれる中、少数のトップ校を除いては、今もソ連式の理論重

視の教育が行われているか、教育の質が劣るようである。カ国での MBA 教育市場は、ビジ

ネススクールの御三家（KIMEP、IAB、UIB）に新興勢力が加わり、ダイナミックに成長して

いる。御三家の中でも、特に KIMEP と IAB の評判は高い。この 2校は、KJC ビジネスコース

に比べてもはるかに実習が多く、欧米型の実学志向のビジネススクールとなっているよう

である。 

IAB（International Academy of Business）は MBA プログラムを 10 年以上にわたって運

営しており、その規模も 300 人（1学年 150 人）と最大で、カ国を代表するビジネススクー

ルである21。KJC のプロジェクト形成当時、大学民営化が進む前は、アルマティ唯一の私立

ビジネススクールだった22。伝統的にオランダやEUとのつながりが深いとの報告があるが、

フランスやロシアとも 8－9 年の協力関係を持っており、KJC のマスタークラスを受け入れ

る以外にも TACIS, EU, British Council, Soros Foundation, Eurasian Foundation など

とも良好な関係を結ぶなど、特定の国やドナーに偏らない広範なアライアンス戦略をとっ

                                                  
21 BBAを授与する学部生は800人（1学年200人）だが、より大きな学部を持つ大学もあるという。 
22 KIMEP と UIB は、国立大学の資産を引き継いだ分、有利な出発点であったという。（2004 年 3

月の大久保レポート） 
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ている。2003 年 9 月からは、首都アスタナで、遠隔教育でないアルマティからの講師派遣

による MBA プログラムを開設しているが、費用が安く質の高いロシアの講師を招くなどの

工夫もしている。 

KIMEP（Kazakhstan Institute of Management, Economics and Strategic Research）は

MBA プログラムを 5 年以上運営している、もうひとつのビジネススクールの雄である。KJC

プロジェクト形成時には、TACIS の支援終了の危機感があったようであるが、KIMEP の経営

権を得た韓国系米国人が校舎を改修し、米国との結びつきを深め、トップ・ビジネススク

ールとしての地位を維持しているようである。修了者は年間 117 人であり、IAB より MBA プ

ログラムの規模がやや小さい。 

ロシアと提携している UIB（University of International Business）は、まだ MBA プロ

グラムを持って 5 年未満で、ビジネススクール御三家の中では新しい。しかし、地方展開

に積極的である。最初にアスタナで MBA プログラムを設け、採算に合わないと見るとすぐ

に遠隔教育方式に切り替えている。UIB はすでにアスタナを含む 4－5 の都市で遠隔教育の

インフラを整備したという。ちなみに、遠隔教育による欧米の大学の MBA 取得も、カ国に

おいて増加しているという。 

KBTU（Kazakh-British Technical University）は、カ国で石油・ガス開発に併せて技術

系の学部教育を充実させてきたが、MBA プログラム自体はまだ開始から 2、3 年で定評は確

立されていない。授業料が高く、「金持ちの子女を集めながら質が悪い」という中傷もある。

他方、英国の大学及びカ国進出企業との連携は非常に積極的で、学長の経営手腕と政権と

の結びつきから、今後 MBA や関連修士プログラムで大きく成長するかもしれない。具体的

には、エジンバラの Heriot Watt University、スコットランドの Robert Gordon University、

ロンドンの Westminster University に加えて、今年は London School of Economics とも

提携を始めた。協賛企業にも、ハリバートン、BP、三菱、シェブロン、シェル、ブリティ

ッシュ・ガスなど多国籍企業を揃え、石油工学修士や国際通商・石油法の法学修士（LLM）

プログラムも設けている。業界から起業スキル、法律、会計、税務、資金調達、財務管理

などそれぞれの分野でメンターを集めて、学生インキュベーション・センターも立ち上げ

ている。 

最近の新規参入組に、Turan University とカザフ経済大がある。Turan University は昨

年アルマティで MBA プログラムを開始し、アスタナでも展開を検討しているという。カザ

フ経済大学の場合は、National Bank 職員に対するコーポレート MBA プログラムであり、柔

軟なプログラム構成により、働きながらの学習を可能にしている。現在は類似のプログラ

ムは無いが、今後こうしたプログラムが増えることも考えられる。カザフ経済大学の場合

は、経営戦略としてではなく、民営化の際に株式を取得してもらった銀行に対してその見

返りで安い MBA プログラムを提供することになったという話も聞いたが、ライバル校から

の話であり、そもそも KJC マネジメントもそうした MBA プログラムが開始されることを知

らなかったほどなので、同プログラムに関し事実確認を行う必要があろう。 
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②大学付設のトレーニング・センター（TC） 

大学のＴＣは始まって 2 年程度で、一般向けの有料セミナーは必ずしも順調ではないと

いうが、少なくとも IAB の TC は活発である。従来言われている一般に開放された短期セミ

ナーに加えて、特定企業向けのセミナーや、2－6 ヶ月の中期プログラムも用意している。

中期プログラムは MBA のコースのようないくつかのモジュールを備えており、これまで対

抗馬のいないと見られていた KJC の 8 週間コースと競合している可能性が高い。短期公開

セミナーは年間を通じてスケジュールが組まれており、中小企業から大企業までを対象に、

経営のツールとスキルを提供している。IAB の場合、特定企業向けのセミナーは、TC のセ

ミナーのうち 6割程度だという。IAB は自らの TC の競争相手は、他大学の TC ではなく、す

くなくとも 20－30 はあると見られる民間の研修機関であると認識している。TC の研修費用

は、民間の研修サービス費用に次いで高い。過去には外国人講師も TC で講義していたが、

今は TOT に専念してもらっているという。 

 

③民間の営利ベースの研修サービス 

民間ベースの研修サービスは、KPMG、PWC など大手会計監査系コンサルティング企業と、

個人講師の行うものに大別される。大企業が２年前から、中小企業は今年１月から国際会

計基準に即した財務報告が必須とされ、会計・監査関連のセミナーの需要が最も大きい。

他方、マーケティングなどのソフトスキルの研修・コンサルティング・サービスは、需要

も講師・コンサルタントも少ない。民間ベースの研修サービスは、特定中小企業向けにカ

スタマイズされたセミナーもあるが、主に中堅・大企業向けの企業内セミナーであり、費

用も最も高い。 

 

④政府機関の研修サービス 

 政府機関に包括的に照会したわけではないので、確たることは言えないが、今回調査を

通じて、政府機関による民間ビジネス研修サービスの存在は確認されなかった。Technology 

Transfer Center がビジネス研修を始めるかもしれないというのも、未確認情報である。公

務員研修については、次項の TACIS の記述を参照。 

 

⑤他ドナーのビジネス振興プロジェクト 

 KJC プロジェクト形成前の 1990 年代末には、EU の TACIS 及び USAID の Pragma23が中心的

存在だった。TACIS は KIMEP や経営アカデミー（カザフ経済大の前身）などを支援し、財務

管理コースなどを積極的に行っていた。Euro Exhibition というビジネスマッチング的な活

動も行われていた。また、90 年代半ばの銀行民営化の時代には、EBRD と連携して銀行員ト

                                                  
23 Pragma Corporation は USAID のプロジェクトを委託されて実施している米国の民間会社である

が、しばしば Pragma としてそのプロジェクトが認知されている。 
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レーニングを提供していた。こうした支援は、それぞれ体制が整ってきたとして、最近は

アスタナでの行政官支援に移行している。350 万 ECU を供与してユーラシア公務員教育セン

ターを立ち上げたが、大統領府付属の行政官アカデミーの管轄下に入った。現在は TACIS

のビジネス研修は行われていないが、アスタナでの可能性を現在調査中である。 

USAID は、最初は Pragma を通じて、財政に関する法整備の研修などを財務省に対して実

施していたが、次の段階で地方自治体を通じて NGO の財務管理、マーケティング、戦略的

経営などを支援し、さらに民間ビジネス振興へと対象を移してきている。 

現在は、中央アジア5カ国を対象としたEnterprise Development Project (EDP) を Pragma 

を通じて実施している。特に国際会計士に準じる資格取得につながる会計学研修に定評が

あるが、他にも中小企業向けコンサルティング・サービス、域内貿易振興、ビジネス団体

（商工会や業界団体）振興、ISO コンサルティングなどを行っている。 

最近は、ドイツのインヴェント (InWEnt gGmbH：国際職業向上訓練・発展公益有限会社) 

が大規模な支援を展開している。インヴェントはドイツ産業界が出資し、国際的な視点も

含めた高い知識や技能を有する人材の育成等を目指す「カール・デュイスベルク協会」と

ドイツの１６連邦州が出資し国際的な交流や社会的事業での連携・協力活動の発展等を目

指す「ドイツ国際開発財団」との機関の統合により、２００２年に新たに創設された公益

法人で、職業に関する専門教育をコーディネートとする組織としては欧州最大規模を誇る。

職業訓練分野を中心とした国際協力や人材交流、人材育成及び調査研究棟の事業を幅広く

展開しており、そのプロジェクトには２００３年の１年間で、ドイツ内外から約５万５千

人が参加した24。インヴェントの研修参加者によると、今年はカザフスタン全県で合計 700

名が研修を受け、内 100 人はドイツに招聘される。 

他にも EBRD が、TAM や日本政府拠出金で実施されている BAS といった、コンサルティン

グ・サービスの支援プログラムを実施している。BAS は中小企業がコンサルティング・サー

ビスを受ける際の費用の半額補助を通じ、コンサルティング・サービスの有用性を認識さ

せ市場として発展させようとしている。 

すでに ISO9001 コンサルティングでは、自立したコンサルティング企業が少なくともカ

国で 25－30 社確立され、このテーマでの BAS の支援は終了した。現在は同じ ISO でも 14001

を支援する傍ら、ホテル・レストランなど特定業種の ERP、マーケティング、財務計画、戦

略計画などの分野で支援を続けている。KJC のビジネスコース・マネージャーは BAS を担当

している Regional Director for Central Asia とも面識があり、KJC コース修了者のフォ

ローアップと BAS 参加コンサルタントの研修の両面から、協力関係の構築を検討している。 

 なお、もともと海外への留学生派遣を旨としていた Eurasia Foundation も、現在は人材

育成、金融、法規制環境改善などを行っているという。 

ドナープロジェクトの研修費用は、他に比べて安い。中でも KJC ビジネスコースはもっ

                                                  
24 「インヴェントの活動について」、在デュッセルドルフ日本国総領事館。URL：

http://www.dus.emb-japan.go.jp/profile/japanisch/j_aktuelles/050310%20InWEnt.html。 
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とも低廉な部類という話と、TACIS や Pragma などが無料でコースを提供しているという情

報が混在しており、この点で確認は取れていない。 

 以下に、確認できたビジネス研修市場の研修費用情報をプロットしたものを掲げる。縦

軸は一日あたりの米ドルでの研修費用、横軸は左側が一般公開のセミナー、右側が特定企

業向けのクローズド・セミナーで、中間は両者を含むものである。円の大きさは、KJC のビ

ジネスコースの現在の顧客規模に対する相対的な規模を表している（点線は規模不明のも

の）。 

KJC のビジネスコースは、一般公開のセミナーに分類されるが、2 週間（実質 10 日間）

で US$75 は一日あたり US$7.5、アスタナでのコースはさらに安く一日あたり US$3 である。

その他のものは民間企業や大学の TC によるビジネス研修であるが、ビジネス研修市場全体

から見ると、ボリューム・ゾーンである企業向けセミナーにおいても、一日数百ドルのレ

ベルであり、KJC のビジネスコースがいかに名目的費用しか徴収していないかがよく分かる。  

また、現在の費用レベルを 20 倍したところで、一日あたり US$150 であり、企業向けセ

ミナーにおける中小企業向けの範疇に十分入っていることから、少なくとも短期セミナー

であれば、現在の 20 倍の研修費用を徴収することは十分実現可能な範囲ともと言える。 
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図表 4-1：ビジネス研修市場のセグメントと研修費用 

 

 fee
(US＄／day)

open seminar corporate seminar

KJC ($7.5／d)

KJC アスタナ ($3／d)

アーネスト＆ヤング
財務管理セミナー
($167／d)

American Management 
Association
($300／d)

欧州のスペシャリストによる
セミナー
($1000／d)

ロシア人講師
($50～167／d)

国外でのexecutive training

トップマネージメント向け
($500／dまで)

中間管理者向け
($200～500／d)

中小企業向け
($200／dまで)

fee
(US＄／day)

open seminar corporate seminar

KJC ($7.5／d)

KJC アスタナ ($3／d)

アーネスト＆ヤング
財務管理セミナー
($167／d)

American Management 
Association
($300／d)

欧州のスペシャリストによる
セミナー
($1000／d)

ロシア人講師
($50～167／d)

国外でのexecutive training

トップマネージメント向け
($500／dまで)

中間管理者向け
($200～500／d)

中小企業向け
($200／dまで)

 

出所）インタビュー記録を元に UFJ 総合研究所が作成
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第6章 日本語コースにかかる評価 

 

6-1 日本語コースの概要 

KJCの日本語コースはカザフスタンにおいて一般社会人が日本語を学習できる唯一の講座

であり、初級から超級まで９レベルの一般日本語クラスと現役の日本語教師のためのクラ

ス、夏期の特別講座などで構成されている。日本語コースは、２００２年９月コースを開

講以来、２００４年９月コースまで、延べ１，２８２名の受講者を受け入れてきた。 

また、日本語教師に対する支援は、２００４年度から従来の「教師クラス」を３分割し、

①高度な日本語能力を養成する「超級クラス」、②主に新人教員の養成を目指す「日本語教

授法トレーニングクラス」、③センター非常勤講師を対象に教授法の再訓練を行う「現職教

員トレーニング」を実施しており、KJC は、カザフスタンの日本語教育における貴重な拠点

となっている。 

 

 

6-2 妥当性（ニーズ合致の有無、ターゲット設定の妥当性、JICA/JF の方針合致の有無） 

（１）ニーズの合致 

1991 年にカザフスタン共和国が独立して以来、同国の日本語教育はこれまで高等教育機

関を中心に行われてきたが、2001 年に KJC が設立されるまでは、一般社会人を対象とした

学習機関が皆無であった。同センターが設立され一般社会人向けの日本語コースが同国で

開始されるのは初めてであり、初級クラスは定員の約６倍の応募があった。日本語コース

を実施し、これまで多数の参加者あったことを考えると、同国のニーズに合致していると

判断できる。 

 

【第１回 日本語（2002 年 9 月）コース 応募状況実績】 

クラス名 定員 応募者数 倍率 備考 

昼  初級 １６名 ９７名 ６．０６倍  

   初中級 １６名 ３８名 ２．３７倍  

   中級 １６名 ２３名 １．４３倍  

   上級 １６名 ５名 ０．３１倍 開講せず 

     

夜  初級 １６名 １３１名 ８．１８倍  

   初中級 １６名 ４０名 ２．５倍  

   中級 １６名 ２９名 １．８１倍  

   上級 １６名 ３４名 ２．１２倍  

   教師 １６名 １６名 １．００倍  

 応募総数 平均倍率  
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  ４１３名  ２．８６倍  

 

（２）ターゲット設定の妥当性 

初級から超級クラスまで全てのニーズに対応している日本語教育機関は、同国内には

カザフ日本センター以外存在しないことから、初級クラスに重点を置き、初級から超級

並びに教師養成まで広範囲にコースのレベルを設定したことは、妥当であると判断して

いる。 

 

（３）JICA/JF の方針合致の有無 

カザフスタンはこれまで大学生以外の一般社会人が日本語を学ぶ機会がほとんどなかっ

たため、「広く学習の機会を提供し、日本語を通じて日本に対する理解を深める」ことを目

的に日本語コース運営を行ってきた。日本語に興味を持つカザフスタン人に対し、学習す

る場を提供し、日本の理解者を増やすことは、長期的な視点から見れば日本とカザフスタ

ンの友好親善、経済活動の促進に繋がり、日本の国益に合致するものであることから、JICA

及び基金の方針に合致していると判断している。 

 

（４）受講生の満足度  

日本語コース運営にあたっては、単に日本語を教えるだけでなく、授業の中に伝統文化、

現代文化などに関わる日本事情の積極的な紹介を行い、学習者の意欲の維持を図ってきた。

日本語コース受講者に対し、アンケートでは、日本語コースの授業について、９４.８％が

「満足している」結果となった。 

また、日本語コースの受講者７名に対してもインタビューを行った。インタビュー対象

者についても既存コースの内容に関しては、特に授業内容等については改善すべき指摘は

なく、おおむね満足しているとの結果が得られた。 

日本語教員（超級クラス及び教授法講座）に対しインタビューを行った結果、超級クラ

スを受講することにより自身の日本語能力を高めることが出来たほか、教授法講座では従

来カザフスタンで行われていなかった各種教室活動を学ぶことができ、実際の授業で役に

たったとの意見が多く、教師向けのクラスについても、満足しているとの結果が得られた。

また、アンケートの結果では、今後の希望として「通訳など専門的な日本語講座を定期的

に実施して欲しい」、「日本語の教科書の作成」、「現職教員の再研修の実施回数を増やして

欲しい」等の要望が出た。 

 

（５）促進要因・阻害要因 

目標達成における促進要因を言えば、日本語教育機関関係者からの発言及び日本語学習

者のインタビューの結果、日本に対して高い関心を持つカザフスタン人が多くいること、

及びカウンターパートが日本側に運営に協力的である。阻害要因は、在留邦人が少なく日

本人と接する機会が少ないこと、及び仕事に生かせる環境が極めて少ないことが上げられ

る。 
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（６）日本語能力・日本語教授技能の向上、習熟度 

日本語コースのクラス別修了時の到達度は、各コースとも受講者の約７割が修了試験に合

格し、修了証を授与されている。また、８割が次のレベルのクラスに進んでいる。日本語

コースの受講者は、質の高い授業を受けることにより効率的に日本語の能力を身につけて

いる。「日本語コース・クラス別 修了基準」は以下の通りとなっている。 

また、２００４年９月、カザフ日本センターで日本語の勉強を始めた３４名（ゼロからス

タート）のうち、現在まで学習を継続している者（中級クラス）が６名（１７．６％）も

いる。 

日本語教員について、インタビューの結果、「日本語教授法講座」を受講することにより、

自身の授業がスムーズに行えるようになったとのコメントが多かったことから、教授技能

が向上していることが分かった。 

 

【2004 年度日本語コース受講資格及び修了条件】 

受講資格 カザフスタン国籍を有する１７歳以上の者 

選考方法 定員を超える場合は、選抜テストを実施。 

修了条件 出席率６０％以上、かつ学期試験６０点以上を得ること。 

 

【2004 年日本語コース・クラス別 修了基準】 

各クラス 日本語能力試験の目安 修了時の到達度 

初級１ 

 

該当なし 簡単な挨拶、自己紹介ができる。ひらがな、

カタカナの読み書き、簡単な名詞文、形容

詞文、自動詞文、他動詞文が理解できる。

漢字約 70 字が読み書きできる。学習時間 64

時間。 

初級２ 該当なし 動詞、イ・ナ形容詞、助動詞の普通体、丁

寧体の活用ができる。漢字 200 字が読み書

きできる。初級日本語コース前半を修了。

累積学習時間 128 時間。 

初級３ 

 

 

日本語能力試験４級受験程度 単文レベルで最低限の意志疎通ができる。

漢字 250 字程度・語彙 1000 語程度を習得。

累積学習時間 192 時間。 

初級４ 日本語能力試験３級受験程度 初級日本語コースを修了。基本的な文法・

漢字 300 字程度・語彙 1500 語程度を習得。

日常生活に役立つ会話ができ、簡単な文章

が読み書きできる。累積学習時間 256 時間。

中級 1,2 日本語能力試験２級受験程度 慣用句、文法的な機能語について知識を持
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つ。意思の疎通にやや問題を感じることも

あるが、日常会話はできる。漢字（1,000 字

程度・語彙 3,000 語程度を習得。累積学習

時間 384 時間。 

上級 1,2 日本語能力試験１級受験程度 非母国語話者としては流暢。相手がふつう

のスピードで話してもほぼ完全に理解でき

るが、複雑な内容を正確に表現するのは難

しい。漢字 2,000 字程度・語彙 6,000 語程

度を習得。累積学習時間 512 時間。 

超級 

 

 

 

日本語能力試験１級合格程度 正確に、順を追ってくわしい説明、叙述が

できる。相手によって待遇表現のレベルを

使い分けることができる。語彙 10,000 語程

度を習得。累積学習時間 640 時間。  

 

【各主要コースの修了率（実績）】 

クラス名 入学人数 修了者 修了率 次レベル継続率

２００２年９月前期    １２６ ９０ ７１．４ ９５．６ 

２００２年９月後期 １２１ ９０ ７４．４ ７７．８ 

２００３年９月前期 １３６   ８９ ６５．４ ８６．５ 

２００３年９月後期    １０４ ８２ ７８．８ ７０．７ 

２００４年９月    １７６ １４２ ８０．７ ８１．１ 

  ６６３   ４９３ ７４．３  

＊欠員募集は除く。 

 

（７）効率性（専門家の投入に見合った成果） 

KJC の開所後、基金は日本語教育専門家を派遣した。初代の専門家は、日本語コースの開

設、日本語教師の確保、受講生の募集、広報活動など様々なことを行い、2年の任期で交替

した。後任者も含めて KJC の日本語教育専門家は、自ら日本語を教えると同時に、現地雇

用のカザフスタン人教師への訓練も行う等、現地の要望に可能なかぎり対応し、受講者の

学習意欲を増進するよう努力をしてきた。その結果、質の高いコース運営を行うことが出

来たことを考えると、本事業は投入に見合った成果が実現されており効率的であったとい

える。 

 

【日本語教育専門家派遣者一覧】 

歴代 氏名 派遣期間 

初代 杉浦千里 2002 年 5 月 01 日～2004 年 4 月 30 日 

2 代目 荒川友幸 2004 年 4 月 15 日～2005 年 9 月 30 日 

＊ 基金日本語教育専門家の派遣期間は 2年。1年の延長可で最大 3年間。 
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＊ 荒川専門家の任期は第 1フェーズ終了時期に合わせている。 

 

（８）インパクト（波及効果、業務あるいは就職に生かしたか） 

インパクトについては、次の通り。 

① 一般社会人向けのコースを開講した結果、カザフ日本センターが設立される前の

1998年の学習者数 449名に対し、同センター設立後の 2003年では 1,139名となり、

この 5 年間で 2 倍以上増加した結果となっている。カザフ日本センターの日本語コ

ース運営が、日本語を通じて日本理解者の増加に貢献した。 

 

【国際交流基金日本語教育機関調査（カザフスタン全体）】 

 機関数（機関） 教師数（人） 学習者数（人） 

２００３年度 １２ ３４ １，１３９ 

１９９８年度  ７ １８ ４４９ 

１９９３年度 調査なし 調査なし 調査なし 

 

② KJC は、日本語教師会が実施する定期的な会合及び勉強会等の実施会場として場所

を提供し、日本語教育専門家は教師会副会長としてバックアップしてきた。その結

果、教師会の集約力、団結力が高まり、これまで以上に教師間ネットワークの強化

に繋がった。 

③ アンケート結果では、日本語コースの授業の中に積極的に日本事情及び日本文化紹

介をすることにより、日本ファンを増やすことができた（９３．３％が「日本を好

き」と回答）。 

④ 非常勤講師として雇用し、授業を担当させながら勉強会（義務化）を通して直接指

導を行っている。これは教師育成を行うと同時にカザフスタン人雇用に寄与してい

る。また、数は少ないが日系企業から求人の問い合わせが来るなど、受講生と日系

企業の橋渡しの役割も果たしている。 

⑤ 一方、日本語を実用的な観点から見れば、カザフスタンの現状を見る限りあまり価

値はない。隣国ウズベキスタンのように観光資源も持たず、日本人観光客が多く訪

問するような環境はない。また、日系企業は数少なく、受講者が就職できた例はま

だ少ない。それは、日本企業の進出が少ないため、日本語学習者の雇用先が極めて

限られていることによる。従って、カザフスタンの民間企業の成長や経済成長に与

えるようなインパクトは今後の課題である。 

 

（９）自立発展性 

①全般 

基金は、KJC に日本語教育専門家を派遣している。基金の基本方針からすれば、KJC の場

合も将来的には人材的に自立できることが望ましい。KJC にはカザフスタン人の日本語教師

が常勤・非常勤講師として既に勤務しており、現在の日本語コースの現地スタッフは、常
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勤講師 1 名、非常勤講師 9 名で構成されている。日本語コース運営に限れば日本語教育専

門家から継続的な指導により、将来的に「自立化」できる土壌が存在する。常勤講師につ

いては、国際交流基金日本語国際センターの「海外日本語教師長期研修（6 ヶ月）」に参加

させた。現地での育成に加え、訪日研修の機会を与えることは、カザフ日本センターの将

来的な現地化・自立化にもつながる重要なものである。 

 

【常勤講師の研修】 

研修者名 研修名 研修期間 

ムカシェヴァ・ミラ 海外日本語教師研修（長期） 2004 年 9 月～2005 年 2 月 

 

②コースマネージャー兼現地講師の育成度 

荒川友幸専門家によればミラ常勤講師は基金海外日本語教師長期研修後、日本語教師とし

て「読みと解釈」中心の訳読法的な授業形態ではなく、会話重視の教授法を理解すること

が出来、また、教材制作等を任せる場合でも最低限の説明で仕事を任すことが出来るほど

になったと評価している。近い将来、同常勤講師を中心に日本語コースが運営されること

が期待されている。 

 

③日本語コースの収入と費用概要 

受講料収入に対する、費用概算は以下の通り。コピー代、光熱費及び日本語教育専門家の

給与は計上していない。非常勤講師謝金、教科書製本代及び広告費に限れば授業料収入で

賄うことができる。 

 

【2004 年度日本語コース受講料収入/モデルケース】 

＊12,000 ﾃﾝｹﾞ＝約 92 米ドル（＠130 ﾃﾝｹﾞ） 

レベル 定員 クラス数 総数 受講料 受講料収入 

初級１ ２０ ３ ６０ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 720,000 ﾃﾝｹﾞ 

初級２ ２０ ３ ６０ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 720,000 ﾃﾝｹﾞ 

初級３ ２０ ２ ４０ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 480,000 ﾃﾝｹﾞ 

初級４ １５ １ １５ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 180,000 ﾃﾝｹﾞ 

中級 １５ ３ ４５ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 540,000 ﾃﾝｹﾞ 

上級 １５ １ １５ 12,000 ﾃﾝｹﾞ 180,000 ﾃﾝｹﾞ 

超級 １０ １ １０ 6,000 ﾃﾝｹﾞ 60,000 ﾃﾝｹﾞ 

合計  １４ ２４５  2,880,000 ﾃﾝｹﾞ 

     （22,154 米ﾄﾞﾙ）

 

【日本語コース講師給与・謝金年間概算】 

費用科目 費用単価 数量  合計 
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常勤講師給与 月額 1,300 米ドル ×2名 ×12ヶ月 31,200 米ドル 

非常勤講師謝金 平均＠17.5 米ドル 52 時間 16 週 14,560 米ドル 

教科書製本代 1 冊＠24 米ドル ×120 名   2,880米ドル 

広告代 1 回＠800 米ドル ×2回  1,600 米ドル 

    50,240 米ドル 

 

（１０）現地関係者からの日本語教育に関わる意見 

在アルマティ駐在館事務所松崎潔所長から、日本語教育は予想以上に人気があるが、こ

れはカザフ語と日本語の文法が似ているので、勉強しやすい言語であるとの説明があった。

また、日本文化事業を実施するたびにたくさんの参加者が訪れていることで、日本に対す

る関心の高さが分かる。 

また、カザフ経済大学学長（Mr.Abishev Ali Azhimovich）からは、KJC の日本語コース

は我々が想像した以上に大きな反響があったことに驚いている。昼、夜ともにコースを開

講しているにも関わらず日本語を学習したいという希望者全員の要望に応えられていな

い状況である。受講希望者全員を受入られないことは、施設のスペースの問題であると理

解しているので、日本語学習を希望する人のためにも可能であれば施設の増設を考えてい

る。一方、日本語学習者の就職については深刻な問題として考えている。しかし、これは

日本とカザフスタンの経済の関係が発展・拡大することにより自然に解消するものと思っ

ているとの発言があった。学長の発言に対し、高見澤から言語教育は 2国間の相互協力を

行う上で非常に重要であること、及び今後どのような方向で日本語教育の支援が必要か、

また、学習者の関心の方向によって教育計画を改善することができるので、希望があれば

是非提案して頂きたいことを伝えた。 

同大学副学長（Ms.Yanovskaya Olga）からは、日本語を教えるだけでなく教師養成を行

ってはどうか。将来、初等中等教育及び民間日本語学校で教える機会が増えると思うとの

提案があった。 

ユーラシア大学副学長（Mr.Ascar K.Aringazin）からは、多くの学生が日本語を通じ

て日本を理解することはカザフスタンと日本との相互理解を促進させることができるこ

とから、日本語教育を発展させたいという気持ちは持っている。もし、日本人教師を派遣

していただけるのであれば、万全の受け入れ態勢を行う用意があるとの発言があった。 

 

（１１）第２フェーズにおける日本語事業の方向性 

KJCの開所から日本語コースは広く一般に学習機会を提供し、学習者層の拡大に貢献し、

カザフスタン人日本語教師に対する技術向上のための活動も精力的に行ってきた。これら

の活動は、従来のカザフスタンの日本語教育機関では対応できないものであり、第２フェ

ーズにおいてもこれまで通りの日本語コース運営を通じて「日本理解者の底上げ」を行う

とともに、日本語教師への支援を強化し教師全体の質の向上及び日本語教育の核となる高

い日本語能力と専門性を兼ねた人材形成を目指す。特に教師育成により、教師全体の質が



 58

高まれば日本語学習者への波及効果も期待でき、将来的には初等中等教育機関及び学校外

教育での日本語教育の発展に繋がる可能性もある。 

日本語コースの規模は、使用可能な教室数を考えると、現状のクラス数を拡大することは

難しいので、当面は現状のクラス数（初級から超級まで１４クラス定員２４５名）を維持

する。新人教員に対する「教授法トレーニングクラス」も現状の通り、年に１回開講する。

現職教員に対する「現職教員トレーニングクラス」は要望が多いことから時間数を増やす

方針である。 

なお、施設面で問題が解決された場合には、日本語学習希望者の需要と日本語コースの日

本語講師数並びに今後の動向に注意しながら慎重に検討することとする。一時的な需要で

クラス数を拡大し講師数を増やした場合、逆に日本語学習希望者が減少したときには、講

師の解雇等に繋がるおそれがある。 

また、カザフスタンは、日露通訳の需要は少ないながらもあるが、そのレベルに達した日

本語学習者がまだいない。将来の変化に対応できるよう通訳者、翻訳者の育成も視野に入

れる必要があり、カザフスタンでは通訳制度の国家試験は存在しないことから、カザフ日

本センターで独自の認定制度を設けることを検討する余地がある。 

受講料の設定は、第２フェーズにおいても現状の 12,000 テンゲを予定している。 

 

（１２）アスタナ及び地方展開について 

今後、アスタナでの支援を求められた場合には、現地日本語教師によるクラスを開くこ

とは検討する余地がある。具体的な案としては、アルマティとの人口比及び日本語講座を

持つ大学が１校しかないことを考慮し、初級・中級コース（昼間クラス、夜間クラス）合

わせて５クラス程度を検討する。 

ただし、日本語教育専門家の増員は困難なので、現状のまま対処する必要があるので、

当初は初級レベルの日本語クラスをパイロット的に短期、集中的に開講する。これと平行

して、現地日本語教師を対象とした教授法トレーニング講座を開講し、アルマティと時間

的に同等の日本語講座開講に備える。 

 

（１３）KJC 日本語教育専門家の役割 

① 日本語初級・中級レベルの学習者 

コースの過程で積極的に日本文化、日本事情を紹介する場を設け、日本理解者の底

上げ、裾野の拡大を目指す。 

② 日本語上級レベルの学習者 

日本語学習者の日本語技能をさらに磨き、日本語を職業的専門性のレベルまで高め

る。カザフ人日本語学習者が日本語という専門性を獲得することによってよりよい生

活ができるようになるのを援助する。 

③ 日本語教員 

カザフスタンの日本語教育の質の向上を目指すため、以下項目を重点にする。 
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・教員がよりよく教えられるよう独自の教材を作成、整備する。 

・積極的に新人教員の訓練を行う。 

・センターで非常勤講師をしている教師に定期的な学習、訓練の場を提供する。 

④ カザフスタンにおける日本語教育を支援 

センターで作成した教材を各大学に配布する。日本語教師会の行事（弁論大会）等

を積極的に支援する。 

⑤ カザフスタンの日本語教育事情の掌握 

年 1度のペースで KJC 独自の日本語教育機関調査を行う。 

⑥ 近隣国の関連諸機関との連携 

ウズベキスタン、キルギスの日本センターと必要に応じて共同の事業を行うことで、

相互の啓発を図る。また、必要に応じて情報を交換する。 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊≪参考情報≫＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

【東欧地域日本語学習者上位７位（2003 年度）】 

順位 国名 学習者数（人） 

1 ロシア 9,644 

2 ウクライナ 1,951 

3 ウズベキスタン 1,411 

4 ルーマニア 1,314 

5 ポーランド 1,309 

6 カザフスタン 1,139 

7 ハンガリー 1,004 

 

【日本語能力試験 受験者数】 

 1 級 2 級 3 級 4 級 合計 

2004 年 34 63 61 28 186 

2003 年 41 87 42 24 194 

2002 年 25 75 72 17 189 

2001 年 15 47 81 33 176 

2000 年 実施なし 実施なし 実施なし 実施なし  

 

【海外在留邦人数調査統計/外務省資料抜粋】 

 総数 長期滞在者 永住者 

平成１５年 １１９ １１８ １ 
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平成１４年 １１０ １１０ ０ 

平成１３年   ８７   ８７ ０ 

平成１２年 １１３ １１３ ０ 
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第 7章 提言 

 

7-1 法的ステイタスの確立等： 

現在までのところ、KJC は「カ」国内の法的ステイタスを得ていないため、独自の銀行

口座を開設できない等の問題がある。また、第 1 フェーズでは R/D が国会批准されてい

なかったため、供与機材については日本大使館の財産と位置づけそれを KJC に貸し出す、

という形をとっている。プロジェクトの円滑な運営のためには、これらの問題を早急に

解決する必要がある。 

 

7-2 効果的なビジネスースの実施のための、的確なニーズ把握とモニタリングの実施： 

「カ」国は市場経済化進捗のスピードが速く、かつ、ビジネス人材育成に当っている競合

機関も存在することから、KJC ビジネスコースに求められるニーズが多様に変化していく

ことが想定される。このため、そのニーズを的確に把握する仕組みを構築する必要がある。

また、各コースの成果を逐次モニタリングし、その結果に基づき必要に応じてコース設計

の見直しを行うことが不可欠である。具体的には、以下のような取り組みが望ましい。 

ア） 定期的なニーズ調査の実施 

イ） モニタリング、評価システムの確立（例：受講生、協力機関によるフィードバッ

ク等） 

ウ） 関係政府機関や協力機関との定期的な会合を通した意見交換の実施 

 

7-3 情報発信機能・広報の強化： 

「カ」国における日系企業の数、さらには同国に対する日本の ODA 事業の実施は限られて

いる。そのため、同国において日本に関する情報を得る場は限られており、「カ」国民の

日本の理解度は決して高くない。一方で、日本においても「カ」国の文化、社会、経済に

関する情報を得られる機会は少ない。このような現状の中、両国の相互理解に対する本セ

ンターが果たす役割は極めて重要であり、両国に関する双方向の情報発信の場としての機

能の充実が求められる。また、同時に、センター自身の認知度を上げるための広報活動の

充実が必要である。 

 

7-4 センター運営にかかる適切な人員配置： 

第 2 フェーズにおいては、ビジネスコースを多様化していくことが期待されており、

その効率的・効果的実施のためにはコースマネージャの配置が必要である。また、アス

タナでの活動展開を着実に実施するために、アスタナに何らかの拠点を置き、連絡員を

配置することが望ましい。 
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7-5 センターの収益性向上：  

KJC の運営費の多くは JICA の現地業務費で対応しているのが現状である。各種コース

の評判が高いことから、受講料収入は年々増加してきているものの、センター運営費のコ

ストリカバリー率は依然として低い。しかしながら、センターの安定的運営のためには、

コストリカバリー率を向上させることが必要である。また、将来的なセンターの自立性を

どの程度まで目指すのか、どのように達成するのかについては、ODA 事業としての公益性

に鑑みつつ、かつ、KJC の将来的な方向性を考慮しながら、まず日本側関係者にて十分協

議する必要がある。 
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フェーズ 2事前評価・実施協議調査報告書 

 

1-1 調査団派遣の目的と概要 

 カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト(以下、「KJC」という)の第 1 フェーズ

は、2005 年 9 月 30 日をもって 5年間の協力期間が終了するため、実施機関であるカザフ経

済大学（以下「KazEU」）からカザフ政府を通じて、プロジェクトフェーズ 2 実施の要請が

出されていた。そのため、第 2 フェーズ実施の枠組み及びその活動内容についてカザフ政

府関係者及び KazEU 等と協議を行うことを目的に、本調査団をカザフスタン国へ派遣した。 

 調査団は、アルマティにおいて、KazEU 及び KJC 日本人専門家等と協議を行い、続いてア

スタナにおいてプロジェクトの協力機関に想定しているユーラシア国立大学を訪問し、協

力のあり方等について意見交換を行った。また、カザフ政府国際協力の窓口機関である経

済予算計画省等とプロジェクトの枠組みなどについて集中的に協議を行った。 

  

1-2 調査団の構成と期間 

(1) 調査団員の構成 

担当 氏名 所属 

団長/総括 立原 佳和 独立行政法人国際協力機構 社会開発部  

第一グループ 日本センターチーム長 

評価企画 鈴木 桃子 独立行政法人国際協力機構 社会開発部  

第一グループ 日本センターチーム 

 

(2) 調査期間 

  2005 年 9 月 15 日～2005 年 9 月 28 日 

  調査日程は別添資料 1を参照。 

 

1-3 協議結果総括 

 第 2 フェーズの目標を「『カザフスタンの市場経済化に対応する人材育成に貢献する』及

び『カザフスタンと日本の国民の相互理解を促進する』という KJC の機能と役割を強化す

る」とすることで合意した。これは、第 1 フェーズが KJC の土台を作る段階であったこと

に対し、第 2 フェーズはその成果を基に活動を強化・展開していく段階、と位置づけたこ

とによる。 

 また、活動については、１）機能強化の方策として人材育成計画などを含むマネジメン

トシステムを確立していくこと、２）カザフスタンの著しい経済成長と変化するニーズに

対応するため毎年ニーズ確認を行いながらビジネスコースの内容を多様化させていくこと、

３）カザフスタンにおける日本語教育の拠点として教師育成も進めること、４）戦略的に

広報活動を行うこと、などが盛り込まれた（プロジェクトの上位目標、成果、各活動につ
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いては、別添 3の R/D 内のマスタープラン参照）。 

 また、第 2 フェーズにおける KJC の新たな方向性として、首都アスタナでの活動展開が

ある。アスタナでの活動拠点として、教育科学省よりユーラシア国立大学を強く推す意見

があったため、同大学の学長、副学長との協議を行った。その結果、１）カウンターパー

ト機関として R/D 署名に加わってもらうことはせずに「協力機関」としてプロジェクトに

関与してもらう、２）特にビジネスコースなどのための講義スペースを提供してもらう、

３）同大学を拠点として実施する活動の計画については同大学と KJC とが共同で策定する、

ことで合意した。これは、１）現段階では、活動は「KJC アスタナ支所」を開設するほどの

規模は想定していない、２）同大学を正式なカウンターパート機関として位置づけるには

包括口上書上の位置付け見直しも含めた手続き等が必要、などの理由による。 

 同大学との関係、アスタナでの活動拡大については、第 2 フェーズ実施の過程で、さら

に検討を続けていくこととした。なお、中小企業振興政策等をテーマとした公務員対象の

セミナーも含めていくこととする。 

 R/D 及びミニッツには、カザフスタン政府と日本政府との間の技術協力に係る包括口上書

に関連してカザフスタン経済予算計画省と日本大使館との間で協議されたメモランダムに

基づき、プロジェクトに関する情報（予算概算、専門家や機材の投入計画）等を記載した。 

 

1-4 事前評価結果 

以下の事前評価表の通り。 

１．案件名 

カザフスタン日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、2000 年 10 月より協力を開始した「カザフスタン日本人材開発センター（通称 KJC

／カザフ日本センター）」プロジェクトの第２フェーズである。 

第２フェーズでは、第１フェーズで整備してきたカザフ日本センターの組織基盤を土台とし、その成果をよ

り発展させてインパクトを拡大するために、「カザフスタンにおける市場経済化に対応する人材育成」及び

「カザフスタン・日本の相互理解促進」を行う拠点としてのカザフ日本センターの機能を強化することを目

的としている。 

  本プロジェクトで期待される成果（アウトプット）は以下のとおり。 

① カザフ日本センターが効率的に運営される体制とシステムが確立される。 

② 企業経営・中小企業振興等についての実践的ノウハウ・知識を民間・公的セクターに効果的に

提供するシステムが構築される。 

③ 質の高い日本語教育を提供すると共にその機会を拡大するシステムが構築される。 

④ 経済・社会・文化面を中心にさまざまな分野に関するカザフスタンと日本の情報を双方向 

に発信する機能が強化される。 

⑤ カザフスタンにおけるカザフ日本センターの認知度が高まる。 
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（２） 協力期間 （予定） 2005 年 10 月～2010 年 9 月 

（３） 協力総額（日本側）7 億円（推定） 

（４） 協力相手先機関 ①監督機関：教育科学省    

②実施機関：カザフスタン経済大学 （アルマティ） 

③協力機関：ユーラシア国立大学 （アスタナ） 

（５） 国内協力機関  独立行政法人 国際交流基金 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

① カザフ日本センター事業への参加が想定される中小企業経営者・従業員、起業家、コンサル

タント、NGO、大学関係者、学生、行政官、一般市民（年間約 30,000～40,000 人）。 

② カザフ日本センターのカウンターパート及びカザフ日本センタースタッフ（約 20 人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点： 

カザフスタンは、1991年12月に独立して以来、CIS諸国の中でも急進的な改革路線をとり、ロシア

金融危機等により打撃を受けた1998年以外は、1996年からプラスの成長を達成している。順調な経

済成長の背景には、豊富な資源(石油、天然ガス、鉱物)に恵まれていること、特に石油の輸出増が

上げられる。その結果、2000 年の GDP は 9.6％増となり、ここ数年は石油関連を中心に外国投資も

伸びてきている。 

一方で、経済分野の人材については、急速な経済成長に追いついておらず、企業活動に実務面

で従事しているものへのビジネスの基本知識・ノウハウの知的支援が必要とされている。加えて、順

調に見える経済成長は過度に鉱工業分野に依存しているとともに、穀物や綿花などの農産品は原

材料のまま輸出されており、産業の多角化は進んでいない。 

  このような状況の中、カザフスタン政府は 1997 年、長期開発計画｢カザフスタン 2030｣を策定し、

2030年を目標年とし市場経済をベースに東アジアの中進国レベルの経済成長の達成、及び、そのた

めの人材の開発に重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また、「カザフスタン 2030」をより具体

化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム（2003‐2015 年）」（以下産業革新プ

ログラム）では、中小企業振興の必要性に着目しており、製造業を中心に、産業の多角化が目指され

ている。 

 「カザフスタン日本センター」プロジェクトフェーズ１ではこれまで、中小企業経営者・中間管理者

層を主なターゲットとし、日本の経験に基づいた実践的な企業経営手法を教えるビジネスコースと大

学等における公開型セミナーを実施してきた。これらのコース、セミナーの修了者・参加者は、2,000

人を数え受講者からは非常に高い評価を得ているだけでなく、習得した知識・ノウハウを企業経営に

生かして事業拡大につなげているケースがみられる。これらのことから、本プロジェクトはビジネスに

携わる民間人材を育成することを通し、カザフスタンの中小企業育成に一定程度の貢献をしてきたこ

とが終了時評価で確認されている。しかしながら、カザフスタンにおいては国家統制経済から市場経

済への移行が進み、かつ経済が成長するとともに、ビジネスコースに対するニーズが多様化してきて

おりカザフ日本センターにおいても、それらへのすばやい対応が必要である。また、民間人材の育
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成のみでなく、中小企業振興政策を策定・推進する政府側の人材育成についても要望が強い。この

ため第２フェーズにおいては、カザフスタン側のニーズの変化に対応し多様なテーマを設定するとと

もに、コース内容を深化させる。これに加え、新首都アスタナの公務員向けに中小企業振興関連政

策セミナーを開催し、制度面からの市場経済化支援のアプローチを進めていく。また、このアスタナ

での活動では、カザフスタン政府側のニーズをより具体的に汲み取り、今後の JICA の対カザフスタ

ン協力の橋渡しとしての役割も期待されている。 

両国の相互理解の面では、これまでカザフ日本センターでは日本語コースと相互理解促進事業

を実施してきた。日本の民間企業の進出がまだ少ないカザフスタンでは、民間レベルでの 2 国間の

交流がほとんどない。カザフ日本センターはカザフスタン一般市民が日本との交流を持てる国内唯

一ともいえる場である。このような状況の中、両国の国民がお互いの国に対する理解及び関心を深

めていくことが重要である。これまで実施してきた日本語事業のインパクトとして、協力が始まる５年前

に比べて日本語学習者の数が２倍以上に増加していること、また、日本語コースを通じて日本の経

済・社会・文化面についての理解を深めたカザフスタン国民が増加していることが、各種調査から明

らかになっている。第2フェーズでは、日本語コースが受講者の職の機会を得られることも意識したコ

ースを設定する。 

図書館サービス等の情報発信事業や映画鑑賞会、生け花教室等の日本理解事業は、カザフスタ

ン国民が日本の文化・社会を理解することに貢献してきている。しかしながら、以上のようなこれまで

の取り組みは日本の情報をカザフスタンに発信することが中心になっており、カザフスタンの情報を日

本に発信すること、相互に考え方や意見を交換する取り組みが弱かった。上位目標の「両国の相互

理解」の実現に向け、第２フェーズにおいては、双方向の情報発信機能を強化する。 

カザフ日本センター運営の面では、カザフ日本センターで雇用しているスタッフは、これまで OJT

研修や本邦研修を通して、センターの運営・マネージメント及びコース運営にかかる能力や知識を蓄

積しつつある。しかし一方で、いまだ自立的にコース運営を行えるところまでにはいたっていないた

め、第２フェーズにおいては中・長期的な人材育成計画の策定と、それに基づいた日本人専門家の

指導の強化が必要である。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

1997 年にカザフスタン政府が策定した「2030 年までの長期国家戦略」の優先課題である７項目の中

にも、外資及び国内貯蓄を有する市場経済体制に基づいた経済発展が挙げられている。その後

「2030 年までの長期国家戦略」を具体化するためにこれまで「2010 年前の発展計画」、「2003－2015

年までの産業・技術革新発展国家プログラム」が作成されているが、その中では、製造業の再生及び

人材育成や中小企業育成を通じた経済の多角化が課題とされている。 

2005 年大統領年次教書演説の中でも、中小企業ビジネスの発展並びに金融部門改革の実施につ

いて個別に取り上げており、カザフスタン側の中小企業振興に関する関心の高さが伺える。 

また、地域間協力に積極的で、中央アジア協力機構、ユーラシア経済共同体、及び上海協力機構

にも参加している。日本との関係においては、「中央アジア+日本」対話が 2004 年立ち上げられた。こ

の中では、日本と中央アジアの協力関係の強化と共に、中央アジア諸国内における域内連携を通じ
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た、中央アジア諸国の平和と安定的成長のための協力が謳われている。 

（３）  我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け） 

我が国とカザフスタンとの間では、１９９６年から２００２年に３回の２国間政策協議が実施されている。

2002 年１１月に実施された 2 国間経済協力政策協議では、「民主化・市場経済導入のための人材不足や

経済インフラの老朽化、貿易構造の崩壊による経済的な困難を克服するための積極的な支援を行う」こと

を目的とし、これを達成するために、①市場経済に基づく制度整備・人材育成、②経済・社会インフラ整

備、③体制移行や環境問題から生じる社会的困難の緩和、が重点分野とされている。 

また、2004年に立ち上げられた「中央アジア+日本」対話では、平和の定着のための協力のほか、経済・

社会開発のための協力、経済交流の拡大とそのための基礎の強化、文化交流の拡大、人物交流、人材

育成の円滑化及び促進等、これまで実施されてきた上記協力を一層深化、拡大させていくことを目指して

いる。 

４．協力の枠組み 

（１） 協力の目標 

ア 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

（達成目標） 

  「カザフスタンにおける市場経済化に対応する人材育成」及び「カザフスタン・日本の相互理解促

進」を行う拠点としてのカザフ日本センターの機能が強化される。 

   （指標・目標値） 

    

    １） カザフ日本センタースタッフの事業運営能力（自己評価及び管理者による評価） 

    ２） カザフ日本センター利用者数 

    ３） センター収入による現地活動費カバー率（目標値 30％以上）   

    ４） カザフスタン国内におけるカザフ日本センター認知度 

 

（２） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

（上位目標） 

１） カザフスタンにおける市場経済化に資する人材が育成される 

   ２） 日本とカザフスタン両国の相互理解が促進される。 

  （指標・目標値） 

    １） カザフ日本センタービジネスコース受講生の企業のうち収益及び効率性が向上した企業数 

    ２） 両国間でビジネスマッチングにつながった事例及びその数 

    ３） 両国の市民間連携・交流につながった事例及びその数 

  

［上記（１）及び（２）の指標・目標値における留意点］ 

   ① 数値目標については、ベースライン調査等の結果及び先方実施機関との協議を踏まえ、プロジェクト開始後７ヶ月以内に設定す

る。 
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    ② （１）―２）の定性的評価手法はプロジェクト開始７ヶ月以内に設定する。 

 

（３） 活動及びその成果（アウトプット） 

センター運営 

(アウトプット) 

カザフ日本センターが効率的に運営される体制とシステムが確立される。 

  (活動) 

    １）長期的運営計画（運営方針、財務計画、活動計画、人材育成計画）を策定する。 

      2) 合同調整委員会（JCC）を年１回開催し、運営計画の承認及びモニタリングを行う。 

３）人材育成計画に基づいたスタッフ研修を実施する。 

４）中央アジア域内の各日本センターとの間で専門家、スタッフの相互交流・情報交換を行い、共

通課題に関するノウハウを蓄積する。 

     

(指標・目標値) センターの財務諸表、人材育成計画に基づき実施されたスタッフ研修の数 

 

ビジネスコース運営事業 

(アウトプット) 

企業経営・中小企業振興等についての実践的ノウハウ・知識を民間・公的セクターに効果的に提供

すると共にそのシステムが構築される。 

  (活動) 

1) ニーズ調査に基づいたビジネスコース実施計画（活動計画・コースカリキュラム含む）を策定、

実施する。 

2) 日本の経験・知識を広く普及するための商工会議所、経済団体とのネットワークを構築する。 

3) 質の高い現地講師の安定確保を図るための、人材リストを作成する。 

4) 中央・地方政府と連携をとり、公務員を対象に、中小企業振興等にかかるさまざまな行政 

施策・措置・制度を紹介する。 

     5) 日本の最新の産業動向や企業情報等を提供する。 

     6) カザフスタン企業が日本等外国に情報発信する手法・手続きを紹介する。 

７） コースの実績をモニタリング・評価し、必要に応じて、ビジネスコース実施計画を修正する。 

８） 修了者同窓会を組織し、その活動を支援する。 

  （指標・目標値） 

ビジネスコースの活動の数と種類、受講者の数・満足度・経営能力向上レベル、現地講師の数と

質、商工会議所等・経済団体・行政組織との連携事業数 

 

日本語コース運営事業 

  （アウトプット） 
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質の高い日本語教育を提供すると共にその機会を拡大するシステムが構築される。 

（活動） 

１） 日本語コース実施計画（方針・コースカリキュラム含む）が策定・実施される。 

２） コースの実績をモニタリング・評価し、必要に応じて、日本語コース実施計画を修正、 

改善する。 

３） 日本語教師及び日露通訳を育成するための特別コースが開催される。 

４） 必要に応じて日本への留学生向けの特別コースを実施する。 

5） カザフスタン国内で日本語を教えている大学に対して、技術的指導を行うとともに、カザフスタ

ン日本語教師連盟に対して、運営指導を行う。 

  （指標・目標値） 日本語コースの活動の数と種類、受講者の数・満足度・日本語能力向上レベル、 

日本語を教えるカザフスタンの大学・日本語教師連盟への指導回数 

 

相互理解促進事業 

（アウトプット） 

さまざまな分野におけるカザフスタンと日本の情報が双方向に発信される機能が強化される。 

   （活動） 

１） 双方向の情報発信を基本として、相互理解促進事業に関する年度計画を策定する。 

２） 両国における社会、経済、文化に関する情報を収集し、それらを概括的にまとめた両国の紹介

資料を作成する。 

３） さまざまなイベント、活動、メディアを利用し、相互理解促進事業を実施する。 

４） 日本への留学情報を提供する。 

５） 必要に応じて日本への留学生に対して、事前オリエンテーションを実施する。 

６） ビジネスコース及び日本語コースとの連携を強化する。 

   （指標） 

   相互理解促進のための各種活動の開催数、参加者数及び参加者の満足度（アンケート）、 

両国それぞれに関する紹介資料(内容/種類) 

 

  広報事業 

   （アウトプット） 

カザフスタンにおけるカザフ日本センターの認知度が高まる。 

   （活動） 

１） 広報戦略を策定し、年度計画を作成する。 

２） カザフ日本センターのホームページの内容を改善し、リンク先を拡大する。 

３） ニュースレター/メーリングリストの定期的な発行を継続する。 

４） ホームページ、メーリングリスト、新聞、ラジオ、雑誌等さまざまなメディアを活用して、広報事業

を実施する。 
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  （指標・目標値）ホームページの更新頻度、ホームページのアクセス数、ML メンバー数、 

ML 送信数、ニュースレターの発行回数、新聞、雑誌等各種メディアに取り上げられた数 

 

（３）投入（インプット） 

１） 日本側（総額約 ７億円） 

① 専門家派遣 

長期専門家 ３名：カザフ日本センター所長 1名、業務調整 1名、日本語コース運営 1名、 

短期専門家 １5 名： ビジネス分野 

② 供与機材：図書館用書籍、DVD、  

③ 研修員受入れ：中小企業経営者、中小企業政策に携わる公務員、ＫＪＣの運営スタッフ、講

師、一部コース参加者等を、それぞれ対象とした国別研修  

④ 現地活動費： スタッフ給料、現地講師謝金、新聞広告費、消耗品費、テキスト翻訳費 

２） カザフスタン国側（総額約 4000 万円） 

① カウンターパート配置：「カ」側コーディネーター、会計士、ドライバー等 

② 施設：カザフ日本センター用施設（スペース）・設備の提供 

③ 光熱費 

 

（３） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

 （上位目標達成のための外部条件） 

   １） カザフスタンの対日政策に変更が生じない。 

   ２） カザフスタン政府の中小企業振興政策に変更が生じない 

（プロジェクト目標達成のための外部条件） 

   １） カザフ経済大学の経営方針に変更が生じない。 

   ２） 教育省における日本センターの位置づけに変更が生じない。 

  （成果達成のための外部条件） 

１） カザフスタン関係各省・大学等から、日本センターに対するビジネスコース・日本語コース講師派

遣等に対して、継続的な支援が得られる。 

  （前提条件） 

   １） カザフスタン側責任範囲の投入（場所の提供、コーディネーターの配置）が確実に行われる。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 

（１） 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・ 「３．協力の必要性・位置付け」でも述べたとおり、「カザフスタン国 2030」や「産業革新プログラ

ム」で示されているように、経済分野に必要な人材を育成するという国家政策と合致している。
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2005年の大統領年次教書演説の中でも、中小企業の育成・振興が重要政策として取り上げら

れており、本分野における政府のコミットメントも認められる。 

・ これまでわが国とカザフスタンの間で 3 度実施されてきた経済協力に関する 2 国間政策協

議では、援助重点分野の１つとして「人材育成・制度整備」が合意されている。この点に

おいても、中小企業経営及び中小企業振興に実務的に携わっている人材を育成する本プロ

ジェクトのアプローチは適切であると言える。 

・ 2004 年立ち上げられた「中央アジア+日本」対話では、日本と中央アジアの関係の深化と拡大が示

されており、若い世代を含む幅広い人的交流を促進することを通じて、日本と中央アジア諸国との

関係の基盤を一層強固にすべきとの各国の意見の一致が見られる。さらに、民間レベルでの交流

がそれほど活発でないカザフスタン国内で、カザフ日本センターは一般市民が日本との交流の機

会を持てる唯一とも言える場であり、本プロジェクトのニーズは非常に高い。 

（２） 有効性 

  この案件は以下の理由から有効性が見込める。 

・  本プロジェクト目標は「カザフスタンにおける市場経済化に対応する人材育成」及び「カザフスタ

ン・日本の相互理解促進」を行う拠点としてのカザフ日本センターの機能を強化することである。

「拠点としての機能強化」とはつまり、カザフ日本センターのアドミニストレーション、オペレーション

それぞれの部門での効果的・効率的な実施体制を改善・整備すること、かつ、それらのプロセスを

通じて活動そのものの効果的成果を生み出していくことである。また、それぞれの実施体制強化の

プロセスにおいては、各活動における効率的運営（あるいは財政基盤強化）、スタッフの能力向上

なども含まれる。 

・ アドミニストレーション部門の実施体制の改善・整備とはすなわち、成果①及び⑤であり、オペレー

ション部門の実施体制の改善・整備とは②、③、④である。ただし、これらはそれぞれに明確に切り

分けられるものではなく、成果①及び⑤は全体にも関わることであり、②、③、④は相互に関連し合

うものであり。つまり、これらの成果全てが成し遂げられることで、プロジェクト目標が達成されること

となる。また、②、③、④を通しカザフ日本センターのコースを受講したカザフスタン国内で優秀な

人材が輩出され、かつ、カザフスタンと日本との相互理解が促進されていくことは、プロジェクト目

標の達成につながるだけでなく、同時に上位目標の達成につながっていくものとも言える。 

（３） 効率性 

 この案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・ 本プロジェクトはビジネス人材育成事業、日本語事業、相互理解促進事業という３つの事業を統合

して実施しているものである。また、日本語事業に関しては国際交流基金との連携事業であり、日

本語専門家派遣に関しては基金が費用を負担している。３つの事業を統合して実施することによっ

て、相乗効果が生まれ、一つ一つを別プロジェクトで実施するよりも、効率的に効果を上げることが

できる。 

・ 本プロジェクトはすでに５年間協力を実施してきておりカザフ日本センターには協力に必要な機材

等はすでに設置済みである。また、これまでOJT等を通じて育成してきたセンタースタッフは、本事
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業に関して精通しており、彼らを継続的に活用することが、初期投資を抑えたセンターの効率的運

営につながる。また、中央アジア等の他の日本センターと連携することは、互いのノウハウ・リソース

の有効活用になる。  

・ ビジネスコース運営に関しては、商工会議所等の各種経済団体との連携を計画しており、このこと

は、ターゲット層としている中小企業経営者層のニーズを把握しやすくする上に、彼らに対するア

プローチをより効率的に出来るようになる。また、講師供給面から見ても、連携団体を通して、優秀

な現地講師を確保することが容易となり、効率性が高まると言える。 

・ 日本語コース運営に関しては、日本理解者の底上げを行うとともに、日本語教師全体の質の向上

を目指している。 特に日本語教師全体の質が高まれば日本語学習者への波及効果も期待でき

ることから効率性が高いといえる。 

（４） インパクト 

この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

上位目標の「カザフスタンにおける市場経済化に資する人材が育成される」及び「日本とカザフ 

スタン両国の相互理解が促進される」には、プロジェクト目標「『カザフスタンの市場経 

済化に対応する人材育成』及び『カザフスタン・日本の相互理解促進』を行う拠点としてのカザフ 

日本センター機能が強化される」状態が達成され、効果的な活動が継続して行われることで発 

現される。 

・ 本プロジェクトでは、中小企業経営者等民間人材に対して、経営ノウハウを伝授することによって、

民間レベルでのエンパワーメントを計る。さらに、各種経済団体ネットワークを形成したえうえで連

携してその加盟企業に成果を広く普及すること、またアルマティ以外の地方に活動を展開していく

こと等により、量的・面的なインパクトの拡大が見込まれる。 

・ さらに公務員レベルに対する中小企業政策等各種行政制度に関するセミナーを実施することは、

市場経済化対応への制度面の改革に寄与するだけでなく、同分野におけるカザフスタン側のより

具体的なニーズを発掘することにもつながり、案件形成への橋渡しになるものであり、この意味でも

インパクトが予測できる。 

（５） 自立発展性 

① 技術面 

・ 技術面においては２つの側面があり、一つは現地スタッフについて、もう一つは現地講師について

である。第１フェーズのプロジェクトの成果として、センターの現地スタッフは日本人専門家の指導

の下、ロジスティック面においては事業の運営を出来るほどになっている。今後第２フェーズにおい

ては、カザフ日本センタースタッフが主体的に事業を計画・実施・評価していくレベルまで持ってい

く取り組みをすることとしており、スタッフが育成されれば、この点における自立発展性は見込まれ

る。 

・ 現地講師のレベルにおいては、ビジネス、日本語共に日本人専門家/講師から知識や技術・技能

を修得してきており、自分の講義に活かしてきている。講師レベルにおいてさらに安定的確保の体

制作りが行われれば、自立発展性が見込まれる。 
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② 財政面 

・カザフ日本センターが実施する各種コースは原則受講料を徴収しており、これらの受講料収入はカ

ザフ日本センターを運営するための運営経費の一部として支出するとともに将来的な自立運営を目

指し、一部を留保している。現時点では、カザフ日本センター運営に必要な経費の多くをJICAの現地

活動費にて充当しており、センターの歳入・歳出を概算すると 5～20％程度の費用回収率である。カ

ザフ日本センターの自立的な運営体制の構築にはまだ時間が必要であると考えられるが、今回の協

力期間では運営のより一層の効率化を目指すとともに、関係機関からの支援も視野に入れつつ、

JICA の投入経費を減額した状況でも事業活動が可能となる運営体制の基盤の整備を目指すこととす

る。しかしながら、カザフ日本センターの安定的な運営のためには、プロジェクト終了後も日本の継続

的な支援が必要と想定される。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・ 本プロジェクトは、特に中小企業を直接的なターゲットとして市場経済化に対応する人材育成を行

うことで、カ国全体の経済の底上げを図り貧困軽減に寄与するものである。また、広くカザフスタン

国民の人的資源の育成を目指しており、男女平等に教育機会を提供するという形でジェンダー配

慮がなされている。特にビジネスコースにおいては、女性の起業支援もトピックに想定している。さ

らに、カザフ日本センターで実施するさまざまな交流事業においては男女双方の関心、問題意識

を取り込んで企画を練る予定である。 

・ 環境配慮面としては、ビジネスコースで ISO14001 の紹介を行うほか、企業の社会的責任としての

環境配慮もトピックに想定している。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 本プロジェクトは 2000 年 10 月から 2005 年 9 月まで実施している「カザフスタン日本人材開発センター」

の第２フェーズに当たる。本プロジェクト第１フェーズから得られた教訓は以下のとおり。 

１）効果的なビジネスースの実施のための、的確なニーズ把握とモニタリングの実施： 

カザフスタンは他の中央アジア諸国と比べ市場経済化進捗のスピードが速く、かつ、ビジネス人材育成

に当っている競合機関も存在することから、KJC ビジネスコースに求められるニーズが多様に変化していく

ことが想定される。このため、そのニーズを的確に把握し柔軟に対応できる仕組みを構築する必要がある。

このため具体的には、以下のような取り組みを行うこととする。 

① 定期的なニーズ調査の実施 

② モニタリング、評価システムの確立（例：受講生、協力機関によるフィードバック等） 

③ 関係政府機関や協力機関との定期的な会合を通した意見交換の実施 

２）情報発信機能の強化： 

これまでカザフ日本センターの相互理解促進事業では、図書館サービス等の情報発信事業や映

画鑑賞会、生け花教室等を中心に実施してきており、カザフスタン国民が日本の文化・社会を理解す

ることに傾注してきたが、一方で、カザフスタンの情報を日本に発信すること、相互に考え方や意見を

交換する取り組みは十分に実施されてはいなかった。相互理解促進のためには、第２フェーズにお
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いては、在カザフスタン在留邦人に対するサービス提供や、日本の地方自治体、市民団体との連携

プロジェクトを実施していく、等の双方向の情報発信の機能を強化していくこととする。 

３）情報共有・日本センター間協力 

日本センタープロジェクトは現在８カ国９センターあり、各センターその国の事情・ニーズに応じた協力を

実施してきている。一方で日本センターのセンター運営等共通する課題もあり、これまで各センターの教訓

や成功事例等の情報の共有が不足していた。日本センター関係者のみが閲覧できるウェブページ「日本セ

ンター情報ネット」の内容の充実をはかることで、ノウハウを共有化し、効率的・効果的なプロジェクト運営を

行う。 

８．今後の評価計画 

１）評価計画： 

  中間評価     2008 年 5 月頃  

 終了時評価    2010 年 2 月頃 
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画
（
籠
橋
）

宿
泊
先

1
3
:3
0
成
田
発
（
O
Z
1
0
1
)

成
田
発
（
O
Z
1
0
1
)

成
田
発
（
O
Z
1
0
1
)

成
田
発
（
O
Z
1
0
1
)

1
6
:0
0
ソ
ウ
ル
着

ソ
ウ
ル
着

ソ
ウ
ル
着

ソ
ウ
ル
着

1
7
:5
0
ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
5
7
7
5
)

ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
5
7
7
5
)

ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
5
7
7
5
)

ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
5
7
7
5
)

2
1
:2
0
ア
ル
マ
テ
ィ

ア
ル
マ
テ
ィ

ア
ル
マ
テ
ィ

ア
ル
マ
テ
ィ

A
M

団
内
打
ち
合
わ
せ
　
（
１
H
）

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

在
ア
ル
マ
テ
ィ
駐
在
官
事
務
所
表
敬
　
（
0
.5
H
)

在
ア
ル
マ
テ
ィ
駐
在
官
事
務
所
表
敬
（
0
.5
ｈ
）

V
ic
to
ri
a 
K
im
 イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
1
.5
ｈ
）

A
le
xa
n
d
rK
u
d
ry
av
ts
e
v　
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

経
済
大
学
学
長
表
敬
（
0
.5
H
)

経
済
大
学
学
長
表
敬
（
0
.5
ｈ
）

経
済
大
学
学
長
表
敬
（
0
.5
ｈ
）

経
済
大
学
学
長
表
敬
（
0
.5
ｈ
）

P
M

調
整
員
・
所
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
1
.5
ｈ
×
2
人
）

日
本
セ
ン
タ
ー
日
本
語
講
座
受
講
生
面
談

所
長
・
調
整
員
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
1
.5
ｈ
×
2
人
）

玉
井
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
懇
親
会

セ
ン
タ
ー
ミ
ラ
職
員
と
の
面
談

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
懇
親
会

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
受
講
者
懇
親
会

終
日
日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
中
間
報
告

日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
中
間
報
告

日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
中
間
報
告

日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
中
間
報
告

中
央
ア
ジ
ア
日
本
セ
ン
タ
ー
所
長
会
議

荒
川
専
門
家
と
の
打
ち
合
わ
せ

中
央
ア
ジ
ア
日
本
セ
ン
タ
ー
所
長
会
議

中
央
ア
ジ
ア
日
本
セ
ン
タ
ー
所
長
会
議

A
M

キ
ル
ギ
ス
、
モ
ン
ゴ
ル
、
ウ
ズ
ベ
ク
日
本
セ
ン
タ
ー

資
料
整
理

ウ
ズ
ベ
ク
日
本
セ
ン
タ
ー
関
係
者
打
合
せ

サ
ル
セ
ン
バ
イ
顧
問
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

打
ち
合
わ
せ

玉
井
専
門
家
、
荒
川
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

資
料
整
理

P
M

玉
井
専
門
家
、
荒
川
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

A
M

企
業
訪
問
(F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社
）
(2
h
)

ア
ル
マ
テ
ィ
起
業
家
協
会
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
(2
h
)

カ
ザ
フ
民
族
大
学
日
本
語
学
科
長
代
行
面
談

カ
ザ
フ
国
際
関
係
外
国
語
大
学
日
本
語
学
科
長
面
談

N
IS
大
島
専
門
家
と
の
面
談

現
地
ス
タ
ッ
フ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
本
邦
研
修
参
加
者
）

図
書
館
利
用
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

企
業
訪
問
(F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社
）
(2
h
)

ア
ル
マ
テ
ィ
起
業
家
協
会
(2
h
)

P
M

カ
ザ
フ
経
済
大
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
２
H
)

（
ヤ
ノ
ス
カ
ヤ
･モ
ル
ダ
コ
ヴ
ァ
両
副
学
長
）

団
内
打
ち
合
わ
せ
（
0
.5
H
)

1
8
：
5
5
ア
ル
マ
テ
ィ
発
→
ア
ス
タ
ナ
着

カ
ザ
フ
経
済
大
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
２
H
)

（
ヤ
ノ
ス
カ
ヤ
･モ
ル
ダ
コ
ヴ
ァ
両
副
学
長
）

団
内
打
ち
合
わ
せ
（
0
.5
H
)

1
8
：
5
5
ア
ル
マ
テ
ィ
発
→
ア
ス
タ
ナ
着

カ
ザ
フ
経
済
大
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
２
ｈ
）

（
ヤ
ノ
ス
カ
ヤ
･モ
ル
ダ
コ
ヴ
ァ
両
副
学
長
）

団
内
打
ち
合
わ
せ
（
0
.5
ｈ
）

カ
ザ
フ
経
済
大
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
２
ｈ
）

（
ヤ
ノ
ス
カ
ヤ
･モ
ル
ダ
コ
ヴ
ァ
両
副
学
長
）

団
内
打
ち
合
わ
せ
（
0
.5
ｈ
）

A
M

在
カ
ザ
フ
日
本
国
大
使
館
表
敬
・
打
合
せ

在
カ
ザ
フ
日
本
国
大
使
館
表
敬
・
打
合
せ

教
育
科
学
省
表
敬
・
打
合
せ

教
育
科
学
省
表
敬
・
打
合
せ

P
M

A
M

ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
1
.5
ｈ
）

カ
ザ
フ
経
済
大
学
ア
ス
タ
ナ
校
訪
問
（
１
.5
ｈ
）

P
M

企
業
訪
問
（
日
本
企
業
）
1
.5
h

1
2
：
5
5
ア
ル
マ
テ
ィ
→
1
4
：
4
0
ア
ス
タ
ナ

現
地
講
師
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
　
1
.5
h

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

1
8
：
5
5
ア
ル
マ
テ
ィ
→
2
0
：
5
5
ア
ス
タ
ナ

A
M

基
金
／
J
IC
A
す
り
合
わ
せ

基
金
／
J
IC
A
す
り
合
わ
せ

基
金
／
J
IC
A
す
り
合
わ
せ

他
ド
ナ
ー
、
教
育
機
関

P
M

産
業
貿
易
省
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ア
ス
タ
ナ
商
工
会
議
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

1
5
：
5
5
　
ア
ス
タ
ナ
発

1
7
：
3
5
　
ア
ル
マ
テ
ィ
着

2
2
：
4
0
ア
ル
マ
テ
ィ
発
（
O
Z
5
7
8
5
)

産
業
貿
易
省
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ア
ス
タ
ナ
商
工
会
議
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

産
業
貿
易
省
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

ア
ス
タ
ナ
商
工
会
議
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

A
M

日
本
大
使
館
打
ち
合
わ
せ

0
7
：
1
5
　
ソ
ウ
ル
着

1
0
：
0
0
　
ソ
ウ
ル
発
　
1
2
：
1
0
　
成
田
着

資
料
整
理

資
料
整
理

P
M

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移
転
セ
ン
タ
ー

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移
転
セ
ン
タ
ー

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移
転
セ
ン
タ
ー

A
M

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

団
内
打
ち
合
わ
せ

P
M

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

A
M

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

P
M
A
M

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

合
同
評
価
報
告
書
の
作
成
・
翻
訳

P
M
A
M
P
M

合
同
評
価

合
同
評
価

合
同
評
価

A
M

大
使
館
報
告
、
Ｍ
Ｍ
修
正

M
M
修
正

M
M
修
正

P
M

Ｍ
Ｍ
署
名

M
M
署
名

M
M
署
名

夜
ア
ス
タ
ナ
→
ア
ル
マ
テ
ィ

ア
ス
タ
ナ
→
ア
ル
マ
テ
ィ

ア
ス
タ
ナ
→
ア
ル
マ
テ
ィ

2
2
:4
0
ア
ル
マ
テ
ィ
発
（
O
Z
5
7
8
5
)

ア
ル
マ
テ
ィ
発
（
O
Z
5
7
8
5
)

ア
ル
マ
テ
ィ
発
（
O
Z
5
7
8
5
)

7
:1
5
ソ
ウ
ル
着

ソ
ウ
ル
着

ソ
ウ
ル
着

1
0
:0
0
ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
1
0
2
)

ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
1
0
2
)

ソ
ウ
ル
発
（
O
Z
1
0
2
)

1
2
:1
0
成
田
着

成
田
着

成
田
着

経
済
予
算
計
画
省
と
の
打
ち
合
わ
せ

B
C
受
講
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
①

B
C
受
講
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
②

マ
ス
タ
ー
ク
ラ
ス
提
携
先
（
K
IM
E
P
,

ア
ル
マ
テ
ィ
テ
ク
ノ
パ
ー
ク
等
）

教
育
省
／
予
算
計
画
省
と
の
打
ち
合
わ
せ
（
2
ｈ
）

(第
2
フ
ェ
ー
ズ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
枠
組
み
・
終
了
時
合
同
評
価
に
つ
い

て
）

ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学
日
本
語
科
長
面
談

経
済
予
算
計
画
省
と
の
打
ち
合
わ
せ

ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学
日
本
語
学
習
者
面
談

報
告
書
取
り
ま
と
め

資
料
整
理

B
ri
ti
sh
 C
o
u
n
si
l, 
G
o
e
th
e
 I
n
st
it
u
te

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
(運
営
体
制
、
予
算
、
戦
略
）

競
合
機
関
（
T
A
C
IS
,U
N
D
P
,U
S
A
ID
等
）

1
.5
h
×
２

B
C
受
講
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
①

B
C
受
講
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
②

6
月
1
6
日

1
木

3
6
月
1
8
日
土

6
月
1
9
日

4
日

ア
ル
マ
テ
ィ

6
月
1
7
日

2
金 月

6
月
2
0
日

5

　
　

ア
ス
タ
ナ

（
J
IC
A
.

基
金
）

火
6
月
2
1
日

6

水
6
月
2
2
日

7

木
6
月
2
3
日

8

金
6
月
2
4
日

9

土
6
月
2
5
日

1
0

日
6
月
2
6
日

1
1

月
6
月
2
7
日

1
2

火
6
月
2
8
日

1
3

水
6
月
2
9
日

1
4

木
6
月
3
0
日

1
5

機
内
泊

金
7
月
1
日

1
6

ア
ス
タ
ナ

別添１



団
員
名
簿

M
e
m
be
r 
L
is
t 
o
f 
F
in
al
 E
va
lu
at
io
n
 M
is
si
o
n
 T
e
am

2
0
0
9
/
2
/
4
1
3
:2
9

1
総
括

立
原
　
佳
和

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
社
会
開
発
部
第
一
グ
ル
ー
プ
日
本
セ
ン
タ
ー
チ
ー
ム
長

L
e
ad
e
r

M
r.
 Y
o
sh
ik
az
u
 T
A
C
H
IH
A
R
A

T
e
am
 D
ir
e
c
to
r,
 J
ap
an
 C
e
n
te
r 
T
e
am
, 
G
ro
u
p 
1
,

 S
o
c
ia
l 
D
e
ve
lo
pm
e
n
t 
D
pt
,J
ap
an
 I
n
te
rn
at
io
n
al
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n
 A
ge
n
c
y

2
技
術
協
力

川
上
　
貴
之

外
務
省
経
済
協
力
局
技
術
協
力
課
　
外
務
事
務
官

T
e
c
h
n
ic
al
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n

M
r.
 T
ak
ay
u
ki
 K
A
W
A
K
A
M
I

O
ff
ic
ia
l, 
T
e
c
h
n
ic
al
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n
 D
iv
is
io
n
 E
c
o
n
o
m
ic
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n
 B
u
re
au
 

M
in
is
tr
y 
o
f 
F
o
re
ig
n
 A
ff
ai
rs

3
評
価
分
析

松
本
　
彰

株
式
会
社
　
タ
ッ
ク
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
　
　
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
　
部
長

E
va
lu
at
io
n
　
A
n
al
ys
is

M
r.
 A
ki
ra
 M
A
T
S
U
M
O
T
O

M
an
ag
e
r,
 C
o
n
su
lt
in
g 
D
e
pa
rt
m
e
n
t

T
A
C
 I
n
te
rn
at
io
n
al
 I
n
c
.

4
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
計
画

籠
橋
　
秀
樹

株
式
会
社
　
U
F
J
総
合
研
究
所
　
国
際
本
部
　
開
発
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
　
シ
ニ
ア
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

B
u
si
n
e
ss
 C
o
u
rs
e
 P
la
n
n
in
g

M
r.
 H
id
e
ki
　
K
A
G
O
H
A
S
H
I

S
e
n
io
r 
C
o
n
su
lt
an
t　
D
e
ve
lo
p
m
e
n
t 
C
o
n
su
lt
in
g 
D
e
p
ar
tm
e
n
t 
In
te
rn
at
io
n
al
 D
iv
is
io
n

U
F
J
 i
n
st
it
u
te
 L
td
.

5
日
本
語
コ
ー
ス
評
価

高
見
澤
  
孟

昭
和
女
子
大
学
大
学
院
文
学
研
究
科
教
授

J
ap
an
e
se
 L
an
gu
ag
e
 

M
r.
　
H
aj
im
e
　
T
A
K
A
M
IZ
A
W
A

C
o
u
rs
e
　
E
va
lu
at
io
n

S
c
h
o
o
l 
o
f 
S
h
o
w
a 
W
o
m
e
n
’
s　
U
n
iv
er
si
ty
, 
T
o
ky
o

6
日
本
語
コ
ー
ス
評
価
企
画

高
橋
　
裕
一

独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
日
本
語
事
業
部
派
遣
助
成
課

J
ap
an
e
se
 L
an
gu
ag
e
 

M
r.
 Y
u
ic
h
i 
T
A
K
A
H
A
S
H
I

S
ta
ff
, 
D
is
pa
tc
h
 a
n
d 
S
u
pp
or
t 
D
iv
. 
J
ap
an
e
se
 L
an
gu
ag
e
 D
pt
.

C
o
u
rs
e
 E
va
lu
at
io
n
　
P
la
n
n
in
g

T
h
e
 J
ap
an
 F
o
u
n
da
ti
o
n

7
評
価
企
画

鈴
木
　
桃
子

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
社
会
開
発
部
第
一
グ
ル
ー
プ
日
本
セ
ン
タ
ー
チ
ー
ム

E
va
lu
at
io
n
　
P
la
n
n
in
g

M
s.
 M
o
m
o
ko
 S
U
Z
U
K
I　
　
　

J
ap
an
 C
e
n
te
r 
T
e
am
, 
G
ro
u
p 
1
,

S
o
c
ia
l 
D
e
ve
lo
pm
e
n
t 
D
pt
,J
ap
an
 I
n
te
rn
at
io
n
al
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n
 A
ge
n
c
y

8
通
訳

小
島
　
敬
子

日
本
国
際
協
力
セ
ン
タ
ー
　
研
修
監
理
部
　
研
修
監
理
員

In
te
rp
re
te
r

M
s.
 K
e
ik
o
 K
O
J
IM
A
　
　
　

T
ra
in
in
g 
C
o
o
rd
in
at
o
r

J
ap
an
 I
n
te
rn
at
io
n
al
 C
o
o
pe
ra
ti
o
n
 C
e
n
te
r

P
ro
fe
ss
o
r 
o
f 
th
e
 J
ap
an
e
se
 L
an
gu
ag
e
 a
n
d 
C
u
lt
u
re
 c
o
u
rs
e
 i
n
 G
ra
du
at
e



別
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ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
サ
ブ
グ
ル
ー
プ

日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

所
長

佐
藤
　
忠

調
整
員

坂
井
名
穂
子

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

日
本
語
コ
ー
ス
専
門
家

荒
川
友
幸

1
0
:3
0
-
1
2
:0
0
K
J
C

K
J
C

総
務
及
び
相
互
理
解

（
文
化
、
購
買
、
会
計
）
担
当
M
s.
 K
IM
 V
ic
to
ri
a

キ
ム
・
ビ
ク
ト
リ
ア

③

1
1
:1
0
-
1
1
:4
5
在
ア
ル
マ
テ
ィ
駐
在
官
事

務
所

在
ア
ル
マ
テ
ィ
駐
在
官
事
務
所

在
ア
ル
マ
テ
ィ
駐
在
官
兼

在
ア
ス
タ
ナ
日
本
大
使
館

参
事
官

松
崎
　
潔

①
②

学
長

M
r.
 A
B
IS
H
E
V
 A
li 
A
zh
im
o
vi
c
h

ア
ビ
シ
ェ
フ
・
ア
リ
・
ア
ジ
ー
モ
ビ
ッ
チ

副
学
長
（
財
務
、
社
会
経
済

問
題
担
当
）

M
r.
 A
M
A
N
B
A
E
V
 M
u
ra
t 
N
u
rg
az
ie
vi
c
h

ア
マ
ン
バ
エ
フ
･
ム
ラ
ー
ト
･
ヌ
ル
ガ
ジ
エ
ビ
ッ
チ

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

副
学
長
（
国
際
関
係
担
当
）
M
s.
 M
O
L
D
A
K
U
L
O
V
A
 G
az
iz
a

モ
ル
ダ
ク
ー
ロ
ワ
･
ガ
ジ
ザ

1
4
:0
0
-
1
6
:0
0
K
J
C

K
J
C

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

④
所
長

佐
藤
　
忠

調
整
員

坂
井
名
穂
子

1
6
:0
0
-
1
7
:0
0
K
J
C

K
J
C

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
担
当

M
r.
 K
U
D
R
Y
A
V
T
S
E
V
 A
le
xa
n
dr

ク
ド
ゥ
リ
ャ
フ
ツ
ェ
フ
・
ア
レ
ク
サ
ン
ド
ル

④

A
lk
o
r

ア
ル
コ
ル

社
D
ir
e
c
to
r

M
r.
 N
E
S
T
E
R
T
S
O
V
 A
le
xa
n
de
r

ネ
ス
テ
ル
ツ
ォ
フ
・
ア
レ
ク
サ
ン
ド
ル

F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社

D
ir
e
c
to
r

M
r.
 B
E
S
S
E
N
O
V
 E
vg
e
n
yi

ベ
ッ
ソ
ノ
フ
・
エ
ヴ
ゲ
ニ
ー

A
B
N
 A
M
R
O
 B
an
k

M
ar
ke
ti
n
g 
M
an
ag
e
r

M
s.
 A
S
K
A
R
O
V
A
 L
o
la

ア
ス
カ
ロ
ワ
・
ロ
ー
ラ

A
si
a 
D
ir
e
c
t

D
ir
e
c
to
r

M
s.
 S
O
L
D
A
T
E
N
K
O
 T
at
ia
n
a

ソ
ル
ダ
テ
ン
コ
・
タ
チ
ア
ナ

T
e
n
ir

テ
ニ
ー
ル

 P
ro
je
c
t

B
u
si
n
e
ss
 C
o
n
su
lt
an
t

M
r.
 Y
A
R
O
S
L
A
V
T
S
E
V
 V
ic
to
r

ヤ
ロ
ス
ラ
フ
ツ
ェ
フ
・
ビ
ク
ト
ル

A
ki
m
at

ア
キ
マ
ッ
ト

 （
市
役
所
）

中
小
企
業
局
長

M
s.
 B
IZ
H
A
N
O
V
A
 S
h
o
lp
an

ビ
ジ
ャ
ノ
ワ
・
シ
ョ
ル
パ
ン

中
小
企
業
（
名
称
不
明
）

不
明

不
明
（
上
記
S
h
o
lp
an
の
知
人
）

①
J
IC
A
（
立
原
、
鈴
木
）
、
外
務
省
（
川
上
）
、
通
訳
（
小
島
）

②
日
本
語
団
員
（
高
橋
、
高
見
澤
）

③
評
価
分
析
（
松
本
）

④
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
計
画
（
籠
橋
）

*
敬
称
略

*
*
鍵
と
な
る
組
織
と
思
わ
れ
る
機
関
・
人
物
の
連
絡
先
を
記
載

①
②
③
④

①
②
③
④

① ①
③
④

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
（
K
J
C
)終
了
時
評
価

1
5
:3
0
-
1
8
:1
5

カ
ザ
フ
経
済
大
学

K
az
ak
h
 E
c
o
n
o
m
ic

U
n
iv
e
rs
it
y

K
J
C

（
2
0
0
5
年
6
月
1
6
日
～
7
月
1
日
実
施
）

1
9
:0
0
-
2
1
:0
0

カ
ザ
フ
経
済
大
学

面
会
者
リ
ス
ト

K
J
C
（
カ
ザ
フ
経
済
大
学

内
）

K
J
C

6
/
1
7

(金
）

1
2
:1
5
-
1
4
:0
0

9
:3
0
-
1
0
:3
0

K
J
C

韓
国
料
理
屋
「
ロ
デ
ム
」

1
 /
 6
 ペ
ー
ジ
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別
添
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日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

所
長

佐
藤
　
忠

調
整
員

坂
井
名
穂
子

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

日
本
語
コ
ー
ス
専
門
家

荒
川
友
幸

在
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
J
IC
A
事
務
所

O
D
A
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

飯
田
次
郎

モ
ン
ゴ
ル
日
本
セ
ン
タ
ー

所
長

四
釜
嘉
総

調
整
員

佐
々
木
美
穂

ウ
ズ
ベ
ク
日
本
セ
ン
タ
ー

所
長

稲
葉
泰

在
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
J
IC
A
事
務
所
所
員

浅
見
栄
次

キ
ル
ギ
ス
日
本
セ
ン
タ
ー

所
長

遠
藤
た
か
お

在
キ
ル
ギ
ス
J
IC
A
事
務
所

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成
ア
ド
バ
イ

ザ
ー

あ
べ
な
お
み

午
前

ホ
テ
ル

キ
ル
ギ
ス
･ウ
ズ
ベ
ク
・
モ
ン
ゴ
ル

各
セ
ン
タ
ー

各
セ
ン
タ
ー
所
長
、
調
整
員
*
　
各
日
本
セ
ン
タ
ー
代
表
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

J
IC
A
（
立
原
、

鈴
木
）

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

日
本
語
コ
ー
ス
専
門
家

荒
川
友
幸

所
長

佐
藤
　
忠

1
5
:0
0
-
1
6
:0
0
K
J
C

K
J
C

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

④
9
:0
0
-
9
:3
0

K
J
C

K
J
C

総
務
及
び
相
互
理
解
担
当

（
文
化
、
購
買
、
会
計
）

M
s.
 K
IM
 V
ic
to
ri
a

キ
ム
・
ビ
ク
ト
リ
ア

③

D
ir
e
c
to
r

M
r.
 B
E
S
S
E
N
O
V
 E
vg
e
n
yi

ベ
ッ
ソ
ノ
フ
・
エ
ヴ
ゲ
ニ
ー

V
ic
e
-
D
ir
e
c
to
r

M
r.
 G
L
U
S
H
IC
H
 D
m
it
ri
y

グ
ル
シ
ッ
チ
・
ド
ミ
ト
リ
ー

1
0
:3
0
-
1
1
:3
0
K
J
C

K
J
C

日
本
語
コ
ー
ス
担
当
（
受
講

生
管
理
）

兼
日
本
語
講
師

M
s.
 M
U
K
A
S
H
E
V
A
 M
ir
a

ム
カ
シ
ェ
ワ
・
ミ
ラ

③

会
長
(D
ir
e
c
to
r）
？

M
s.
 P
A
L
T
A
S
H
E
V
A
 M
u
n
av
ar
a

パ
ル
タ
シ
ェ
ワ
・
ム
ナ
バ
ラ

副
会
頭

不
明

1
1
:3
0
-
1
3
:3
0
K
J
C

K
J
C

所
長
顧
問
兼
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
参
与

M
r.
 S
A
R
S
E
N
B
A
Y
 N
u
rl
an
 A
.

サ
ル
セ
ン
バ
イ
・
ヌ
ル
ラ
ン

1
3
:3
0
-
1
4
:0
0
K
J
C

（
株
）
ト
ラ
ス
パ
イ
ア

短
期
専
門
家
（
人
事
管
理
）
福
山
哲
郎

④

1
4
:0
0
-
1
5
:3
0
K
J
C

K
J
C

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

K
J
C
講
師

M
s.
 A
S
K
A
R
O
V
A
 L
o
ra

ア
ス
カ
ロ
ワ
・
ロ
ー
ラ

④

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

副
学
長
（
国
際
関
係
担
当
）
M
s.
 M
O
L
D
A
K
U
L
O
V
A
 G
az
iz
a

モ
ル
ダ
ク
ー
ロ
ワ
･
ガ
ジ
ザ

1
6
:0
0
-
1
7
:3
0
E
B
R
D

E
B
R
D
 B
A
S
 P
ro
gr
am
m
e

R
e
gi
o
n
al
 D
ir
e
c
to
r 
fo
r

C
e
n
tr
al
 A
si
a

M
r.
 A
L
-
S
A
L
E
M
 G
ab
ri
e
l

④①
②
③
④
（
通

訳
除
く
）

①
④

①
④

J
IC
A
（
立
原
、

鈴
木
）

連
絡
先
不
明

K
J
C

K
J
C

午
後

1
4
:3
0
-
1
6
:0
0

カ
ザ
フ
経
済
大
学

F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社

ア
ル
マ
テ
ィ
企
業
家
協
会

A
lm
at
y 
A
ss
o
c
ia
ti
o
n
 o
f

E
n
tr
e
pr
e
n
e
u
rs

1
1
:1
5
-
1
2
:1
5

F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社

①
②
③
④

9
:3
0
-
終
日

K
J
C

6
/
1
8

(土
）

カ
ザ
フ
経
済
大
学

6
/
2
0

(月
）

6
/
1
9

(日
）

ア
ル
マ
テ
ィ
企
業
家
協
会

カ
ザ
フ
日
本
セ
ン
タ
ー

9
:3
0
-
1
0
:3
0

2
 /
 6
 ペ
ー
ジ



別
添
2

日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

9
:0
0
-
9
:3
0

K
J
C

K
J
C

総
務
担
当
（
ロ
ジ
、
購
買
、

契
約
書
）

M
s.
 S
U
L
E
IM
E
N
O
V
A
 A
id
a

ス
レ
イ
メ
ノ
ワ
・
ア
イ
ー
ダ

③

9
:3
0
-
1
0
:3
0
ゲ
ー
テ
・
イ
ン
ス
テ
ィ
ト
ゥ
ー

ト
ゲ
ー
テ
・
イ
ン
ス
テ
ィ
ト
ゥ
ー
ト

G
o
e
th
e
 I
n
st
it
u
t

副
所
長

M
r.
 W
o
lf
 D
ie
te
r 
O
rt
m
an
n

③

国
際
関
係
担
当
副
学
長
、

教
授

D
r.
 A
K
H
M
E
T
O
V
 A
di
l 
K
.

ア
フ
メ
ー
チ
オ
フ
・
ア
デ
ィ
ル

経
済
学
・
ビ
ジ
ネ
ス
学
部

(D
e
pa
rt
m
e
n
t)

学
部
長

M
s.
 A
M
IR
G
A
L
IY
E
V
A
 S
al
ta
n
at

ア
ミ
ル
ガ
リ
エ
ワ
・
サ
ル
タ
ナ
ッ
ト

1
1
:0
0
-
1
2
:0
1
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
･カ
ウ
ン
シ

ル B
ri
ti
sh
 C
o
u
n
si
l

ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
･カ
ウ
ン
シ
ル

B
ri
ti
sh
 C
o
u
n
si
l

所
長
/
英
国
大
使
館
文
化
ア

タ
ッ
シ
ェ

M
r.
 C
h
ri
st
o
ph
e
r 
B
ax
te
r

③

1
1
:3
0
-
1
2
:3
0
ユ
ー
ラ
シ
ア
ン
・
マ
ー
ケ
ッ
ト

大
学
E
u
ra
c
ia
n
 I
n
st
it
u
te
 o
f

M
ar
ke
t

ユ
ー
ラ
シ
ア
ン
・
マ
ー
ケ
ッ
ト
大
学

学
長

D
r.
 N
U
R
S
E
IT
 A
it
ka
li

ヌ
ル
セ
イ
ト
・
ア
イ
ト
カ
リ

④

参
事
官

松
尾
浩
樹

一
等
書
記
官

早
水
伸
光

第
一
副
大
臣

M
r.
 G
A
M
A
R
N
IK
 G
. 
N
.

ガ
マ
ー
ル
ニ
ク

教
育
・
国
際
協
力
発
展
戦

略
局
　
局
長

M
r.
 I
B
R
A
E
V
 A
. 
T
.

イ
ブ
ラ
エ
フ

高
等
・
最
高
等

（
P
o
st
gr
ad
u
at
e
d）
教
育
局

次
長

M
r.
 K
U
R
M
A
N
A
L
IE
V
 K
. 
A
.

ク
ル
マ
ナ
リ
エ
フ

国
際
協
力
部
　
部
長

M
r.
 K
A
IY
R
B
E
R
L
I 
K
.K
.

カ
イ
イ
ル
ベ
ル
リ

T
e
l: 
3
3
3
-
1
7
8
, 
F
ax
: 
3
3
3
-
7
6
6

国
際
協
力
企
画
実
施
課

主
任
専
門
官

M
s.
 B
E
IS
E
N
O
V
A
 G
.

ベ
イ
セ
ノ
ワ

カ
ザ
フ
経
済
大
学

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

A
ki
m
at

ア
キ
マ
ッ
ト

 （
市
役
所
）

中
小
企
業
局
長

M
s.
 B
IZ
H
A
N
O
V
A
 S
h
o
lp
an

ビ
ジ
ャ
ノ
ワ
・
シ
ョ
ル
パ
ン

A
si
a 
D
ir
e
c
t

D
ir
e
c
to
r

M
s.
 S
O
L
D
A
T
E
N
K
O
 T
at
ya
n
a

ソ
ル
ダ
テ
ン
コ
・
タ
チ
ア
ナ

A
st
an
a 
In
te
rn
at
io
n
al
 H
o
te
l

G
e
n
e
ra
l 
D
ir
e
c
to
r

M
s.
 S
E
R
G
E
Y
E
N
K
O
V
A
 N
at
al
ya

セ
ル
ゲ
イ
ェ
ン
コ
ワ
・
ナ
タ
ー
リ
ヤ

T
e
n
ir

テ
ニ
ー
ル

 P
ro
je
c
t

B
u
si
n
e
ss
 C
o
n
su
lt
an
t

M
r.
 Y
A
R
O
S
L
A
V
T
S
E
V
 V
ic
to
r

ヤ
ロ
ス
ラ
フ
ツ
ェ
フ
・
ビ
ク
ト
ル

A
lk
o
r

ア
ル
コ
ル

社
D
ir
e
c
to
r

M
r.
 N
E
S
T
E
R
T
S
O
V
 A
le
xa
n
de
r

ネ
ス
テ
ル
ツ
ォ
フ
・
ア
レ
ク
サ
ン
ド
ル

F
o
ld
in
g 
S
pa
c
e
社

D
ir
e
c
to
r

M
r.
 B
E
S
S
E
N
O
V
 E
vg
e
n
yi

ベ
ッ
ソ
ノ
フ
・
エ
ヴ
ゲ
ニ
ー

1
6
:3
0
-
1
8
:0
0
K
J
C

カ
ザ
フ
経
済
大
学

教
授
（
K
J
C
の
マ
ー
ケ
テ
ィ

ン
グ
講
師
）

M
s.
 L
E
O
N
T
IE
V
A

レ
オ
ン
チ
エ
ワ

④

6
/
2
1

(火
）

①
②

④ ①
②

④

カ
ザ
フ
・
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
工

科
大
学

K
az
ak
h
-
B
ri
ti
sh

T
e
c
h
n
ic
al
 U
n
iv
e
rs
it
y

(K
B
T
U
)

1
0
:0
0
-
1
1
:5
0
在
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
大
使

館
在
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
大
使
館

1
0
:0
0
-
1
1
:0
0

カ
ザ
フ
・
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
工
科
大

学

K
J
C

1
4
:0
0
-
1
6
:3
0

教
育
科
学
省

1
1
:0
0
-
1
2
:3
0
教
育
科
学
省

M
in
. 
o
f 
E
du
c
. 
&
 S
c
ie
n
c
e

3
 /
 6
 ペ
ー
ジ



別
添
2

日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

国
際
経
済
金
融
関
係
局

局
長

M
r.
 O
S
P
A
N
O
V
 N
u
rl
an
 E
le
u
si
zo
vi
c
h

オ
ス
パ
ー
ノ
フ
・
ヌ
ル
ラ
ン
・
エ
レ
ウ
シ
ゾ
ー
ビ
ッ
チ

国
際
経
済
金
融
関
係
局

国
際
金
融
関
係
部
　
部
長

M
s.
 M
U
K
H
A
E
V
A
 M
ad
in
a 
M
u
sa
e
vn
a

ム
ハ
エ
ワ
・
マ
デ
ィ
ー
ナ
・
ム
サ
エ
ブ
ナ

T
e
l: 
7
1
7
-
0
3
2
, 
F
ax
: 
7
1
7
-
8
0
3

国
際
経
済
金
融
関
係
局

国
際
金
融
関
係
部
　
外
国

援
助
調
整
課
　
主
任
専
門

M
s.
 S
H
E
G
IR
 G
u
ld
e
n
 J
u
m
ad
in
ky
zy

シ
ェ
ギ
ー
ル
・
グ
ル
デ
ン
・
ジ
ュ
マ
デ
ィ
ン
ク
ィ
ズ
ィ

カ
ザ
フ
経
済
大
学

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

1
8
:0
0
-
1
9
:0
0
K
J
C

K
J
C

所
長
顧
問
兼
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
参
与

M
r.
 S
A
R
S
E
N
B
A
Y
 N
u
rl
an
 A
.

サ
ル
セ
ン
バ
イ
・
ヌ
ル
ラ
ン

④

学
長

M
s.
 K
U
Z
N
E
T
S
O
V
A
 O
lg
a

ク
ズ
ネ
ツ
ォ
ワ
・
オ
リ
ガ

学
術
・
国
際
関
係
担
当
副

学
長

M
s.
 T
IM
O
S
H
E
N
K
O
 L
ili
ya

テ
ィ
モ
シ
ェ
ン
コ
・
リ
リ
ヤ

学
術
・
国
際
関
係
担
当
副

学
長

M
r.
 A
R
Y
N
G
A
Z
IN
 A
sk
ar
 K
an
al
ie
vi
c
h

ア
ル
ィ
ン
ガ
ジ
ン
・
ア
ス
カ
ー
ル
・
カ
ナ
ー
リ
エ
ビ
ッ
チ

科
学
研
究
セ
ク
タ
ー
長

M
r.
 A
L
M
U
K
H
A
M
B
E
T
O
V
 K
u
an
dy
k

ア
ル
ム
ハ
ム
ベ
ト
フ
・
ク
ア
ン
デ
ィ
ッ
ク

国
際
関
係
部
　
部
長

M
s.
 I
C
H
E
T
O
V
K
IN
A
 A
n
as
ta
si
ya
 M
ik
h
ai
lo
vn
a

イ
チ
ェ
ト
フ
キ
ナ
・
ア
ナ
ス
タ
ー
シ
ア
・
ミ
ハ
イ
ロ
ブ
ナ

国
際
関
係
部

M
r.
 B
A
K
U
M
B
A
E
V
 B
ir
ja
n
 S
ad
ro
e
vi
c
h

バ
ク
ム
バ
エ
フ
・
ビ
ル
ジ
ャ
ン
・
サ
ド
ロ
エ
ビ
ッ
チ

カ
ザ
フ
経
済
大
学
付
属

経
済
財
政
金
融
単
科
大
学

学
長

M
r.
 S
E
IT
K
A
S
IM
O
V
 G
ab
di
ga
pa
r 
S
ag
it
o
vi
c
h

セ
イ
ト
カ
シ
ー
モ
フ
・
ガ
ブ
デ
ィ
ガ
パ
ー
ル
・
サ
ギ
ー
ト
ビ
ッ
チ

T
e
l: 
3
7
3
-
9
0
5
, 
M
o
b:
 8
3
0
0
-
7
8
8
-
8
1
0
1

カ
ザ
フ
経
済
大
学

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

1
3
:0
0
-
1
4
:0
0
K
J
C

K
J
C

所
長
顧
問
兼
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー

ス
参
与

M
r.
 S
A
R
S
E
N
B
A
Y
 N
u
rl
an
 A
.

サ
ル
セ
ン
バ
イ
・
ヌ
ル
ラ
ン

④

1
4
:0
0
-
1
5
:3
0
K
J
C

ビ
ジ
ネ
ス
情
報
・
社
会
・
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
研
究
セ
ン
タ
ー

B
u
si
n
e
ss
 I
n
fo
rm
at
io
n
, 
S
o
c
ia
l

an
d 
M
ar
ke
ti
n
g 
R
e
se
ar
c
h

C
e
n
te
r 
(B
IS
A
M
)

G
e
n
e
ra
l 
D
ir
e
c
to
r

D
r.
 G
U
R
E
V
IC
H
 L
e
o
n
id

グ
レ
ビ
ッ
チ
・
レ
オ
ニ
ー
ド

④

1
6
:0
0
-
1
7
:0
0
P
an
as
o
n
ic

P
an
as
o
n
ic

D
ir
e
c
to
r

M
r.
 I
w
ao
 T
su
ts
u
m
i

④

教
育
・
国
際
協
力
発
展
戦

略
局
　
局
長

M
r.
 I
B
R
A
E
V
 A
. 
T
.

イ
ブ
ラ
エ
フ

国
際
協
力
企
画
実
施
課

主
任
専
門
官

M
s.
 B
E
IS
E
N
O
V
A
 G
.

ベ
イ
セ
ノ
ワ

経
済
予
算
計
画
省

国
際
経
済
金
融
関
係
局

国
際
金
融
関
係
部
　
外
国

援
助
調
整
課
　
課
長

M
r.
 K
A
L
Y
B
E
K
O
V
 B
e
kj
an

カ
ル
ィ
ベ
コ
フ
・
ベ
ク
ジ
ャ
ン

T
e
l: 
7
1
7
-
0
1
4

カ
ザ
フ
経
済
大
学

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

①
（
川
上
除
く
）

①
②
（
川
上
除

く
）

①
(川
上
除
く
）

①
②

1
6
:3
0
-
1
9
:0
0
経
済
予
算
計
画
省

M
in
. 
o
f 
E
c
o
n
o
m
y 
&

B
u
dg
e
t 
P
la
n
n
in
g

経
済
予
算
計
画
省

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
ア
カ
デ
ミ
ー

④

教
育
科
学
省

国
立
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学

9
:3
0
-
1
1
:0
0

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
ア
カ
デ
ミ
ー

In
te
rn
at
io
n
al
 A
c
ad
e
m
y

o
f 
B
u
si
n
e
ss

教
育
科
学
省

1
6
:3
0
-
1
8
:0
0

6
/
2
2

(水
）
9
:3
0
-
1
1
:3
0

1
1
:3
0
-
1
2
:3
0
カ
ザ
フ
経
済
大
学
付
属

経
済
財
政
金
融
単
科
大
学

In
st
it
u
te
 o
f 
E
c
o
n
o
m
y 
&

F
in
an
c
e
 i
n
 K
az
ak
h

E
c
o
n
o
m
ic
 U
n
iv
e
rs
it
y

国
立
ユ
ー
ラ
シ
ア
大
学

E
u
ra
si
an
 N
at
io
n
al

U
n
iv
e
rs
it
y

4
 /
 6
 ペ
ー
ジ



別
添
2

日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

第
一
副
大
臣

M
r.
 K
R
A
V
C
H
E
N
K
O
 I
va
n
 M
ik
h
ai
lo
vi
c
h

ク
ラ
フ
チ
ェ
ン
コ
・
イ
ワ
ン
・
ミ
ハ
イ
ロ
ビ
ッ
チ

企
業
発
展
局
課
長

M
r.
 S
E
IT
K
O
J
A
E
V
 K
ai
ra
t 
K
u
n
tu
ga
n
o
vi
c
h

セ
イ
ト
コ
ジ
ャ
エ
フ
・
カ
イ
ラ
ッ
ト
・
ク
ン
ト
ゥ
ガ
ノ
ビ
ッ
チ

T
e
l: 
2
4
1
-
0
2
8
, 
M
o
b:
 8
3
3
3
-
2
9
9
-
1
2
6
2

企
業
発
展
局

M
r.
 K
U
D
IY
A
R
B
E
K
O
V
 B
au
yr
ja
n
 J
ag
ap
ar
o
vi
c
h

ク
デ
ィ
ヤ
ル
ベ
コ
フ
・
バ
ウ
イ
ル
ジ
ャ
ン
・
ジ
ャ
ガ
パ
ロ
ビ
ッ
チ
T
e
l: 
2
4
0
-
0
3
3

会
頭

M
s.
 K
O
N
O
N
O
V
A
 T
at
ya
n
a

コ
ノ
ノ
ワ
・
タ
チ
ア
ナ

T
e
l: 
+
7
(3
1
7
2
)3
2
3
-
8
3
3

ビ
ジ
ネ
ス
発
展
局
　
局
長

M
s.
 K
A
C
H
U
R
O
V
S
K
A
Y
A
 S
ve
tl
an
a

カ
チ
ュ
ロ
フ
ス
カ
ヤ
・
ス
ベ
ト
ラ
ー
ナ

T
e
l: 
+
7
(3
1
7
2
)3
2
2
-
8
5
1
, 
F
ax
: 
3
2
7
-
6
5
1

1
0
:2
0
-
1
1
:3
0
日
本
大
使
館

日
本
大
使
館

①
（
通
訳
除
く
）

副
所
長

M
s.
 K
U
M
E
K
B
A
E
V
A
 Z
h
an
ar

ク
メ
ク
バ
エ
ワ
・
ジ
ャ
ナ
ー
ル

T
e
l: 
+
7
(3
1
7
2
)2
1
5
-
6
8
2
, 
F
ax
: 
2
1
3
-
5
2
0

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
マ
ネ
ー
ジ
メ

ン
ト
部
部
長

M
r.
 B
U
R
K
U
R
M
A
Ｎ
O
V
 B
e
ri
k

ブ
ル
ク
ル
マ
ノ
フ
・
ベ
リ
ッ
ク

T
e
l: 
+
7
(3
1
7
2
)2
1
6
-
5
7
3
, 
F
ax
: 
2
1
3
-
5
2
0

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
イ
ン
フ
ラ
ス

ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
開
発
部

C
h
ie
f 
M
an
ag
e
r

M
s.
 A
L
K
E
Y
E
V
A
 A
lm
a

ア
ル
ケ
イ
ェ
ワ
・
ア
ル
マ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
イ
ン
フ
ラ
ス

ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
開
発
部

L
e
ad
 M
an
ag
e
r

M
s.
 D
J
U
T
A
B
A
Y
E
V
A
 Z
ai
ra

ジ
ュ
タ
バ
エ
ワ
・
ザ
イ
ラ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
商
業
化
部

 L
e
ad
 M
an
ag
e
r

M
r.
 S
O
B
IR
J
A
N
 E
rj
an

ソ
ビ
ル
ジ
ャ
ン
・
エ
ル
ジ
ャ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
商
業
化
部

 L
e
ad
 M
an
ag
e
r

M
s.
 B
E
K
T
U
R
G
A
N
O
V
A
 A
ija
n

ベ
ク
ト
ゥ
ル
ガ
ノ
ワ
・
ア
イ
ジ
ャ
ン

技
術
開
発
部
　
L
e
ad

M
an
ag
e
r

M
r.
 Y
E
R
K
IN
B
A
Y
E
V
 B
ak
yt
ja
n

イ
ェ
ル
キ
ン
バ
エ
ワ
・
バ
キ
ト
ジ
ャ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
マ
ネ
ー
ジ
メ

ン
ト
部

L
e
ad
 M
an
ag
e
r

M
s.
 T
E
L
K
A
R
A
Y
E
V
A
 A
liy
a

テ
ル
カ
ラ
エ
ワ
・
ア
リ
ヤ

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移

転
セ
ン
タ
ー

①
③
④

6
/
2
4

(金
）

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移
転
セ

ン
タ
ー

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移

転
セ
ン
タ
ー

E
n
gi
n
e
e
ri
n
g 
&

T
e
c
h
n
o
lo
gy
 T
ra
n
sf
e
r

C
e
n
te
r

①
③
④
（
③
④

は
後
半
3
0
分

参
加
）

③
④

①
（
川
上
除
く
）

③
④

＊
川
上
及
び
②

は
こ
の
日
帰
国

1
6
:0
0
-
1
7
:0
0

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
技
術
移
転
セ

ン
タ
ー

ア
ス
タ
ナ
商
工
会
議
所

産
業
貿
易
省

1
5
:0
0
-
1
5
:4
5

1
6
:0
0
-
1
7
:3
0

ア
ス
タ
ナ
商
工
会
議
所

A
st
an
a 
C
h
am
be
r 
o
f

C
o
m
m
e
rc
e
 &
 I
n
du
st
ry

6
/
2
3

(木
）

1
6
:2
0
-
1
8
:0
0

産
業
貿
易
省

M
in
is
tr
y 
o
f 
In
du
st
ry
 a
n
d

T
ra
de

5
 /
 6
 ペ
ー
ジ



別
添
2

日
時
間

場
所

面
会
者
所
属
先

役
職

氏
名
（
敬
称
略
）

面
会
者
連
絡
先

出
席
サ
ブ
グ

ル
ー
プ

経
済
予
算
計
画
省

国
際
経
済
金
融
関
係
局

国
際
金
融
関
係
部
　
部
長

M
s.
 M
U
K
H
A
E
V
A
 M
ad
in
a 
M
u
sa
e
vn
a

ム
ハ
エ
ワ
・
マ
デ
ィ
ー
ナ
・
ム
サ
エ
ブ
ナ

T
e
l: 
7
1
7
-
0
3
2
, 
F
ax
: 
7
1
7
-
8
0
3

教
育
・
国
際
協
力
発
展
戦

略
局
　
次
長

M
r,
 A
IT
K
A
L
IE
V
 A
,. 
K
.

ア
イ
ト
カ
リ
エ
フ

国
際
協
力
部
　
部
長

M
r.
 K
A
IY
R
B
E
R
L
I 
K
.K
.

カ
イ
イ
ル
ベ
ル
リ

T
e
l: 
3
3
3
-
1
7
8
, 
F
ax
: 
3
3
3
-
7
6
6

高
等
・
最
高
等

（
P
o
st
gr
ad
u
at
）
教
育
局

M
r.
 J
A
R
K
E
N
O
V
 B
. 
K
.

ジ
ャ
ル
ケ
ノ
フ

法
務
局
　
主
任
専
門
官

M
r.
 J
A
L
P
O
S
H
O
V
 B
. 
O
.

ジ
ャ
ル
ポ
シ
ョ
ノ
フ

国
際
協
力
企
画
実
施
課

主
任
専
門
官

M
s.
 B
E
IS
E
N
O
V
A
 G
.

ベ
イ
セ
ノ
ワ

カ
ザ
フ
経
済
大
学

副
学
長
（
学
術
担
当
）

M
s.
 Y
A
N
O
V
S
K
A
Y
A
 O
lg
a

ヤ
ノ
フ
ス
カ
ヤ
・
オ
リ
ガ

T
e
l:2
8
3
-
4
2
1
, 
F
ax
: 
(3
2
7
2
)2
1
6
-
9
7
1

所
長

佐
藤
　
忠

調
整
員

坂
井
名
穂
子

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
専
門
家

玉
井
政
彦

日
本
語
コ
ー
ス
専
門
家

荒
川
友
幸

日
本
大
使
館

三
等
書
記
官

青
佐
ゆ
か
り

在
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
J
IC
A
事
務
所

O
D
A
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

飯
田
次
郎

6
/
3
0

(木
）
1
3
:3
0
-
1
4
:3
0
教
育
科
学
省

教
育
科
学
省

国
際
協
力
部
　
部
長

M
r.
 K
A
IY
R
B
E
R
L
I 
K
.K
.

カ
イ
イ
ル
ベ
ル
リ

T
e
l: 
3
3
3
-
1
7
8
, 
F
ax
: 
3
3
3
-
7
6
6

立
原

6
/
2
8

(火
）

①
③
④

K
J
C

教
育
科
学
省

在
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
大
使

館
1
6
:２
0
-
2
1
:0
0

6
 /
 6
 ペ
ー
ジ
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終
了
時
評
価
調
査

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
人
材
セ
ン
タ
ー
」
及
び
「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
日
本
人
材
セ
ン
タ
ー
」
評
価
グ
リ
ッ
ド

別
添
4
  
 M
ay
.2
0
0
5

評
価

項
目

調
査
大
項
目

調
査
小
項
目

判
断
基
準
・
方
法

必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収

集
・
調
査
方

法

長
期
、
短
期
専
門
家

各
分
野
、
人
数
､派
遣
期
間
、
時
期
の
投
入
内
容

長
・
短
期
専
門
家
派
遣
実
績
、
専
門
家
報
告
書

調
査
団
派
遣
実
績

各
分
野
、
人
数
､派
遣
期
間
、
時
期
の
投
入
内
容

調
査
団
派
遣
記
録
、
関
連
調
査
団
報
告
書

機
材
供
与

投
入
機
材
の
種
類
や
数
量
、
さ
ら
に
目
的

資
機
材
供
与
実
績
、
専
門
家
報
告
書

研
修
員
受
入

研
修
受
入
人
数
と
期
間
、
研
修
内
容

日
本
研
修
記
録
、
研
修
員
受
入
実
績
、
専
門
家

の
観
察

現
地
活
動
費

活
動
予
算
額
と
支
出
内
容

現
地
業
務
費
投
入
実
績
、
専
門
家
の
観
察

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
管
理
、
支
援
体
制

支
援
体
制

J
C
C
開
催
記
録
、
専
門
家
の
観
察

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
投
入

C
/
P
配
置
、
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト
負
担

P
O
、
C
P
及
び
支
援
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
状
況
、
専

門
家
の
観
察

J
C
C
会
議
資
料
、
実
施
運
営
総
括
表
、
投
入

実
績
表

投
入
は
計
画
通
り
だ
っ
た
か

投
入
計
画
、
投
入
実
績

P
O
、
専
門
家
の
観
察

投
入
実
績
表

活
動
進
捗
状
況

活
動
は
計
画
通
り
に
進
捗
し
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
状
況
は
計
画
通
り
で
あ
っ
た

か
？

R
/
D
（
P
O
＆
A
P
O
）
と
進

捗
実
績
と
の
比
較
、
専

門
家
の
観
察

R
/
D
、
プ
ロ
形
・
実
施
協
議
報
告
書
、
四
半
期

報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
専
門
家
、
C
/
P

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
機
会
の
設
定
・
開
催
実
績

日
常
業
務
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
方
法
と

実
績

C
/
P
の
責
務
と
役
割

先
方
実
施
機
関
に
自
助
努
力
が
見
ら
れ

た
か
（
全
体
計
画
・
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

機
能
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
な
か
で
C
/
P
は
ど
の
よ
う
な
役
割

を
担
っ
て
い
る
か
？

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
「
主
体
性
、
積
極
性
」
と
い
う

面
で
変
化
は
あ
る
か
？

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
績
報
告
、
専
門
家
の
観
察

専
門
家
報
告
書
、
専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

予
算
の
手
当
て
、
相
手
側
の
関
与
は
十

分
か
？

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
側
は
ど
の
程
度
負
担
し
て
い
る
か

相
手
方
の
投
入
実
績

四
半
期
報
告
書
、
投
入
実
績
表

資
料
調
査

C
/
P
の
配
置
は
適
正
か
？

C
/
P
の
配
置
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
関
し
て
十
分

で
あ
っ
た
か

事
業
進

捗
報
告
書
、
専
門
家
報
告
書

C
/
P
配
置
一
覧
、
専
門
家

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

そ
の
他

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
の
試
行
錯
誤

当
事
業
の
当
該
国
で
の
位
置
づ
け
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
広
報
啓
蒙
の
有
無
、
そ
の
他
留
意
事
項

事
業
進

捗
報
告
書
、
専
門
家
の
観
察

四
半
期
報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、
専
門
家
、

C
/
P

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

実 績

相
手
国
実
施
機
関
の
オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
状
況

専
門
家
と
C
/
P
と
の
関
係

関
連
す
る
J
IC
A
事
業
あ
る
い
は
我
が
国

の
他
の
支
援
と
の
協
力
、
連
携
は
あ
っ
た

か
？

事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
必
要
性
（
無
償
、
J
ap
an

F
o
u
n
da
ti
o
n
、
大
使
館
、
在
留
邦
人
、
J
B
IC
、

J
E
T
R
O
等
）

実 施 プ ロ セ ス

他
の
O
D
A
事
業
と
の
連
携

投
入
実
績

資
料
調
査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
は
適
切
で
あ
っ

た
か

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
状
況
は
良
好
か
？

共
同
し
て
問
題
に
対
処
し
た
か
？

定
期
的
な
意
見
交
換
、
会
議
の
開
催
？

意
見
交
換
や
情
報
共
有
が
関
係
者
に
十
分
に
な

さ
れ
た
か
？
信
頼
関
係
の
確
立
度
？

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

J
C
C
会
議
資
料
、
専
門
家
・
C
/
P
、
本
部

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
実
績
報
告
、
事
業
進

捗
報
告

書
、
J
C
C
開
催
記
録

専
門
家
、
C
/
P

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
部
の
取
組
み
意
欲
・
努
力
は
？

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
の
報
告
は
ど
う
で
あ
っ
た
か
？

（
頻
度
、
方
法
）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
内
容
は
適
当
だ
っ
た
か
､役
立
っ

た
か
？

事
業
進

捗
報
告
書
、
専
門
家
の
観
察

四
半
期
報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
、
専
門
家
、

C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

R
/
D
、
四
半
期
報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
専

門
家
報
告
書
、
J
C
C
会
議
資
料
、
投
入
実
績

表
そ
の
他

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

別添４



終
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時
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「
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タ
ン
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」
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相
手
国
ニ
ー
ズ
と
の
整
合
性

（
国
家
目
標
・
開
発
政
策
と

の
整
合
性
）

上
位
目
標
は
当
該
国
の
開
発
政
策
や
開

発
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
た
か
？

上
位
目
標
は
、
当
該
国
が
目
指
す
方
向
と
共
通
で

あ
っ
た
か
？
（
ま
た
、
一
環
性
が
あ
っ
た
か
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
目
指
す
目
標
に
つ
い
て
、
関
係
者

の
理
解
が
得
ら
れ
て
い
た
か
？

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
開
発
政
策
、
人
材
育
成
・
教
育
政

策

国
家
開
発
計
画
・
人
材
育
成
の
国
家
計
画
資

料
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
機
関
（
経
済
予
算
計

画
省
・
大
学
長
他
）
、
専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
の
ニ
ー
ズ
に

合
致
し
て
い
る
か
？
（
支
援
事
業
の
選

定
、
特
に
支
援
方
法
・
ア
プ
ロ
ー
チ
は
適

切
で
あ
っ
た
か
）

現
場
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
も
の
か
？
事
業
の
選
定
、

そ
の
支
援
ア
プ
ロ
ー
チ
は
妥
当
で
あ
っ
た
か
？

タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
明
確
で
あ
っ
た
か
？

相
手
国
の
状
況
の
変
化
に
ど
う
対
応
し
た

か
？
（
セ
ン
タ
ー
を
取
り
巻
く
環
境
へ
の
柔

軟
性
、
相
手
側
の
期
待
と
対
応
）

市
場
経
済
化
の
状
況
は
ど
う
変
化
し
た
か
？
ま
た

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
応
、
戦
略
は
適
切
で
あ
っ
た

か
？

日
本
の
援
助
政
策
・
国
別
事

業
実
施
計
画
の
一
環
で
あ

る
か

協
力
内
容
は
我
が
国
及
び
J
IC
A
の
重
点

方
針
に
合
致
（
整
合
）
し
て
い
る
か
？

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
及
び
最
近
の
援
助
方
針

我
が
国
の
対
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
援
助
政
策

外
務
省
国
別
援
助
計
画
、
J
IC
A
国
別
事
業
実

施
計
画
、
日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
会
議
、
専
門
家

資
料
調
査

妥
当
性
に
関
す
る
、
そ
の
他

情
報
、
考
察
等

J
IC
A
が
進
め
よ
う
と
し
て
る
日
本
セ
ン
タ
ー

の
コ
ン
セ
プ
ト
（
ビ
ジ
ョ
ン
）
か
ら
み
た
妥
当

性
事
実
確
認
と
適
正
度
判
断

J
C
C
で
の
議
題
・
内
容
、
関
係
者
の
意
見

日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
会
議
、
専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

例
：

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
を
達
成
す
る

の
に
十
分
で
あ
っ
た
か
？
成

果
発
現
か
ら
上
位
目
標
に

至
る
ま
で
の
論
理
構
成
の

適
切
性

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
に
よ
っ
て
、
受
益
者

／
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
は
適
切
な
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
た
か
？

成
果
の
確
認
と
論
理
性
　
（
な
お
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全

体
及
び
下
記
３
つ
の
事
業
毎
で
も
検
証
）

＜
ビ
ジ
ネ
ス
＞

＜
日
本
語
＞

＜
相
互
理
解
促
進
事
業
＞

各
コ
ー
ス
の
受
講
生
の
推
移
（
人
数
、
受
講
者
の

傾
向
）
、
受
講
生
・
利
用
者
（
図
書
室
等
）
の
満
足

度
、
施
設
利
用
度
（
利
用
者
者
数
。
稼
働
率
の
推

移
）
、
教
材
開
発
・
活
用
、
他
類
似
機
関
と
の
比

較
、
事
業
進
捗
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

R
/
D
、
四
半
期
報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
受

益
者
、
専
門
家
、
C
/
P
、
類
似
機
関
か
ら
の
聴

取
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

目
標
達
成
に
か
か
る
促
進
・
貢
献
要
因
に

ど
ん
な
も
の
が
あ
る
か

C
/
P
で
あ
る
大
学
側
の
協
力
度
、
開
所
前
の
準
備

関
連
機
関
の
支
援
や
協
力
体
制
の
構
築
（
例
：
在

留
邦
人
の
協
力
）

目
標
達
成
に
か
か
る
阻
害
要
因
は
何
か
関
係
者
の
理
解
、
法
的
措
置
そ
の
他

外
部
条
件
の
変
化
や
影
響

外
部
条
件
が
発
生
し
た
か
、
ま
た
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
ど
ん
な
影
響
が
あ
っ
た
か
？

変
化
が
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、
そ
れ
に
対
す

る
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た
か
？

政
府
の
支
援
、
市
場
経
済
化
の
動
向
そ
の
他

P
D
M
、
A
P
O
、
短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指

導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

実
施
運
営
総
括
表
、
仮
評
価
表
、
専
門
家
、

C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
政
府
機
関
、
専
門
家
、
C
/
P

目
標
達
成
の
促
進
・
阻
害
要

因
R
/
D
、
四
半
期
報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
関

係
者
の
意
見

妥 当 性

ニ
ー
ズ
調
査
結
果
、
ニ
ー
ズ
対
応
（
受
講
生
か
ら

の
要
望
、
事
業
展
開
）
、
プ
ロ
形
・
実
施
協
議
調

査
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

R
/
D
、
四
半
期
報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
等
の

各
種
報
告
書
、
相
互
理
解
促
進
実
績
、
受
益

者
、
専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

■
ウ
ズ
べ
キ
ス
タ
ン
に
は
「
人
材
育
成
」
と
「
二
国
間
交
流
事
業
」
を
同
時
に
実
施
し
て
き
た
類
似
機
関
が
存
在
し
な
い
こ
と
か
ら
、
差
別
化
と
い
う
観

点
か
ら
競
争
力
が
潜
在
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。

■
C
/
P
機
関
が
大
学
で
あ
り
、
ま
た
立
地
も
大
学
敷
地
内
に
あ
る
事
か
ら
、
本
件
は
（
高
等
）
教
育
分
野
に
含
ま
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
い
う
位
置
付

け
も
可
能
。
本
件
を
「
人
造
り
・
制
度
造
り
」
と
い
う
課
題
の
み
に
属
さ
せ
る
の
か
、
高
等
教
育
分
野
の
一
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
い
う
位
置
づ
け
と
も
す
る
の

か
、
関
係
者
間
（
含
む
本
部
、
事
務
所
）
で
の
検
討
要
。
　
な
お
1
4
年
度
版
J
IC
A
事
業
実
施
計
画
で
は
、
「
経
済
発
展
の
た
め
の
中
心
的
役
割
を
担

う
人
材
育
成
」
が
教
育
の
開
発
課
題
の
一
つ
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
選

定
は
適
当
か

グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致

し
て
い
た
か

有 効 性

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
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施
設
・
資
機
材
・
資
料
の
投
入
及
び
活
用

度

●
質

●
投
入
タ
イ
ミ
ン
グ

●
量

＊
以
下
、
各
事
業
別
に
整
理

＜
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
＞

●
投
入
の
質
（
専
門
分
野
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

能
力
、
指
導
力
、
企
画
能
力
、
現
場
要
求
と
の
合

致
度
合
い
）
＊
日
本
側
・
相
手
国
側
双
方
（
な
お
、

短
専
等
研
修
講
師
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
人
講
師
の
リ
ク

ル
ー
ト
や
定
着
の
た
め
の
方
法
は
適
切
か
、
C
/
P

の
配
置
も
考
察
）

●
派
遣
時
期
＋
投
入
タ
イ
ミ
ン
グ

●
量
（
人
数
、
期
間
）

●
研
修
受
入
の
成
果
や
効
率
性
（
専
門
分
野
、
選

考
方
法
、
派
遣
時
期
、
人
数
、
期
間
）

＜
日
本
語
＞

●
投
入
の
質
（
専
門
分
野
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

能
力
、
コ
ー
ス
企
画
立
案
・
実
施
能
力
、
ニ
ー
ズ
と

の
合
致
度
合
い
）
＊
日
本
側
・
相
手
国
側
双
方
（
な

お
、
短
専
等
研
修
講
師
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
人
講
師
の

リ
ク
ル
ー
ト
や
定
着
の
た
め
の
方
法
は
適
切
か
、

C
/
P
の
配
置
も
考
察
）

●
派
遣
時
期

●
量
（
人
数
、
期
間
）

<
相
互
理
解
促
進
事
業
＞

●
質
（
人
材
配
置
）

●
交
流
事
業
の
活
動
範
囲

●
情
報
発
信
の
内
容
（
日
本
か
ら
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
あ

る
い
は
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
か
ら
日
本
）

●
投
入
タ
イ
ミ
ン
グ

●
量
（
開
催
回
数
と
参
加
人
数
）

運
営
管
理
の
効
率
性

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向
け
て
、
イ
ン

プ
ッ
ト
が
適
切
に
運
営
管
理
さ
れ
た
か
？

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
・
実
施
内
容
、
セ
ン
タ
ー
内
ミ
ー

テ
ィ
ン
グ
の
開
催
度
、
J
C
C
会
議
の
開
催
と
決
定

事
項
、
チ
ー
ム
運
営
と
管
理
方
法

事
業
進

捗
報
告
書
、
J
C
C
開
催
記
録
、
関
係
者

の
意
見

J
C
C
会
議
資
料
、
J
IC
A
事
務
所
・
本
部
に
よ
る

日
本
セ
ン
タ
ー
へ
の
公
電
、
専
門
家
・
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

効 率 性

各
投
入
（
ビ
ジ
ネ
ス
、
日
本

語
、
交
流
事
業
）
は
適
切
で

あ
っ
た
か
？
投
入
に
見
合
っ

た
成
果
が
達
成
さ
れ
て
い
る

か
？

【
事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
適
正
度
判
断
、
実
績

と
計
画
と
の
比
較
】

投
入
・
派
遣
あ
る
い
は
受
入
実
績
、
専
門
家
の
観

察
、
関
係
者
の
意
見

R
/
D
、
四
半
期
報
告
書
、
長
・
短
専
門
家
報
告

書
、
研
修
レ
ポ
ー
ト
、
研
修
実
施
機
関
、
専
門

家
・
C
/
P
・
元
研
修
員



終
了
時
評
価
調
査

「
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
日
本
人
材
セ
ン
タ
ー
」
及
び
「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
日
本
人
材
セ
ン
タ
ー
」
評
価
グ
リ
ッ
ド

別
添
4
  
 M
ay
.2
0
0
5

＊
以
下
、
各
事
業
別
に
整
理

＜
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
＞

受
益
者
／
タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
、
コ
ー
ス
受
講
後
、
業
務

上
、
就
職
活
動
の
上
で
変
化
を
得
た
か
？
（
就
職
、

起
業
状
況
そ
の
他
）

他
機
関
（
ビ
ジ
ネ
ス
関
係
）
へ
の
影
響
あ
る
い
は
注

目
度
？

＜
日
本
語
＞

受
益
者
は
、
コ
ー
ス
受
講
後
、
ど
の
よ
う
に
業
務
あ

る
い
は
就
職
に
活
か
し
た
か
？
（
教
師
ク
ラ
ス
、
日

本
語
コ
ー
ス
と
で
別
途
、
評
価
）

日
本
語
学
習
熱
（
教
師
、
学
習
者
の
人
数
や
傾

向
）

他
機
関
（
日
本
語
）
へ
の
影
響
あ
る
い
は
期
待

度
？
（
例
：
教
材
他
）

<
相
互
理
解
促
進
事
業
＞

日
本
フ
ァ
ン
の
数
（
興
味
・
関
心
や
日
本
理
解
）

予
期
さ
れ
な
か
っ
た
正
負
の
影
響
や
波
及

効
果
は
あ
っ
た
か

予
期
し
て
い
な
か
っ
た
好
影
響
あ
る
い
は
悪
影
響

が
あ
っ
た
か
？
（
例
：
大
学
の
民
営
化
）

事
業
の
持
続
性

事
業
実
施
の
現
地
化

事
業
継
続
性
の
確
保
（
自
立
発
展
の
た
め

の
条
件
は
何
か
、
そ
の
条
件
整
備
）

組
織
体
制
（
経
営
基
盤
や
人
材
・
経
営
手
腕
、
コ
ー

ス
運
営
、
独
立
採
算
制
、
日
本
セ
ン
タ
ー
内
の
人

事
：
採
用
・
教
育
計
画
）

今
後
の
事
業
展
開
（
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ー
ス
の
競
争
相

手
、
相
手
国
の
市
場
経
済
化
政
策
他
）

日
本
セ
ン
タ
ー
の
理
解
度

相
手
国
側
の
当
事
者
意
識
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参

画
の
度
合
い
）

R
/
D
、
プ
ロ
形
・
実
施
協
議
調
査
報
告
書
、
専
門

家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

政
府
機
関
、
C
/
P
、
専
門
家
、
本
部

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

日
本
側
の
今
後
の
戦
略
や

協
力
ス
タ
ン
ス

日
本
セ
ン
タ
ー
の
今
後
の
動
向

フ
ェ
ー
ズ
IIに
向
け
て
（
ビ
ジ
ョ
ン
、
事
業
・
活
動
計

画
、
管
理
・
運
営
計
画
）

J
C
C
開
催
記
録
、
日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
会
議
報

告
書
、
対
処
方
針
会
議
資
料
、
専
門
家
の
観
察
日
本
セ
ン
タ
ー
戦
略
会
議
、
政
府
機
関
、
専
門

家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

研
修
成
果
を
確
実
な
も
の
に

す
る
た
め
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
や
強
化
策

C
/
P
、
現
地
講
師
陣
の
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ

の
定
着
度

研
修
コ
ー
ス
の
多
様
化
や
コ
ー
ス
内
容
の

向
上

留
学
ア
ド
バ
イ
ス
や
成
績
優
秀
者
の
表

彰
、
留
学
無
償

C
/
P
、
現
地
講
師
陣
の
技
術
向
上

研
修
コ
ー
ス
後
の
フ
ォ
ロ
ー
（
受
講
生
の
学
習
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
継
続
の
た
め
）

四
半
期
報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
関
係
者
の

意
見
、
専
門
家
の
観
察

専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

セ
ン
タ
ー
の
財
政
状
況

セ
ン
タ
ー
の
財
政
運
営
状
況

セ
ン
タ
ー
の
財
政
状
況
(運
営
の
透
明
性
、
事
業
の

収
益
性
も
検
証
）

大
学
側
の
意
思
や
予
算
確
保
の
可
能
性

専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、
C
/
P
、
専
門
家

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

（
２
）
ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
的
側
面

（
３
）
財
政
的
側
面

四
半
期
報
告
書
、
専
門
家
報
告
書
等
の
各
種

報
告
書
、
相
互
理
解
促
進
実
績
、
J
C
C
会
議

資
料
、
政
府
機
関
、
受
益
者
、
施
設
利
用
者
、

専
門
家
、
C
/
P

資
料
調
査
、

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
よ
る
効

果
は
何
か
、
そ
の
他
の
波
及

効
果
は
あ
る
か
？
（
コ
ー
ス

受
講
後
の
様
子
？
）

（
１
）
制
度
・
政
策
・
組
織
の
側
面

四
半
期
報
告
書
等
の
各
種
報
告
書
、
関
係
者
の

意
見
、
専
門
家
の
観
察

自 立 発 展 性イ ン パ ク ト
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「カザフスタン日本人材開発センターフェーズ２」　プロジェクト　実施協議調査日程表
2005年9月15日～2005年9月28日

　 月日 曜日 時間 内容 宿泊先 備考
1 9月15日 木 13:30 成田発（OZ101) アルマティ

16:00 ソウル着
17:50 ソウル発（OZ5775）
21:20 アルマティ着

2 9月16日 金 10：00～12：00 KJCとの打ち合わせ　「今後の交渉方針について」
14：00～17：00 カザフスタン経済大学との打ち合わせ
17：00～18：30 専門家との質疑応答 渡辺：資料整理

3 9月17日 土 終日 KJCとの打ち合わせ　 渡辺：資料整理
4 9月18日 日 12:55 アルマティ発（4L　853便） アスタナ 木村調整員アスタナ到着

14:40 アスタナ着
5 9月19日 月 10：00～11：00 日本大使館表敬訪問 佐藤所長、バイムハノフ副学長

午後 交渉用資料作成 アスタナ到着
16：00～18：00 ユーラシア国立大学との打ち合わせ アイーダ　アスタナ到着
19：00～20：00 交渉用資料作成

6 9月20日 火 10：00～13：00 経済予算計画省との打ち合わせ
午後 交渉用資料作成 木村調整員アスタナ発

7 9月21日 水 午前 交渉用資料作成
14：00～15：00 日本大使館との打ち合わせ
16：00～18：30 経済予算計画省、教育科学省との打ち合わせ

8 9月22日 木 11：00～12：00 ユーラシア国立大学との打ち合わせ
16：00～18：30 経済予算計画省との打ち合わせ

9 9月23日 金 11：00～13：30 経済予算計画省との打ち合わせ
16：00～18：30 経済予算計画省との打ち合わせ

打ち合わせ後、交渉用資料作成
10 9月24日 土 10：00～ 交渉用資料作成 バイムハノフ副学長アスタナ発

13：30～17：00 経済予算計画省打ち合わせ
打ち合わせ後、交渉用資料作成

11 9月25日 日 11:00～19：30 R/D.M/M準備

12 9月26日 月 11：00～12：30 R/D.M/M調印式 機内泊 アビシェフ学長アスタナ着
15：00～ 大使館報告 渡辺：資料整理
21:55 アスタナ発（4L　856便）
23:35 アルマティ着 佐藤所長、ｱｲｰﾀﾞ、学長アスタナ発

13 9月27日 火 2:30 アルマティ発（TK1353） 機内泊
5:40 イスタンブール着
19:00 イスタンブール発（TK050）

14 9月28日 水 12:30 成田着

別添１





｢カザフスタン日本人材開発センターフェーズ2」プロジェクト実施協議調査　面会者リスト
2005年9月15日～2005年9月28日

　　　　①KJC側参加者：佐藤所長、木村調整員もしくはアイーダ
　　　　②ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ経済大学側参加者：バイムハーノフ副学長
　　　　③アスタナJICA事務所：飯田専門家

面談日 時間/場所 面談者所属先 役職 面談者氏名 面談内容
日本側
参加者

9月16日 10：00～12：00 KJC 所長 佐藤　忠

(金） 於KJC KJC 業務調整員 木村　あみ

KJC ビジネスコース専門家 玉井　政彦

KJC 日本語コース専門家 荒川　友幸

14：00～17：00 カザフスタン経済大学 学長 Mr.ABISHEB Ali
　　　　アビシェフ　　　　　　アリ

①③

於KJC カザフスタン経済大学 副学長（国際関係担当） Mr. BAIMUKHANOV Timur
　　　　　バイムハーノフ　　　　　　　　　　　チムール

9月19日 10：00～10：30 日本大使館 特命全権大使 角崎　利夫 表敬訪問 ①②③

(月） 10：30～11：00 日本大使館 一等書記官 早水　伸光 諸事項打ち合わせ

16：00～18：00 ユーラシア国立大学 第一副学長代理 Mr. CELIVERSTOV Sergei
　　　　　セリヴェルストフ　　　　　　　　　　セルゲイ

協力の意向確認など ①②③

於ENU

9月20日 10：00～13：00 経済予算計画省 国際経済金融関係局 Ms. MUKHAEVA Madina
　　　　　ムハーエヴァ　　　　　　　マディナ

R/D,M/M内容協議 ①②③

（火） 於経済予算省 国際金融関係部　部長

同局同部外国援助調整課 Mr. KALYBEKOV Bekjan
　　　　　カリベコフ　　　　　　　　　　　ベクジャン

課長

9月21日 14：00～15：00 日本大使館 一等書記官 早水　伸光 R/D,M/M内容協議 ①③

（水） 於日本大使館 参事官 松尾

16：00～18：30 経済予算計画省 国際経済金融関係局 Ms. MUKHAEVA Madina
　　　　　ムハーエヴァ　　　　　　　マディナ

R/D,M/M内容協議 ①②③

於経済予算省 国際金融関係部　部長

　 同局同部外国援助調整課 Mr. KALYBEKOV Bekjan
　　　　　カリベコフ　　　　　　　　　　　ベクジャン

　

課長

教育科学省 教育・国際協力発展戦略 Mr. AITKALIEV A.
　　　　　アイトカリエフ

局　副局長

9月22日 11：00～12：00 ユーラシア国立大学 学長 Mr. ABDYMANAPOV Sarsengali
　　　　アブデリマナポフｉ　　　　　　　　　　サルセンガリ

今後の協力形式確認①③

（木） 於ENU

16：00～18：30 経済予算計画省 国際経済金融関係局 Ms. MUKHAEVA Madina
　　　　　ムハーエヴァ　　　　　　　マディナ

R/D,M/M内容協議 ①②

於JICA事務所 国際金融関係部　部長

同局同部外国援助調整課 Mr. KALYBEKOV Bekjan
　　　　　カリベコフ　　　　　　　　　　　ベクジャン

課長

9月23日 11：00～18：30 経済予算計画省 国際経済金融関係局外国 Mr. KALYBEKOV Bekjan
　　　　　カリベコフ　　　　　　　　　　　ベクジャン

R/D,M/M内容協議 ①②

（金） 於JICA事務所 援助調整課　課長

9月24日 13：30～17：00 経済予算計画省 同上 Mr. KALYBEKOV Bekjan
　　　　　カリベコフ　　　　　　　　　　　ベクジャン

R/D,M/M内容協議 ①②

（土）

　

今後の方針と予定に
ついて

今後の交渉方針につ
いて
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